
YKK株式会社 統合報告書

This is YKK 2025

日本語



「善の巡環」
他人の利益を図らずして自らの繁栄はない

企業は社会の重要な構成員であり、共存してこそ存続でき、

その利点を分かち合うことにより社会からその存在価値が認められるものです。

YKKの創業者𠮷田忠雄は、事業を進めるにあたり、

その点について最大の関心を払い、お互いに繁栄する道を考えました。

それは事業活動の中で発明や創意工夫をこらし、

常に新しい価値を創造することによって、事業の発展を図り、

それがお得意様、お取引先の繁栄につながり社会貢献できるという考え方です。

このような考え方を「善の巡環」と称し、

常に事業活動の基本としてまいりました。

私たちはこの考え方を受け継ぎ、YKK精神としています。

YKK精神
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YKKグループは、お客様に喜ばれ、社会に評価され、

社員が誇りと喜びを持って働ける会社でありたいと考えています。

そのための手段として、商品、技術、経営の質を高めていきます。

そして、これらを実践するにあたって常に根底にあるのが「公正」であり、

これを価値基準として経営判断を行っていきます。

「更なるCORPORATE VALUEを求めて」

失敗しても成功せよ／ 
信じて任せる

品質に 
こだわり続ける

一点の曇りなき 
信用

YKKは、更なる CORPORATE VALUE（企業価値）を求めて、
7つの分野に新たな QUALITY（質）を追求します。

経営理念

コアバリュー
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YKKグループは、ファスニング事業・AP事業を中核に、世界70カ国／地域で事業を展開しています。

事業会社

テクノロジー・イノベーションセンター
（TIC）

YKK精神・経営理念

ファスニング事業

ファスニング
設備開発
機械製造

AP
設備開発
機械製造

AP事業
Fastening Products Architectural Products

2021年度より工機技術本部をファスニング事業とAP事業にそれぞれ融合し、よりスピーディーに、 

各事業に特化した設備開発と機械製造のエンジニアリングを行います。その両事業を、テクノロ

ジー・イノベーションセンターが技術面から支え、それぞれの事業競争力を高めていきます。

両事業を支える設備開発・機械製造

グループ会社数・従業員数 

売上高 営業利益 

YKKグループ連結

118社　46,305名

9,982億円 624億円

YKKグループ経営体制

YKKグループ連結財務情報の詳細は、有価証券報告書をご覧ください。
https://www.ykk.com/corporate/financial/securities/
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ファスニング事業  Fastening Products

AP事業  Architectural Products

その他事業等

グループ会社数・従業員数 

18社　843名

グループ会社数・従業員数 

売上高 営業利益 

68社　27,210名

4,331億円 475億円

グループ会社数・従業員数 

売上高 営業利益 

33社　18,252名

5,616億円 181億円

※1  売上高、営業利益は2025年3月期通期実績。 
その他数値は2025年3月末現在。

※2  ファスニング・その他両事業に該当する企業（ 1社）の重複分を 
グループ連結会社数より除外。

YKKグループ経営体制

「Fasten」＝留める、つなぐものを取り扱うファスニング事業では、創業90年以上にわたり、ファスナー（スライドファス

ナー）、面ファスナー（繊維製品）、バックル（樹脂製品）やスナップ・ボタンなどのファスニング商品を製造・販売しています。

AP事業では、快適な住空間を創造する「窓やドア」、美しい都市景観を創造する「ビルのファサード」など、さまざまな建

築用工業製品を通して、健康で快適、安全で安心な暮らしを提供することを目指しています。

● 住宅事業　● エクステリア事業　● ビル事業　● グローバルカーテンウォール事業　● 産業製品事業　● 海外AP事業

YKK不動産、YKKグループ内業務運営支援のYKKビジネスサポート、印刷事業のYKK六甲（ YKKグループ特例子会社）

の他、ブラジルにおける農牧事業（ YKK農牧社）など地域に根差した事業を展開しています。

YKK農牧社 YKK六甲株式会社
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YKK株式会社の公式サイトで
す。事業紹介、会社概要のほ
か、財務情報やサステナビリ
ティに関する情報、ニュースリ
リース等をご覧いただけます。

「YKKサステナビリティビジョン
2050」の実現に向けた想いをストー
リーで伝える小冊子です。お客様と
のコミュニケーションツールとして、
グローバルで活用しています。

YKK株式会社 統合報告書「This is YKK 2025」　編集方針

その他の情報開示（こちらもご覧ください）

「YKK株式会社 統合報告書『This is YKK 2025』」は、創業時から現在まで脈々と受け継がれるYKK精神「善の巡環」を根幹とした経営や事業活動
の全体像を、YKKが担うファスニング事業を中心にお伝えするものです。

報告対象範囲

財務情報
　 YKKおよび連結子会社115社、および持分法適用関連会社 

2社について、グループ連結ならびにセグメント（ファスニン
グ事業／ AP事業／その他事業等）ごとに開示

YKKサステナビリティビジョン2050／環境
　•  ファスニング事業を中心に事業運営に関わる 

その他事業等を含む
　• 対象範囲が異なる場合は適宜注釈等を付記

社会
　• データ範囲を個々に記載

ガバナンス
　• データ範囲を個々に記載

報告期間
2024年度（ 2024年4月1日～ 2025年3月31日）
※ 一部、期間外の活動も含む

参照ガイダンス
経済産業省「価値協創ガイダンス」
IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」

発行年月
2025年8月

発行部署
YKK株式会社
経営企画室
グローバルエンゲージメント統括グループ
広報グループ

東京都千代田区神田和泉町1
TEL：03（ 3864 ）2064
E-mail：k_ykk@ykk.com

YKK株式会社 統合報告書

This is YKK 2025

日本語

〈ウェブサイト〉 〈サステナビリティジャーナル〉

「This is YKK 2025 」でお伝えしたいポイント

新社長就任による新体制発足：2025年4月に松嶋耕一が社長に就任しました。YKK精神「善の巡環」
を継承し、「ONE YKK」で第7次中期経営計画に挑む社長、各本部長のメッセージを掲載しています。

新中期事業計画のスタート：2025年度より、4年間の中期事業計画がスタートしました。「ONE 
YKKによる持続可能社会実現への貢献」を事業方針に掲げ、顧客・社員・社会の感動体験を創出する
企業へ進化するための戦略や重点施策を報告しています。

YKKサステナビリティビジョン2050の進捗：サステナビリティを経営の中心に据え、「気候中立」と
「自然との共生」の実現を目指して、取り組みを加速しています。

社外監査役メッセージ：3名の社外監査役から、非上場で70の国／地域で事業を展開するYKKの理念
経営およびコーポレート・ガバナンス向上に向けてメッセージをいただきました。

P13

P21

P39

P47
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経営計画と事業計画の位置づけ
YKKでは、AP事業を含むグループ全体の枠組みとして「中期経営計画」を策定しています。 
その中で、ファスニング事業における具体的な取り組みや目標を明確に示すものが「中期事業計画」です。
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事業というものは、自分が利益を上げるだけではな
く、世の中に貢献する、人類社会に役立つということ
を大きく織り込んでやらない限り、それは決して繁栄
しないと思います。その土地の産業に寄与し、その土
地の経済に寄与し、それによって、その土地の人々の
暮らしを豊かにすることができれば、こんな幸せなこ
とはありません。発展途上国には豊かな文明のめぐ
みを、先進国にはさらに新しい豊かさを運ぶYKKの
“橋”づくりはこの先も続いていくことでしょう。

1965年7月

事業とは橋を架けるようなもの

今に受け継がれるYKK創業者𠮷田忠雄の思想
本業を通じた持続可能な社会への貢献を常に追求し続けているYKK。企業活動のすべての根幹にあるのが、YKK創業

者𠮷田忠雄の企業精神「善の巡環」です。「他人の利益を図らずして自らの繁栄はない」という思想は、社会や顧客・関

連業界、そして社員と共に栄え続けようとするYKKの企業精神を鮮明に表しています。このサステナビリティと親和性の

高い思想を経営の根幹とし、今の時代においてもその思想を継承し続けています。

“他人の利益を図らずして自らの繁栄はない”

「善の巡環」からサステナブルな未来へ

7

「善の巡環」とサステナビリティ
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まず、自分の身近からゴミをどう上手に処理するかを
考え、みんなで実行することが大切なのではないで
しょうか。もし、今のままに地下資源を掘り続け、木
を切り倒し、魚を捕り、魚の住めない海を広げ続け
ることは、人類の破滅を意味することになります。

すばらしい泉のように、豊かな本物が出てくる。こ
れが本当の豊かさです。大切なのは貴重な資源のロ
スを出さないこと。明らかに立派な商品になるはず
です。

経験を積んで年輪を重ねた太い木も、若くて細い木
もあります。背の高い木、低い木もあります。それ
ぞれの個性によってその得意とする能力を発揮して
上手に働き、だれに支配されるのでもなく一緒に前
進します。

1971年1月

1984年1月

1970年7月

工夫で活かせばゴミも立派な資源に

清らかな湧き水のごときものづくり

大樹より森林の強さを

～「 気候中立 」と「自然との共生 」の実現～

気候

資源

化学物質

水

人権

気候変動の抑制と 
適応した事業活動の展開

資源の持続的利用を 
高めるものづくりの実現

持続的な水利用の実現

化学物質の管理と削減

人権の尊重と、 
公正で安全な労働環境の維持
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1959- 世界展開と生産力の強化1934-  創業～ 一貫生産体制の確立

1952
ナイロンファスナー

1983
水密・気密ファスナー 

（現 PROSEAL®）

1966
金属ファスナー 
YZiP®

1960年代
樹脂リサイクル化

1980年代
社内糸屑の再生糸化

1958
務歯が見えない金属ファスナー 
CONCEAL®

1961
デルリンファスナー 

（現 VISLON®）

2000
一つずつ務歯を研磨した 
EXCELLA®

1994
再生PETを使用した
NATULON®

2016
染色工程での水使用量を 
ほぼゼロに削減できる  
ECO-DYE®

※ 取り組み・開発・販売開始、商標登録または受賞年度を記載

「より良いものを、より安く、より速く、よりサステナブルに」
YKKの歴史は、より良い商品を顧客に提供するための技術革新の歴史でもあります。顧客、そして社会に対して新しい
価値を創造し続けるために、YKKはこれからも挑戦を続けます。

1934
創業
日本橋蛎殻町に創業
ファスナーの加工・販売

1950
手工業から機械化へ
アメリカからファスナーチェーンマシ
ン4台輸入

1952
材料から製造設備、商品まで
一貫生産体制の構築
旧工機技術本部の前身 型工作課発足

1959
海外進出
インドにファスナー製造プラント輸出
ニュージーランドに初の海外拠点

1992
成長市場への挑戦
中国進出の本格拠点

1953
YKK特許第１号
間
かんけつ

歇チェーン製造装置の開発

1946
YKKを商標とする

1994
「 YKKグループ環境憲章」 
制定

1964
高速化実現
YKK-CM6型機（自社開発チェーン
マシン）製造開始
2011年、機械遺産※1認定

1974
海外で一貫生産体制開始
ファスナー初の海外一貫生産工場

1936
第1回目の輸出
アメリカ、メキシコ、カナダ、インド、
南米諸国、オーストラリアへ

1939
YKK実用新案第１号
ファスナー用前割金具

YKK U.S.A.社 メーコン工場

上海YKKジッパー社

主なトピック 

商品・技術を通じた価値提供

価値創造と成長の歴史
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2021
YKKの組織体制と海外地域
経営体制を再編

2018
ジャパンカンパニー設置
日本における製造・開発・販売を
一体化、サービス体制を強化

2001- 新たな価値創造 2021- 「適時」「適材」「適量」へ

2016
染色工程での水使用量を 
ほぼゼロに削減できる  
ECO-DYE®

2018
操作性を向上し、子どもやお年寄りも
開閉しやすいQuickFree®

2019
植物由来ポリエステルを使用した 
GreenRise®

2019
従来のめっき薬品を使用しない 
ブラス材向け新めっき技術  
AcroPlating®

2021
再生材比率を高めた
NATULON Plus®

2019
テープのないファスナー  
AiryString®

2020
マグネットの磁力を利用して閉じられる  
click-TRAK® Magnetic

2024
パーツ交換が可能で製品寿命を
延ばせる「リペア対応シリーズ」

2011
国際レベルの品質保証体制
日本初のファイヤーウォール試験所
登録※2

2017
新たなコラボレーションの展開
企業の枠をこえた共同開発の開始

2023
更なる顧客満足度向上に 
向けた組織体制変更
事業戦略本部の設置と、営業本部の
再編・本部機能のベトナム移転

2024
2020年策定の 

「 YKKサステナビリティ 
ビジョン2050 」改定 

「気候中立」と「自然との共生」を 
目指す　

2017
研究開発拠点の整備と強化
商品および技術の開発を推進

2023
YKK株式会社のコーポレート
ロゴを改定

2014
ファスナーの圧倒的 
グローバル・リーダーとして

「ポーター賞」を受賞

旧工機技術本部  分析・解析センター YKK R&Dセンター

JUKI株式会社との共同開発

※1  日本の技術や産業の発展に貢献した歴史的な意義をもち、文化的遺産として
次世代に伝えるべきと認定された機械や機器類、その関連施設や文書。日本
機械学会が認定。

※2  製品中の鉛含有量の分析値を保証できる試験所として、米国消費者製品安全
委員会（ CPSC ）より日本初の登録。

2017
無人工場を目指して
設備のデジタル化・知能化

先進ロボットFAセンター開設

地球約80周分
300万km以上（ 2024年度）

グラフ   ファスナー生産量の推移
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創業100年に向けて、社員一人ひとりが理念を理解し実践する
YKK精神と経営理念は、世界中の国と地域に広がる約4万6千人のグループ社員を結びつける基盤です。この理念と
思想を受け継ぎ、社員一人ひとりが体得していくことが、未来に向けた価値提供の礎になると考え、全社で組織的な経
営理念浸透活動を展開しています。

経営層と社員の率直なコミュニケーションを重

視し、さまざまな対話の場を設けています。会長・

社長との「車座集会」では、社員が会長・社長と

向きあい、活発な対話を通じて経営理念の原点を

知るとともに、日々の業務で実践していくための課

題や考えを共有しています。日本国内のみならず

海外においても対面で開催し海外拠点の社員とも積極的に対話を行っ

ています。そのほか、本部長など経営トップとの「語らいの場」や製

造現場での座談会など多岐にわたる対話を年間を通して実施していま

す。2024年度は国内外の社員425名と対話を行いました。

経営トップと社員の対話の場

社長との車座集会（東京）

会長との車座集会（ YKKインド社）

1994  経営理念「更なるCORPORATE VALUEを求めて」

2007  コアバリュー

2008  YKKグループ経営理念研究会

YKK精神「善の巡環」

2008  YKKグループ経営理念浸透活動
● 会長・社長車座集会　● 語らいの場　● 4万人社員フォーラム　　　● 経営理念シンポジウム　● 会長・社長製造現場訪問

1934 1959 1984 20092008

創業 創業25年 創業50年 創業75年創業者生誕100年

42%
（ 2008年度）

経営理念の実践を目指して
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経営理念浸透ツール（動画）を 
視聴しディスカッション 

（ YKK U.S.A.社）

YKKセンターパーク丸屋根展示館での 
見学会（YKKビジネスサポート株式会社）

経営理念研究会では、毎年各事業から人選されたメン

バーがYKKの理念・思想の継承を目的にその本質を研究

し、成果を毎年3月に経営層に報告しています。2024年

度の研究会では、社員一人ひとりが改めて経営理念に触

れて理解を深め、「実践」につなげてもらうことを目的とし

て、経営理念を自分ごととして捉えられる「診断型ゲーム」

（ 2023年度研究会制作）のリニューアルを行いました。ど

のようにすれば社員がゲームに取り組むかを検討し、質問

内容や診断結果のバリエーションを増やしました。また、

メルマガ配信などにより社内への周知を強化しました。

2024年度経営理念研究会メンバー

YKKグループ経営理念研究会

グローバルに事業を展開し多様な文化・価値観を有する

社員が集まるYKKグループでは、理念・思想を確実に共有

し継承していくために世界各拠点でそれぞれにあった経営

理念浸透活動を企画し、積極的に展開しています。2018年

からは、各拠点や組織に結成された「経営理念浸透チーム」

がこの活動を主導しています。社員一人ひとりが理念を継

承していく当事者であることを自覚し、日々の業務に取り組

めるよう、独自の活動を推進しています。

各拠点で展開する「現場主導」の浸透活動

（ 2023年度）

2008  YKKグループ経営理念浸透活動
● 会長・社長車座集会　● 語らいの場　● 4万人社員フォーラム　　　● 経営理念シンポジウム　● 会長・社長製造現場訪問

2017 2024
2034

創業90年創業者没後25年

（ 2024年社員エンゲージメント調査）

76%
へアップ！

創業

100年へ

職場での「善の巡環」
理解・共感度

現場主導の浸透活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　これまでの活動により…

12This is YKK 2025
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「善の巡環」を根幹に据えた「ONE YKK」を実現する新体制で、
創業100年に向かって挑戦を続けます。

YKK株式会社   
代表取締役社長

松嶋 耕一

Message  
from 
the President

1991年 4月 │ 当社　入社

1998年～ 2017年
│ イタリア、ポーランド、中国、インドネシア、バングラデシュにて海外勤務

2017年 4月 │ 副社長　ファスニング事業本部長

2018年 6月 │ 取締役　副社長　ファスニング事業本部長

2021年 4月 │ 取締役　副社長　営業本部長

2023年 4月 │ 取締役　副社長　事業戦略本部長

2025年 4月 │ 代表取締役社長　就任

13 This is YKK 2025
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2025年4月、第7次中期経営計画のスタートとともに、

YKK株式会社の社長のバトンを受け継ぎました。

私は1991年に入社し、以来約20年にわたりイタリア、

ポーランド、中国、インドネシア、バングラデシュに海外駐

在し、国や地域ごとに全く異なる文化や事業環境の中で事

業に従事してきました。日本では2021年度からの第6次中

期事業計画において営業本部長、事業戦略本部長として戦

略実行を率いてきました。こうしたさまざまな経験を活か

し、全力で職責を果たしていく所存です。

YKKには、創業者𠮷田忠雄の時代から継承されている

YKK精神「善の巡環」があります。これは、実践の中から

生まれた経営哲学であり、私自身もこれまで迷ったり立ち

止まったりしたときには、常にこのYKK精神をよりどころ

としてきました。私は、創業者と直接対話したことのない

世代として初めての社長となりますが、事業の根幹となる

この企業精神をしっかりと継承していく決意です。

YKK精神「善の巡環」を継承し、時代の変化に迅速に対応する──。グローバルな組織体制と事業運営を
強みとし、一人ひとりの個性を活かした「森林経営」で「ONE YKK」を実現する新体制の下、創業100年に向
けて歩み続けます。

「善の巡環」のもと、市場や顧客要望の変化に柔軟に対応する
直近の業績を振り返ると、2024年度は、売上高4,331

億円、営業利益475億円となり、前年度実績・計画値に対

して、ともに上回る結果となりました。また経営指標の主

要項目の1つと位置付けているファスナー販売数量につい

ても、3度目の100億本突破を達成することができました。

総需要が伸びない中でこれだけの数字を出せたのは、第6

次中期事業計画までに進めてきたさまざまな施策が実を結

んだ結果だと捉えています。

コロナ禍がようやく収束した後も、米国の関税をめぐる

問題をはじめ、私たちを取り巻く事業環境は揺れ動き続け

ています。時代が変わっても変えてはならないものとして

「善の巡環」を大切にしつつ、市場や顧客要望の変化には

迅速かつ柔軟に対応していく必要があります。特に、成長

が大きく見込まれる国／地域や産業資材といった新分野に

戦略的に注力していきます。

77.8

102.8

92.9 89.2

100.4
105.6

124.1

2,473

3,481
3,805 3,793

4,331 4,413

5,347

2020※ 2021 2022 2023 2024 2025
計画

2028
計画

60

423 437
333

475 529

807

（年度）

ファスニング事業 第6次中期事業計画業績および第７次中期事業計画
■■ 売上高（億円）　■■ 営業利益（億円）　●  ファスナー販売数量（億本）

トップメッセージ

2.4% 12.2% 11.5% 8.8% 11.0% 12.0% 15.1%売上高 
営業利益率

※ 組替修正後

第6次中期事業計画 第7次中期事業計画
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「 ONE YKK 」でチーム力の向上を
今後、アパレルや鞄業界では政治・経済の環境変化に

伴う縫製地の移行・分散、サステナビリティへの意識の高

まりや消費者の嗜好変化に伴う多品種少量生産の進行が

予想されています。よりグローバルな規模でお客様の要望

に迅速に対応していく必要性が、ますます高まっていくで

しょう。

YKKは、世界6つの事業地域において、5極地域経営体

制で事業を展開してきました。各事業会社が独立性の高い

柔軟な事業運営を行うことで競争力を高めてきた一方、グ

ローバル化やデジタル化の発展に伴い、特に複数の国／地

域で展開されているお客様にとっては各国／地域で商品を

調達される際に、商品仕様や納期等のサービスに差異が生

じ、我々が提供するサービスにご満足いただけないケース

があったことも事実です。

そこで第7次中期事業計画では、キーワードに「 ONE 

YKK 」を掲げました。各事業会社、そして社員一人ひと

りが切磋琢磨して力を高めながら、互いに補完し合って、

「 YKK 」という一つのチームとしての力を向上させていく。

これは、かつて創業者が掲げた、社員それぞれの個性や能

力を伸ばして、皆で成長していこうとする「森林経営」の考

え方にも通じる姿勢です。YKKがこれまで各国／地域で築

き上げてきた供給基盤やネットワークを連携させてグロー

バルなバリューチェーンを構築し、「 ONE YKK 」としての

一体感を高めていくことで、お客様のどのような要望にも

迅速に対応できる体制を整えていきます。

また、YKKは、常に中長期的な視野で持続的な成長を

目指しています。経営の執行と監督を分離する執行役員制

度をいち早く導入し、独自のグローバルコンプライアンス

基準（ YGCC ）を設けるなどグローバルガバナンスの強化

にも力を入れ、非上場企業でありながらも上場企業に求め

られる高いレベルのコーポレート・ガバナンス体制を追求

し続けています。

さらに2025年には、経営企画室の配下に「グローバル

エンゲージメント統括グループ」を新設しました。この部

署を中心に、グローバルでのエンゲージメント向上の取り

組みを推進することで一体感の醸成を加速させ、「持続可

能な社会の実現に貢献する」という強い信念を持って、将

来的な企業価値向上を追求していきます。

第7次中期地域経営体制 

YKK（株）

5
極
地
域
経
営

東アジア

Americas

EMEA

ASAO

中国

（北中米・南米地域）

（欧州・中東・アフリカ地域）

（ASEAN・南アジア・ 
太平洋地域）

地域統括会社

地域統括会社

地域統括会社

地域統括会社

海外事業会社
Americas

ジャパンカンパニー
日本

海外事業会社
Europe

海外事業会社
ISAMEA

（インド・南アジア・中東・ 
アフリカ地域）

海外事業会社
ASEAN

海外事業会社
中国

6事業地域での 
事業推進

2025年度 YKK株式会社 組織図

社長

テクノロジー・ 
イノベーションセンター 

（TIC）
ファスニング事業共通部門（他7部門）

事業戦略本部

経営企画室

営業
本部

製造・技術
本部

管理
本部

S&B
推進部

ジャパン
カンパニー

海外
事業

2025年4月1日新設

グローバルエンゲージメント
統括グループ
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第7次中期事業計画、7つの重点項目
具体的には、第7次中期事業計画の重点項目として7つの

柱を掲げました。

まず一つ目は、YKKが経営の根幹に据えている「サステ

ナビリティ」への対応です。2020年に策定した「 YKKサス

テナビリティビジョン2050 」の達成に向け引き続き取り組

むとともに、資源循環、そしてサーキュラーエコノミー（循

環型経済）の実現にも尽力していきます。

二つ目に「わくわくする商品提案」。「わくわく」という言

葉は人によってさまざまな解釈があると思いますが、私た

ちが目指すのはお客様、社会、そして私たち社員と、それ

ぞれの立場で感じる「わくわく」であり、感動体験を創出す

ることです。その「わくわく」や感動体験を提供できる商

品を、営業・開発・製造一体となって生み出していきたい。

そのために、小さな改善を積み重ね、大きな変化を起こす

必要があると考えています。

三つ目の柱「コスト競争力」の追求は、私たちにとって永

遠の課題です。多くのお客様にYKK商品を選び続けてい

ただけるよう、第６次中期事業計画までに取り組んできた、

製造設備をはじめとするものづくりそのものの徹底的な見

直しを具現化し進化させていきます。

そして、「グローバル×ローカルの供給網」を構築・最

適化すると同時に、デジタルを活用して「グローバルで繋

昨年度までの第6次中期事業計画では、「より良いもの

を、より安く、より速く、よりサステナブルに」を掲げ、お客

様が必要とする時に、必要とされる商品を、求められる量

だけ供給する「適時」「適材」「適量」の「三適」の推進に取

り組んできました。先が見えなかったコロナ禍において、

苦境をばねに地道に力を蓄えてきたことが実を結び、確か

な成果を得ることができたと感じています。

特に、2021年の組織体制変更によってグループ内のコ

ミュニケーションが緊密化し、事業判断をはじめとするス

ピードが格段に上がりました。また、製造設備のコストダ

ウンや、納期改革プロジェクトの推進による短納期化の面

でも、着実に成果を上げることができたと感じています。

商品開発やデジタル対応においても取り組みをより加速し

ていく必要があると認識しています。

その上で、第7次中期事業計画では「 ONE YKKによる

持続可能社会実現への貢献」をテーマに設定しました。私

たちと直接取引があるお客様だけでなく、その先にいる全

世界の消費者へ、YKKのファスニング商品を届けたいとい

う強い信念を持つこと。そして、商品・価格・品質・ブラ

ンドなどあらゆる面での競争力を高め、世界の市場に向けて

「こんなところにもYKK 」という発見と驚きを創出するこ

とが重要だと考えています。

そのために、よりイノベーティブな商品やサービスを通じ

て「わくわく」や喜びを創出し、多くのお客様から「選ばれ

る」企業になることを目指して、取り組みを進めていく考え

です。

「より良いものを、より安く、より速く、よりサステナブルに」　
「業界をリードするわくわくする商品・サービスの提供」

ONE YKKによる持続可能社会実現への貢献
～顧客・社員・社会の感動体験を創出する企業への進化～

█ サステナビリティ対応

█ わくわくする商品提案

█ 新たな技術によるコスト競争力追求

█ グローバル × ローカル供給網最適化

█ グローバルで繋がる業務基盤構築

█ 未獲得市場への対応強化

█ 社員エンゲージメント向上とYKKブランド強化

第6次中期事業計画を振り返って─成果と課題

トップメッセージ
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2034年の「創業100年」に向けて

変えるべきところは変え、 
「わくわく」をより多くのステークホルダーに
届けるチャレンジをしたい

“
”

YKKイタリア社でのラグジュアリー市場開拓
私の大きな転機は、入社7年目の1998年に赴任した、YKKイタリア社での経験です。当時、東
欧への縫製拠点移行が進み、イタリア社を取り巻く事業環境が厳しさを増す中で、高級ブラン
ドなどのラグジュアリー市場への対応が必須でした。そこで同僚たちと共にブランディングと
改良を重ね、磨き上げたアイテムが最高級ファスナー EXCELLA®です。今でこそ高い支持を
受けている商品ですが、当時の競争が激しい欧州市場では、日本企業の商品は門前払いの状況
でした。それでも現地の同僚たちと一緒に開発・製造した新商品を粘り強くアピールし、結果
的にお客様に採用いただけたのです。現地に根差した経営により現地の仲間との一体感や達成
感を得たとともに、相手の目線で考え、信頼されるよう努力を重ねることの重要性を実感でき
たことが、今の私の信念にもつながっています。

2003年イタリアでのファッション素材
展示会YKKブース

〈私のターニングポイント〉

2024年、YKKは創業90年を迎えました。ステークホル

ダーであるお客様や社員、そして社会に向けてしっかりと

価値を提供し、次の節目となる100年に向けた礎を確実に

築いていきます。

私自身の経験からも感じることですが、仕事というもの

は自分一人では成り立ちません。一緒に働く仲間たちと信

頼関係を築き、お客様の要望に応えて信頼を得られる場面

を何度も繰り返すことで、自分の中に自信が生まれていく。

そして、何か判断をしなくてはならないときの基準となる

「信念」も生まれてくるのだと考えます。

そうした仕事を社員の皆で積み重ねていけるように、誰一

人取り残さずに「ONE YKK」としてレベルアップしていきた

い。そして、より「わくわく」に満ちた、活気あふれる会社に

なることを目指して、たゆまぬ挑戦を続けていきます。

がる業務基盤」を構築します。これにより、「適時」「適材」

「適量」をグローバルな規模で、そしてより高いレベルで

実現し、YKK商品が十分に行き渡っていない新興国をはじ

めとする「未獲得市場」の消費者の皆様にも商品をお届け

してまいります。

これらのすべての原動力となるのが「人」です。社員一

人ひとりが幸せを感じながら働くことができれば、お客様

に、そして社会に対して喜びを提供することができるはず

です。その意味で、人的資本こそが事業活動すべての源と

なる大切なもので、そこに積極的に投資していく必要があ

ると考えています。YKKブランドの強化も、社員が自社の

商品に自信を持ち、その価値を伝えていくための「メッセ

ンジャー」になってくれてこそ。7つ目の重点項目に掲げた

ように、「社員エンゲージメント向上」と「 YKKブランド強

化」は対となる、一体のものなのです。

また、これらの重点項目を実現していくための投資計画

として、2024年度実績の386億円に対して、2025年度は

803億円の投資を予定しています。第7次中期事業計画の

4カ年合計では2,470億円を計画し、今後の成長を担う新

興国とともに、成熟国にも積極的に投資を行っていきます。
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事業戦略本部の役割は、各事業会社と本部機能を繋ぎ合わせて

「 ONE YKK 」としての競争力を強化し、世界の多様な市場で次の

成長機会を見いだすことです。第7次中期では、グローカルサプライ

ストラテジーグループ（GSSG）とグローバルマーケティンググループ

（ GMG ）の協働のもと、各国／地域の事業会社をつなぎ、開発・製

造・販売といった機能の連携を加速していきます。消費市場として

大きい中国や成長著しいASEANのほか、今後は南アジアやアフリカ

等新たな可能性を秘めたフロンティアの開拓が鍵になるでしょう。

また、新中期では事業方針の一つに「わくわくする商品提案」を掲

げました。「わくわく」は単なる商品の仕様やスペックではなく、お客

様の課題解決に取り組む社員の挑戦心や情熱から生まれてくるもので

す。社員一人ひとりがその感覚を大切に業務に向き合い、全部門が一

体となって「わくわく」を追求することで、お客様と社会に「感動」と

いう新たな価値を提供し、YKKブランドの更なる強化を目指します。

営業本部では、第7次中期のキーワードとして「スピード」と「喜

び」の二つを掲げました。「スピード」とは、「快適さの提供」です。

レスポンスや開発、納品など、あらゆる面で速さを実現し、お客様を

お待たせしないことが高い満足を生み出し、YKKの持続的な成長を

も可能にしていきます。

一方「喜び」は、常識や人の想像を超えた「わくわく」する商品に

よって生み出されるものです。例えばその一つが、テープのないファ

スナー AiryString® です。ファスナーメーカーにおいてものづくりの

あり方を変える、お客様にとっても夢の商品だといえるでしょう。社

員が「わくわく」仕事ができる環境を整えながら、今後もそうした商

品をみんなで生み出していきたい。それが一人ひとりの仕事の喜び

にもつながっていくと考えています。また環境配慮型商品について

も、より持続的な商品として戦略に組み込み、いずれはすべての製品が

「環境配慮型」になることを目指します。

地域や機能の枠を越えた一体感を

「スピード」と「喜び」をお客様に

取締役 
副社長　事業戦略本部長

敷田 透

常務執行役員　営業本部長

荒谷 礼右

本部長メッセージ

「ONE YKK」で　第7次中期に挑む

第7次中期事業計画（以下、第７次中期）のス タートにあたり、事業戦略、営業、製造・技術、

経営管理の各機能のトップを担う本部長からの メッセージを紹介します。

撮影場所：YKK80ビル
2016年に、オフィスビルでは日本初のLEED-CS「プラチナ認証」（最高ランク） 

を取得しています。

（左より）荒谷 礼右、敷田 透、本田 聡、小林 喜峰
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第7次中期では、これまで進めてきた管理本部としての基盤づくり

を踏まえ、事業部門との連携を深め、事業成長への積極的な貢献を目

指します。世界中で信頼される高品質な商品が求められる中、管理部

門も以前のような縦割りの組織では通用しません。経理や人事といっ

た「機能軸」での高度な専門性を、各国／地域の特性を踏まえた「地

域軸」とかけ合わせていく必要があります。また、世界全体で一つの

YKKとして最適化されるよう各オペレーションの整備や、グローバル

人財の育成と活躍できる環境づくりも重要な鍵となります。

私たち管理部門の役割は、経営者や事業部門を支える補佐役とし

て、アクセルを踏んで事業を後押しすること、リスク管理のためにブ

レーキをかけること、状況を的確に捉えて判断することだと考えてい

ます。グローバルな視野と各国／地域への理解の両面を大切にしなが

ら、経営管理機能の高度化を進め、「ONE YKK」としての統合力に磨

きをかけていきます。

製造・技術本部は、事業方針「 ONE YKKによる持続可能社会実

現への貢献」のもと、引き続きスマートファクトリーの実現に注力し

ていきます。お客様や社会の求めるものは時代とともに常に変化し

ています。その中で、次なる課題の多品種少量生産、付加価値化な

どに迅速に対応するための新しいライン開発などを進めているところ

です。各国／地域の拠点それぞれの強みを活かし、全体としての力

を高める体制を構築していきます。

さらに、第6次中期でも取り組んだ「コスト競争力強化」「納期改

善」に加え、デジタルやAI技術も活用した効率化に注力することも第

7次中期での重要なポイントです。顧客満足を向上させるのはもちろ

ん、日々の業務を担う社員のストレス軽減にもつなげていきたいと思

います。恐れず新しい技術にチャレンジし、「何があってもやりきる」

姿勢を持って挑むことで、YKKをより強い組織にしていきます。

スマートファクトリーの実現に注力

グローバルで「ONE YKK」の基盤を強化

取締役 
副社長　製造・技術本部長

小林 喜峰

取締役　年金政策担当　CFO（最高財務責任者） 
副社長　管理本部長

本田 聡

「ONE YKK」で　第7次中期に挑む

第7次中期事業計画（以下、第７次中期）のス タートにあたり、事業戦略、営業、製造・技術、

経営管理の各機能のトップを担う本部長からの メッセージを紹介します。

撮影場所：YKK80ビル
2016年に、オフィスビルでは日本初のLEED-CS「プラチナ認証」（最高ランク） 

を取得しています。
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EuropeAmericas ISAMEA

512億円

売上高

616億円

売上高

692億円

売上高

2034年、YKKは創業100年の節目を迎えます。
YKK精神「善の巡環」と経営理念を根幹としながら、世界中のステークホルダーに更なる価値と感動をお届け
していくために、ONE YKK体制を通じて一体感を高め、未来への挑戦を続けていきます。

ONE   YKK

ONE YKK による持続可能社会  実現への貢献
― 顧客・社員・社会の感動体験を創出する企業への進化 ―

中期事業計画と事業戦略

This is YKK 202521



日本中国ASEAN

1,032億円

売上高

1,157億円

売上高

296億円

売上高

地域別売上高 （ 2024年度）

ONE   YKK

ONE YKK による持続可能社会  実現への貢献
― 顧客・社員・社会の感動体験を創出する企業への進化 ―
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ONE YKKによる持続可能社会実現への貢献
― 顧客・社員・社会の感動体験を創出する企業への進化 ―

第7次中期事業方針と戦略

第６次中期事業計画（ 2021 ～ 2024年度）は、「新常

態下での持続的成長」をテーマに、多様な顧客要望に応

えるために事業競争力の強化に取り組んできました。顧

客に「より良いものを、より安く、より速く、よりサステナ

ブルに」お届けするために、「適時・適材・適量」をキー

ワードに掲げ、環境配慮型商品の開発強化、デジタル活

用による顧客課題解決、製造コストダウンの徹底に取り

組みました。これにより、顧客が必要とする商品を必要

な時に、必要な量だけ供給することが可能となり、資源の

有効活用や廃棄物の削減、短納期化、業務効率の向上等、

着実な成果をあげました。

ファスニング商品が多く使用されるアパレル業界では、

今後も、調達分散や、サステナビリティ意識の高まり、消

事業環境
YKK精神 「善の巡環」／経営理念　「更なるCORPORATE VALUEを求めて」

ONE YKK による持続  可能社会実現への貢献
― 顧客・社員・社会の感動体    験を創出する企業への進化 ―

YKKグループ行動指針　（ Code of Conduct）

〈ファスニング事業　第7次中期事業方針〉

「より良いものを、より安く、   より速く、よりサステナブルに」
「業界をリードするわくわく   する商品・サービスの提供」　

費者の嗜好変化に伴う多品種少量・短サイクル化が進む

ことが予想されます。これに対応するため、グローバルで

顧客の要望に迅速に応えていく必要があります。しかし、

これまでの当社における各海外子会社の独立性を重視し

た事業の在り方が、顧客目線ではYKKが一枚岩でないサ

プライヤーと認識され、十分に満足いただけないケースも

ありました。

2025年度よりスタートした第7次中期事業計画（ 2025

～ 2028年度）では、持続可能社会に貢献する「志」と「自

信」を持ち、顧客課題に正面から向き合える人財を育成し

ます。また、デジタル技術を活用したファスニング事業の

一体感の醸成と、「 ONE YKK 」体制でのバリューチェー

ンを構築し、YKKならではの価値を創出していく方針です。

●  相互関税に伴う世界経済下振れリスク
●  地政学リスクの高まり
●  気候変動対策の後退・環境規制緩和の 

可能性

●  IT技術の進歩による 
顧客バリューチェーンの変化

社会

技術革新

市場

●  グローバル顧客の生産様子見に伴う 
需要減退の可能性

●  縫製地移行・分散
●  サステナビリティ商品需要減速の可能性
●  アジア各国／地域をはじめとした成長国の 

需要拡大

YKKサステナビリ   ティビジョン2050

█ サステナビリティ対応

█ わくわくする商品提案

█ 新たな技術によるコスト競争力追求

█ グローバル × ローカル供給網最適化

23 This is YKK 2025

中期事業計画と事業戦略



YKK精神 「善の巡環」／経営理念　「更なるCORPORATE VALUEを求めて」

ONE YKK による持続  可能社会実現への貢献
― 顧客・社員・社会の感動体    験を創出する企業への進化 ―

YKKグループ行動指針　（ Code of Conduct）

「より良いものを、より安く、   より速く、よりサステナブルに」
「業界をリードするわくわく   する商品・サービスの提供」　

市場や環境の変化に対応し、持続的な成長と競争優位性を確立するため、

「合理化」「サステナビリティ」「デジタル分野」への積極的な投資を行います。

これにより、第７次中期事業計画で設定した業績計画の達成を目指します。

投資計画

総額  2,470 億円

2025年度計画  803 億円

事業地域別内訳
中国/ASEAN/ISAMEA 541億円
日本/Americas/Europe 249億円

主な目的
サステナビリティ関連 84億円
デジタル関連 54億円

※ 合計値は地域統括会社の投資計画額も含みます。

第7次中期事業計画における投資・事業計画

77.8

102.8
92.9 89.2

100.4
105.6

124.1

2,473

3,481
3,805 3,793

4,331 4,413

5,347

2020※ 2021 2022 2023 2024 2025
計画

2028
計画

60

423 437
333

475
529

807

（年度）

ファスニング事業 第6次中期事業計画業績および第７次中期事業計画
■■ 売上高（億円）　■■ 営業利益（億円）　●  ファスナー販売数量（億本）

2.4% 12.2% 11.5% 8.8% 11.0% 12.0% 15.1%売上高 
営業利益率

※ 組替修正後

2034年 
創業100年の先へ…

YKKサステナビリ   ティビジョン2050

█ グローバルで繋がる業務基盤構築

█ 未獲得市場への対応強化

█ 社員エンゲージメント向上とYKKブランド強化

第6次中期事業計画 第7次中期事業計画
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つの重点項目

第7次中期事業方針と戦略

2020年策定の「YKKサステナビリティビジョン2050」の

達成に向けて、サステナビリティ対応を強力に推進してきま

した。サステナビリティはYKK精神「善の巡環」にも通じ

る考え方です。第7次中期事業計画においては脱炭素への

取り組みを加速させるほか、欧州を中心に喫緊の課題であ

るサーキュラーエコノミーの実現を後押しするための、さま

ざまな取り組みや商品開発に注力していきます。

商品開発では、営業、開発、製造が一体となり、作り手と使

い手の双方が商品・サービスを通じて“わくわく”を実感で

きる取り組みに注力します。“わくわく”の創出・提供を考

える軸となるのは、お取引先から一般消費者までを含む「顧

客」、そして「社会」、「社員」の3つの視点です。それぞれの

立場からの要望や期待にしっかりと応え、それぞれに“わく

わく”を提供できる商品・サービスを生み出していきます。

コスト競争力の更なる追求のため、製造設備をはじめとし

たものづくりそのものの徹底的な見直しを具現化し進化

させていきます。その軸となるのが、これまで培ってきた

無停止・無人生産ラインの要素技術を活用した「スマー

トファクトリー」の基盤確立です。ものづくりの自動化と、

顧客と生産現場・世界の工場をつなげる技術で、ONE 

YKKによる顧客サービスの向上を目指します。

7 第７次中期事業方針の実現に向けて、以下の7つを重点項目に掲げています。YKKが顧客・社員・
社会の感動体験を創出する企業へと進化を遂げるためには、全世界の消費者にYKKの商品を届け
たいという強い信念が必要です。そのために、商品・価格・品質・ブランド等、あらゆる面で事業
競争力を高め、世界中の全ての市場と消費者に新たな発見と驚きを創出していきます。

02

03

わくわくする商品提案

新たな技術によるコスト競争力追求

01 サステナビリティ対応

NATULON® Fiber Sourced®

デザイン性： 軽さ・薄さ、心地良い 
肌触り

使いやすさ：どなたでも使いやすい
高い品質 ：長く使い続けられる
高付加価値： 今までにないユニーク商品
縫製合理化：縫製のしやすさ

イノベーション：新技術＋新発想
効率性 ：製造プロセスの 

合理化
顧客目線 ：お客様の声を大切に
市場対応 ：最新トレンド・ニーズ

に適した商品開発

持続可能性： 環境配慮型商品の拡充
安全性 ： ユーザーの健康・安全に 

配慮し、品質の徹底管理

「わくわく」する 
商品開発

「顧客」  
視点

「社員」  
視点

「社会」  
視点
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ファスニング製品を取り巻く市場環境や消費者意識が急速

に変化する中で、多品種・少量・短納期化が求められる

ようになっています。それに応じて、グローバルとローカ

ルの利点を融合させた、最適な供給体制の構築に注力し

ます。グローバル拠点のネットワーク連携で生産の平準化

を実現し、同時にローカル市場での柔軟なコスト・納期対

応も推進していく計画です。

ONE YKKとしての価値提供を顧客により一層実感してい

ただくために、グローバル規模で標準化した事業基盤の構

築に注力していきます。2024年度に設置した「デジタル

業務推進部」を中心に、グローバルでの商品コードの統合

管理や総合的な業務オペレーション改革に取り組むととも

に、それらを支える人財の育成にも力を入れていきます。

YKKは現在、世界70カ国／地域で事業を展開しています

が、80億人が暮らす世界には、当社の商品をお届けし、お

使いいただける可能性がまだまだ広がっていると考えてい

ます。これからの成長が期待される新興国の消費者の方々

が求めるファスニング商品も開発し、１人でも多くの方々

へYKKの商品をお届けします。

全ての事業活動の原動力は「人」です。ONE YKKのバリュー

チェーンを実現し、社員の自信と喜びを引き出すとともに、

グローバルな活躍・挑戦の場を提供することで、活気ある

組織基盤を築きます。また、YKKのブランド価値を中長期

的に向上させるため、事業戦略本部の「グローバルブランド

戦略推進室」が中心となって統一的なブランド戦略を実行し

ていきます。ブランドの価値を高めるのは社員であり、この

２つのテーマを両輪として一体的に進めていきます。

これらを実現するための基盤となるのが、これまで培ってきた無停止・
無人生産ラインの要素技術を活用した「スマートファクトリー」の実現
です。次のページから、2025年度に特に注力する取り組みについて
紹介しています。

04
05

06

07

グローバル×ローカル供給網最適化

グローバルで繋がる業務基盤構築

未獲得市場への対応強化

社員エンゲージメント向上とYKKブランド強化

● サステナビリティ対応  ······················································ 27
● わくわくする商品提案  ····················································· 29
● スマートファクトリーの実現 ········································· 31
● 社員エンゲージメント向上  ··········································· 33
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「脱炭素」の実現に向けて

YKKはグローバルに事業活動を展開する

中で、2050年までに「気候中立」と「自然と

の共生」の実現に向けた「 YKKサステナビリ

ティビジョン2050 」を策定し、サステナビリ

ティへの多面的な取り組みを進めています。

「気候」においては、SBTイニシアティブに

より認定されたネットゼロ目標※1のもと、自社

およびサプライチェーンにおける温室効果ガ

スの排出削減を推進しています。自社におけ

る排出削減では、省エネタイプの生産設備・

工場インフラ設備の導入拡大や太陽光発電設

備の設置を進めています。2024年1月に竣工

したYKKベトナム社ハナム工場（第2期）では

太陽光発電設備を設置し、PPA※2による電力

調達を実施。また、高効率照明やEVステー

ションの設置など、CO2排出削減につながる

施策のほかにも、排水リサイクル施設の導入

や生物多様性に配慮した緑地の確保など、環

境に配慮された点が評価され、米国の建築

物環境性能評価制度LEED(リード)※3のシル

バー認証を取得しています。
※1  「テキスタイル・アパレル・フットウェア・ラグジュア

リーグッズセクター」におけるネットゼロ目標認定取得
(2024年12月)

※2  Power Purchase Agreement（電力購入契約）
※3  LEED v4 BD+C: New Construction and Major 

Renovations YKKベトナム社ハナム工場（中央奥から右奥がLEEDシルバー認証を取得した第2期）

　Near-Term(2030年度)

Scope1+2 50％削減（ 2018年度比）

Scope3 30％削減（ 2018年度比）

　Net-Zero Target
YKKは、バリューチェーン全体における温室効果ガス排出量
を2050年度までにネットゼロにします。

　Long-Term(2050年度)

Scope1+2 90％削減（ 2018年度比）

Scope3 90％削減（ 2018年度比）

※ 残余排出量10％の炭素吸収や除去等を実施

ONE YKK

第7次中期事業計画で掲げる「サステナビリティ対応」は、YKKが第6次中期事業計画から経営の中心に据えている

重要なテーマです。その根幹には、YKK精神「善の巡環」や貴重な資源のロスを出さない「清らかな湧き水のごとき

ものづくり」こそが本当の豊かさである、という創業者の信念があります。その信念を受け継ぎ、「YKKサステナビリ

ティビジョン2050」の実現に向けた活動を基盤に、脱炭素・循環型経済の実現に向けて、挑戦を続けていきます。

サステナビリティ対応
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サーキュラーエコノミー（循環型経済）の実現に向けて

VISLON®用リペア対応エレメント：取れたエレメント部に専用工具でダイキャスト製のリペア
対応エレメントを取り付けることでファスナー修理が可能

サーキュラーエコノミーとは、既存の材料

や製品ができるだけ長く活用され、リペア、リ

ユース、リサイクルなどのプロセスを通じて

循環し続ける経済システムです。YKKは、こ

の持続可能な経済システムへの移行に貢献す

べく、ファスナーのテープ部分に再生材を使

用したNATULON® シリーズへの切り替え

や、2024年秋に発表した「リペア対応シリー

ズ」、使用後のリサイクルを想定して可能な限

りPET材料を使用したPETガーメントリサイク

ル対応ファスナーなどの新たな商品・技術開

発に注力しています。

また、これまで廃棄されていたファスニング

製品を再利用して新たなファスニング製品に

生まれ変わらせる zip TO zip® という取り

組みを開始しました。

詳細はデータ編に掲載しています。

循環型経済に貢献する

YKKの商品・取り組み

原材料調達

フ
ァ

ス
ニ

ン
グ

製
造

リ

サイクル

消費者利用

リペ
ア

、メ
ン

テ
ナ

ン
ス

持続可能素材
・NATULON®
・NATULON Plus®
・NATULON® Ocean Sourced®
・NATULON® Fiber Sourced®
・GreenRise®
・オーガニックコットンテープファスナー
・梱包材切替（再生材／バイオマス素材）

環境負荷低減
・再生可能エネルギー使用
・太陽光発電設備
・水リサイクル設備
・ECO-DYE® 染色
・AcroPlating® 技術

循環型商品
・ NATULON Plus® 再生PET開具
・ VISLON® NATULON®  

ECONYL® 再生ナイロン使用
・ ADVANCEN®  

ECONYL® 再生ナイロン使用
・Detachable Tack / Rivet

再資源化
・zip TO zip®

製品長寿命化
・リペア対応シリーズ

デジタルプロダクトパスポート
・TouchLink®

YKK品質
・高耐久
・長寿命

※ ECONYLはAQUAFIL S.p.A.の登録商標です。
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磁石でピタッと、左右にパチンと
誰でも開け閉めがしやすいファスナー 

第7次中期事業計画で掲げた「わくわくする商品提案」とは、お取引先とその先の一般消費者に新しい使用感やより

扱いやすい商品、環境や安全に配慮した“わくわく”していただける商品の開発を目指すことを意味します。創業者は、

「誰でも発明家になれ、工夫を見いだせる」と社員に繰り返し説いてきました。顧客、社会、社員のさまざまな視点

からのアイデアを形にし、感動と価値ある商品を生み出していきます。

手が不自由な方々の「ファスナーが開閉しにくい」と

いう声から生まれたこの商品は、あらゆる方々にとっ

て使いやすいユニバーサルなデザインを重視して開発されました。

パラアスリートの方々からは、「試合での素早い着脱に便利」と高

く評価されています。

YKKの商品は、顧客や社会の多様なニーズに応える

と同時に、持続可能性や安全性に配慮した素材・製

造プロセスを採用しています。スポーツウェアやキッズ、シニア向

けの衣料に「素早い着脱」という付加価値を生み、社会に役立つ商

品を広げることにも貢献します。

ぜひ、たくさんの方に新感覚で簡便な着脱の心地よ

さを体感していただきたいです。本商品は当事者の

方々との意見交換、試作改良を重ね、今もなお進化し続けていま

す。認知症の人との共創活動では、この商品含む3アイテムを対象

に当事者参加型開発に取り組むプロセスが評価され、「オレンジイ

ノベーション・アワード2024」最優秀賞を受賞し

ました。これからも顧客目線を大切にし、イノベー

ティブな商品・ 技術を生み出していきます。

社会

顧客

社員

ONE YKK

Q
クイックフリー

uickFree® c
クリックトラック

lick-TRAK® M
マグネティック

agnetic

チェーンを左右に引っ張るとスライダーが「パチッ」と外れ
て、引手を下げることなく簡単に開閉できる画期的なファ
スナーです。左右の開き具に内蔵されたマグネットが引き
合う力で、人の手を使わずに瞬時に組み合います。

わくわくする商品提案

マグネットが引き合う力で
簡単に組み合う

ピタッ

左右に引っ張るだけでも 
開けることができる

パチン
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衣類のリサイクルを
容易にするジーンズ用ボタン

従来の面ファスナーの課題であった「チクチク感」

を、フックを密に配置することで改善し、なめらかな

肌触りを実現しました。また、軽い力でも簡単に剥がせるため、下

着や子ども服、医療用品など、誰もが使いやすく、快適な使い心地

が求められる場面での使用に適しています。

この商品を専用のループ面と組み合わせることで、

従来品よりも薄く、引張強度は高くなります。この薄

さと強さを活かして、腰サポーターにも採用されています。また、

糸くずや毛が絡みにくいため、洗濯を繰り返すスポーツウェアや犬

用の靴にも最適で、長く大切に使い続ける選択肢を提供します。

 従来の面ファスナーの課

題をユニークな方法

で解決したこの商品は、ニーズを

丁寧に把握し、顧客目線で試行

錯誤を重ねた成果です。特に、

これまで面ファスナーのチクチ

クに我慢してきた多くの方に新

たな快適さを届けたいです。

循環型経済への移行を進めるアパレル業界では、

ジーンズのデザインにおいて、ボタンなどの金属部

材は取り外し可能なものを使うことが推奨されています。本商品

は、ジーンズの裏地に取り付けるパーツを改良し、取り外しが可

能となりました。従来品と外見上の見た目や取り付けの工程が変

わらない“使い勝手の良さ”も、重要なポイントです。

衣類の循環利用が注目される中、本商品の普及が衣

類のリサイクル率の向上に貢献します。従来は生地

ごと裁断されていましたが、本商品は専用工具で簡単に金属部分

のみを取り外すことができ、従来よりも安全で効率的なリサイク

ルが可能となります。

リサイクル時の安全性と簡便性を追求しながら、お

客様の取り付け作業を変えることなく商品品質を

維持するためには、さまざまな視点に立つことが必要不可欠でし

た。今後は本商品をきっかけに、モノマテリアル製品など、さら

にお客様にとってリサイクルしやすい環境配慮型商品の開発に取

り組んでいきます。

P
パワーフック

OWERHOOK® （アイテムコード：１QCLF-E）

通常の面ファスナーは繊維を織ったり編んだりして製造す
るのに対し、連続射出成形製法を採用した商品です。フッ
ク間のピッチが狭く“Ｘ状”になっているため、表面が平滑
で肌触りが良く、糸くずが絡みにくいことが特徴です。

D
ディタッチャブル

etachable T
タック / リベット

ack / Rivet

アパレル製品のリサイクル率向上のため、タック／リベット
を取り外し可能にする構造を開発しました。専用工具を使
うことで、ジーンズなどから安全かつ簡単に取り外し、生
地と完全分離できるように設計された商品です。

顧客

顧客

社会

社会

社員

社員

取り外し前

取り外し後

チクチク感から解放
なめらかな薄さと強さが共存する面ファスナー

小さな接合面積でも 
重みに耐えられる

9 kg

←POWERHOOK®

30This is YKK 2025

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section



新技術を受け入れる文化の醸成も重要なプロセス

AGV（無人搬送機）と自動コンベアを中心とした自動倉庫システムにより、工場内のピッキン

グ・搬送・配分作業を迅速かつ正確に最適化するプロジェクトを推進中です。導入段階では、

手作業から自動化に移行することへの戸惑いが現場スタッフの中にありましたが、現場管理者

の丁寧な説明とトレーニングを重ねたことでシステム化への信頼が高まり、今では皆が安心し

て業務に取り組めています。このプロセスを経て、私自身も工場の自動化や人財育成に関する

多くの教訓を得ました。今後も新しい技術を受け入れる文化を醸成し、各拠点間での情報共

有を活発に、全社員で共に歩んでいきたいと考えています。

製造・技術面においては、これまでの無停止・無人生産ラインをさらに進化させたスマートファクトリーの実現に注

力していきます。創業者はかねてより、無人で設備が稼働し、人が作業するための明かりを必要としない「暗い工場」

の実現を目指していました。デジタル活用により「 24時間、365日稼働する工場」や「従業員働き方改革」を実現す

るとともに、世界中の製造拠点をつないで、ものづくりの更なる進化を図ります。

ONE YKK

AI技術活用による品質検査で、より安定した高品質の実現へ

AI技術を活用した完成品の品質検査システムを生産ラインに導入し、運用しています。最新技

術による品質管理を標準化することで、従来の目視検査で生じていた人的ミスを排除すると同

時に、作業効率が上がり、納期短縮やコスト削減にも寄与しています。システムの操作性は現

場の社員たちにとても好評で、より良い職場環境の中で業務に集中できるようになっただけで

なく、社員の「品質」に対する意識の向上も実感しています。今後も日本の技術者と協力してシ

ステムを改善し、お客様に満足いただける最高品質の商品を提供できるよう全力を尽くします。

「製造のモデル工場」を各国／地域の拠点へ展開

第7次中期事業計画では、スマートファクトリーの実現に向けたグローバルでの展開とともに、顧客課題の解決と、「従業

員働き方改革」の実現につなげます。ここでは、世界各国／地域の拠点での取り組みの一部をご紹介します。

FAグループ 課長

C
カオ

ao V
ヴァン

an H
ホック

oc

YKK 
ベトナム社

ベルチェリ工場　 
製造部門  仕上工程長

Ri
リカルド

ccardo G
ガッリ

alli

YKK 
イタリア社

スマートファクトリーの実現
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自動化を、お客様や消費者への新たな価値提供につなげる

スマートファクトリー実現のための新組織を設立し、自動化設備や倉庫管理システムの導入を

進めています。生産スピードの向上や大量のデータ分析が可能になったと同時に、作業手順が

明確になったことで、新人でもすぐにライン作業に参加できるようになりました。また、最新

設備の導入で工程間の垣根が低くなり、社員同士のコミュニケーションがとりやすくなったこ

とで、問題解決のスピードが上がったと感じています。最終的には、これらの活動による成果

でトレンドを生みだす新製品の創出につなげ、お客様やその先の消費者の更なる満足を実現し

ていきたいと思います。

TPM活動が社員の意識変革にも寄与

POP・トレーサビリティシステムの導入によるリアルタイムデータ収集や、検査や物流の自動

化、RPA導入など、工場全体でのTPM※活動に取り組んでいます。導入時には慣れない作業に

対する不安の声や、既存設備との連動などいくつもの困難に直面しましたが、「“先進技術”と

“人を中心とするデザイン”を融合させることが、強く知的な企業となる鍵である」との信念を

持って対応してきました。これらの活動で、安全性・生産性の向上はもちろんのこと、社員が職

場に対してより強い当事者意識を持つようになったことは大きな変化です。今後は、社内に留

まらずサプライヤーやお客様とも相互により強固につながることが重要だと考えています。 
※ Total Productive Maintenance

スマートファクトリー化で目指す姿と期待する効果

最適化
未来予測/統計管理

データ化
工場内の見える化/可視化

人財育成
デジタル人財育成 

デジタル活用による技術継承

統合化
つながる工場/つながる化

管理の簡素化
重要管理への集中

自動化
止まらない工場 

(ファクトリーオートメーション)

SDGs
CO2 排出量等の見える化 
(カーボンニュートラル)

信頼される 
品質の担保

デジタル技術の
利活用

課題解決

労働人口減少への 
対応

サステナビリティへ 
の貢献

スマートファクトリー実現に向けた重要テーマ

顧客満足向上／利益創出
「品質」 「在庫・リードタイム」「コスト」の最適化

「24時間、365日稼働する工場」
「適時」「適材」「適量」の実現

生産技術室 FA推進チーム

張
ヂァン

 宏
ホンウェイ

偉

YKK 
台湾社

生産技術

S
サンジート

anjeet K
ク マ ー ル

umar

YKK 
インド社

「24時間、365日稼働する工場」
「適時」「適材」「適量」の実現
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全ての事業活動の原動力は「社員」です。創業者が語った「森林経営」は、森林の木々のようにそれぞれの個性を

活かして、自律的に成長する活力にあふれた組織を目指そうとする考え方であり、人こそがYKKの最も重要な資産

であることを伝えています。第７次中期事業計画では、多様で優秀な人財が世界で活躍できる環境を整備し、社員

のエンゲージメント向上と事業推進力の強化、顧客への貢献を図っていきます。

　従業員数

28,053名

次世代リーダー育成プログラム
「価値創造塾」累計参加者数

212名

　外国籍のグループ会社社長

24名
グループ会社数85社

　60歳以上の従業員数

481名

　開発人員数（ 2024年度実績）

1,025名

　平均勤続年数　男性／女性

18.2年／18.3年

多様人財の活躍推進

YKKでは、年齢や性別、国籍等の違いを超

えた社員の多様性を追求し、それを成果に結

びつける組織づくりに取り組んでいます。

2021年度に、社長を委員長とする「多様人

財活躍推進委員会」を設置し、多様人財活躍

に向けた方針を立案するとともに、配下に設

置した人財育成・人事制度・人事基盤に関

する分科会で、重要テーマに関する施策の検

討を行っています。

そのほか、日本では2021年度に定年を廃

止し、年齢に関わりなく社員が自律的にキャ

リアを選択できる制度を導入しました。今後

も人財育成や能力開発などの各種施策を展開

していきます。

 グローバル（ファスニング事業＋その他事業等）

 日本国内

YKK多様人財活躍推進体制

主な検討テーマ
●  多様人財活躍に向けた雇用方針の立案と推進
●  雇用方針に基づき、人事部の枠を超えて 

検討すべきテーマの分科会を設定
●  その他、議論すべき事案の決裁・確認

多様人財活躍推進委員会

委員長 社長
委員 各本部長  　　

経営企画室長
人事部長

 オーナー 会長

JPC※多能工

人財育成

技術者の
多領域化

コース制度
報酬制度

人事制度

エンゲージ 
メント向上

人事基盤

（分科会）

事務局　人事部

ONE YKK

(2025年3月末現在）

※ ジャパンカンパニー

社員エンゲージメント向上
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多くの社員が「働く喜び」を実感できる会社を目指して

今回の社員エンゲージメント調査では、これまで重点的に取り組んできた「働きやす

さ」の向上が確認できた一方、仕事内容への期待や満足度には課題が残ることが浮き

彫りになりました。多様人財活躍推進委員会のエンゲージメント向上分科会には、部

門の枠を越えたメンバーが参加しており、多様な視点から有効な施策を検討していき

たいと考えています。調査後には、各職場の組織長向けにワークショップを行っており、

自部署でのエンゲージメント向上が自分事化されつつあると実感しています。一人でも

多くの社員がYKKで働くことに喜びを感じ、信用・自信・信念を獲得できるよう、今後

も議論を深めながら取り組みを進めていきます。

多様なバックグラウンドや個性を持つ人財が

活躍するYKKでは、社員の働きがいと活力が、

顧客満足や信頼獲得につながり、ひいては自社

の企業価値向上につながるものと考えていま

す。エンゲージメント向上を企業価値向上に

つなげるため、従来の社員意識調査を刷新し、

2023年より、社員エンゲージメントの向上によ

り重きを置いた内容での調査を開始しました。

分析結果はイントラネットで社員に共有される

とともに、自社の強みと課題を把握し、改善の

ための具体的な施策につなげています。

調査概要

管理本部 人事部 
人事企画グループ長

田中 さゆり

社員エンゲージメントの更なる向上に向けて（日本国内での取り組み）

会社の制度待遇、上司の支援や職場内での連携

風通しの良さ、適切な採用・配置、充実した施設、
環境、未来への変革活動に課題がある

対応策

●  一般社員および管理職への結果公開
●  結果の見方、改善アクションプランの作成、実行に関す

る管理職向けワークショップ実施
●  各職場の改善アクションプラン作成、実行
●  多様人財活躍推進委員会にて引き続き対応

目的

「元気にいきいきと働く職場づくり」
の実現に向けて、社員エンゲージメ
ント向上に重きを置いた調査を実
施し、職場改善に向けた自律的な
アクションにつなげること

実施時期 年1回 
（2024年度：5月13日～ 5月29日）

調査方法 インターネット

回答率 約98%

調査項目（例）

●  「会社」「上司」「職場」に関する 
期待度と満足度

●  「会社」「上司」「職場」の 
総合満足度

●  「会社」に対する意見や要望

見えてきた強みと弱み

弱み

強み

これまでに導入したエンゲージメント向上施策

● ライフデザイン支援休職 （配偶者転勤）

● テレワーク制度運用拡大 （介護、配偶者転勤）

● 年次有給休暇の付与ルール改定

● リフレッシュ休暇の導入

● 介護勤務制度の拡充

● ジョブリターン採用の導入

● 服装自由化（セルフビズ）　etc.
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「人財」こそがYKKの根幹を支える
― グローバルでの人的資本強化に向けて ―

YKKでは2025年から始まった第7次中期経営計画（以下、第７次中期）で、「人的資本の強化」を重要なテーマに掲げ

ています。YKK精神「善の巡環」のもと、今後のYKKを発展させる人財をどう育成していくのか。大谷会長、篠田人事

部長、コルクグローバルエンゲージメント統括グループ長が語り合いました。

─YKKには、創業者が残した人財育成に関わるさまざま

な「語録」が今も受け継がれています。その中でも特に思

い入れの強い言葉をお聞かせください。

大谷 　「君は前を担げ、私は後ろを担ぐ」は、人財育成にか

ける情熱を強く感じ、大事にしている言葉です。人を育て

るには、その人を信頼して物事を任せ、成功体験を積んで

もらわなくてはならない。そのために、後ろでサポートす

ることも大切です。これは、時代を問わず通用する思想だ

と思います。

コルク　私は「地球という国の『日本県』と考えられるか」

「人々よ、世界を歩き、目を開け。若人よ、奮起せよ」です。

創業者は早くから世界に目を向けており、この言葉が出てき

たことは本当に素晴らしいと思います。今、YKK精神「善の

巡環」が世界中の社員に愛されているのも、こうした姿勢が

あったからこそではないでしょうか。

篠田 　コアバリューにもある「失敗

しても成功せよ」という言葉が一番

好きです。私は2008年に中国華南

地域にある深圳社へ人事担当とし

て赴任し、当時深圳社の社長だった

大谷さんから製造系人事制度を導

入するプロジェクトを任されました。着任して数カ月では

ありましたが、製造部門の課題解決のため、思い切って挑

戦することができました。今思えばまさに「君は前を担げ、

私は後ろを担ぐ」「失敗しても成功せよ」の言葉どおりだっ

たことが印象に残っています。

─人的資本の強化や社員エンゲージメント向上の観点か

ら、これまでの振り返りをお願いします。

YKKの人財育成を支えるもの

人的資本の強化 ─第7次中期のポイント

常務執行役員 
管理本部　人事部長

篠田 芳夫
代表取締役会長

大谷 裕明

常務執行役員 
経営企画室 

グローバルエンゲージメント 
統括グループ長

ジェシカ・コルク

ONE YKK

鼎談
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大谷 　コロナ禍の3年間、YKKも多くの国／地域でやむを

得ない休業など苦労がありました。その中で、「社員に不

利益を与えない」という経営方針を全社で共有し、社員の

雇用を守りました。世界中の社員

と前に進めたのは、「善の巡環」と

いう明確な指針があったからこそで

す。同時に、私たちYKKの社会の中

での存在意義は何か、自分たちは何

者なのかを明示してくれるのが「善

の巡環」であることも、改めて感じ

ました。

篠田 　人事施策で、大きなチャレンジだったのは「働き方

“変革への挑戦”プロジェクト」の一環として、2021年に日

本で定年制度を廃止したことです。さらに2022年度からは

「多様人財活躍推進委員会」を本格稼働させ、製造部門の

多能工化の推進にも力を入れました。

　また、年次有給休暇の付与ルールを見直し、リフレッ

シュ休暇やジョブリターン制度も導入。リモートワークや

フレックス制度も定常化し、制度面ではこの4年間でかな

りの進展がありました。かつてのように全員が同じゴール

を目指すのでなく、「自律」をキーワードに、誰もが自分な

りのゴールに向かえる体制づくりを進めています。

─現状を受けて、今回の第7次中期における課題をどう

認識されていますか。

コルク　社員エンゲージメントを向上させるには、まず社

員に「自分の仕事には意味がある」と感じてもらうことと、

その「意味」を上司も一緒になって考えていくことが大事だ

と思います。同僚や上司から評価され、支援されていると

感じられるか、成長の機会があるかなど、さまざまな面か

ら見ていく必要もあるでしょう。

　また、グローバル人財の育成にあたっては、文化の違い

も重要な観点です。国／地域によっては行動も異なります。

例えば、日本の「黙っていてもなんとなく伝わる」という文

化は、アメリカにはありません。感謝の言葉をはっきり口

にすることが求められるのです。

　そしていずれは、世界中のYKK社員が国外で働く機会も

増やしていきたい。YKKの強みの一つである「森林経営」、

多様な人財がそれぞれの個性を活かしながら成長していく

という考え方も、エンゲージメント向上につながっていると

思います。

篠田 　第7次中期では全世界のYKK社員が一つになって有

機的に動いていくようなあり方を実現したいと考えていま

す。コルクさんが言う、世界中のYKK社員が国外で働くと

いう形も、人財をプールしながら計画的に進めていきたい

ですね。

─創業100年を迎える2034年に向け、あるべきYKKの

社員像と目指すべき会社の姿をお聞かせください。

 

篠田 　創業100年もその先も、YKK精神「善の巡環」や経

営理念は、社員の誰もが心の「軸」として持っていてほしい

ですね。そして、この不確実性の高

い時代、変化に対応できる適応性を

身につけてほしいと思います。

コルク　世界中の社員一人ひとり

が「善の巡環」を実践している会社

にしていきたいです。そして、多様

な人財を受け入れるインクルーシブ

な企業文化、すべての社員が尊重さ

れ、挑戦しながら成長していける風土を醸成していきたい

と思っています。

大谷 　もともとYKKは、「人」に非常に力を入れてきた会

社です。企業とは最後は「人」です。会社に対する愛情や

誇り、高い志を持った社員、「仕事が楽しい」と思える社員

が増えていけば、必ず成果が出ると考えています。社員の

人間的な成長は、そのままビジネスの成長にもつながるの

です。これはまさに一本一本の木の成長が森林を豊かにす

るという「森林経営」の考え方です。

　その視点から、同じ目標を持ったチームの中でエンゲー

ジメントを高め、「失敗しても助けるからチャレンジしてみ

よう」と言えるリーダーを育てたい。私自身、失敗をしては

多くの方たちに支えられてきましたが、それを「私は素晴ら

しい上司に出会えて幸運だった」で終わらせたくはありま

せん。そのような優れたリーダーを多く育てていけば、こ

れからのどのような変化にも対応できるし、おのずと結果

はついてくるでしょう。そのための人財育成に、一層力を

注いでいきたいと思います。

創業100年に向け、あるべき社員像とは
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Management  Founda tion
経営基盤強化 サステナビリティ

YKK精神に基づく経営基盤
・コーポレート・ガバナンス／社外監査役メッセージ

・リスクマネジメント／コンプライアンス／知的財産管理

主要財務・非財務ハイライト
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すべてのステークホルダーと共存・共栄し、持続可能な社会の構築に

貢献する─それがYKKの企業としての存在意義です。

YKK精神「善の巡環」に基づく経営を実践し、サステナビリティへの取り

組みとコーポレート・ガバナンスの強化に絶えず注力していきます。

（写真） YKKセンターパーク「ふるさとの森」（富山県黒部市） 
2023年10月、環境省「自然共生サイト」の初回認定を取得。

Management  Founda tion
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サステナビリティを軸とした経営 
～「 YKKサステナビリティビジョン2050 」～

ファッション産業の大量生産・大量消費・大量廃棄が環

境に与える課題や人権課題の解決、ならびに、持続可能な

社会の実現に事業を通じて貢献するため、YKKは2020年

10月に「YKKサステナビリティビジョン2050」を策定し、

気候・資源・水・化学物質・人権の５つのテーマと、関連

するSDGsの達成を目指しています。

LCA(ライフサイクルアセスメント）

YKKでは2023年に環境負荷（ LCA ）算出の専門部署を立ち上げ、YKKが製造する製品の環境負荷を算定することで、「 YKKサステナビ
リティビジョン2050 」目標達成に向けた進捗、および、顧客の環境負荷低減への貢献の可視化・定量化に努めています。YKKの製品別
環境負荷は、Higg Material Sustainability Index（ MSI ）で順次公開しています。

常務執行役員  
サステナビリティ推進室長

吉岡 麻子

サステナビリティは、YKK精神「善の巡環」―他人

の利益を図らずして自らの繁栄はない―にも通じる考

え方で、YKKのDNAに組み込まれているといえます。

気候変動の他、生物多様性、持続可能素材の利用の

推進など資源循環の課題解決にも強く注力し、LCA

評価等の裏付けデータを適切に開示しながら、サプ

ライチェーン全体で、循環型

社会の実現に向けて積極的に

取り組んでまいります。

循環型社会の実現を目指して取り組みを加速

サステナビリティ

 SBTiからネットゼロ目標の認定取得

  2024年度 CDP気候変動プログラム 
最高評価「 Aリスト」（ 2年連続）

2024年度活動ハイライト

担当役員からのコメント

2018
（基準年）

2021 2022 2023 2024 2030
（目標）

～ （年度）

273

451

288
238 235

545

0

200

400

600

2018
（基準年）

2030
（目標）

～ （年度）

611
741 690

600
747

873

0

250

500

750

1,000

2021 2022 2023 2024

〈 Scope1+2 〉※1

（千t-CO2 ）

CO2排出量実績

〈 Scope3 〉※２

（千t-CO2 ）

※1、※2： 2021、2022、2023年度のGHG排出量実績（ Scope1+2、および、
Scope3のカテゴリ1、2、3 ）はSGSジャパン株式会社による第三
者検証を実施しています。

YKKはTCFD賛同企業として、同提言に沿った情報開示を行っています。詳しくはデータ編をご覧ください。

検証範囲詳細は検証意見書参照
https://www.ykk.com/csr/eco/report/vertification/

  CDPサプライヤー・エンゲージメント評価 
最高評価（ 3年連続）

  サステナビリティ関連投資（設備投資）  
84億円（ 2025年度計画）

2020年 10月

「YKKサステナビリティビジョン2050」発表
「気候」「資源」「水」「化学物質」「人権」の５つを重要課題に設定

2024年 8月

「YKKサステナビリティビジョン2050」改定
気候変動に加え、生物多様性、循環型社会の実現に向けた

取り組みをより加速させるため、新たなKPIを追加
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サステナビリティ推進体制

サステナビリティ委員会の開催実績

※ India ／ South Asia ／ Middle East ／ Africa

実施回 開催月 内容

第１回 2024年 
5月

ワーキンググループ（ WG ）方針・活動
計画、各極サステナビリティ委員会取り
組み報告（気候変動への取り組みなど）

第２回 2024年 
9月

各WG重点施策および他重点施策進捗
報告

第３回 2025年 
3月

各WG重点施策進捗、第7次活動方針、 
次年度活動計画報告

加盟団体・イニシアティブ等 
（ 2025年3月末現在）

●  「Cascale（旧Sustainable Apparel Coalition)」加盟 2018年9月

●  「ファッション業界気候行動憲章 」 署名 2020年3月

●  「ネットゼロ・リカバリー」声明参加 2020年5月

●  「Textile Exchange」加盟 2020年9月

●  「SBT (Science Based Targets) イニシアティブ」による
「1.5℃目標」認定取得 2021年3月

●  「ジャパンサステナブルファッションアライアンス」加盟 2021年9月

●  「エレン・マッカーサー財団ネットワーク 」加盟 2022年4月

●  「生物多様性のための30by30アライアンス」参画 2022年8月

●  「国連生物多様性条約(CBD) COP15に向けた企業声明」署名 
2022年10月

●  「Accelerating Circularity」加盟 2023年1月

●  経済産業省「GXリーグ」参画 2023年5月

●  「日本気候リーダーズ・パートナーシップ(JCLP)」加盟 2023年5月

●  経済産業省「サーキュラーパートナーズ(CPs)」参画 2024年11月

YKK社長を委員長とするYKKサステナビリティ委員会を

設置し「YKKサステナビリティビジョン2050」の目標達成

を目指して、テーマごとに専門部会を設け、課題解決に向け

て取り組みを進めています。海外地域においても、本部の

サステナビリティ方針・施策を浸透、実行するために、本

部の委員会組織に呼応する形で各地域のサステナビリティ

委員会を2021年度から設置し、顧客、そして社会からの要

望にグローバルで対応する体制を構築しています。また、

高まる生物多様性への対応要請や情報開示などの取り組み

を強化するため、2025年度より工程・資源ワーキンググ

ループ内に生物多様性サブ・グループを新設しました。

サステナビリティマネジメント

取締役会

経営戦略会議

サステナビリティ推進室

サステナビリティ委員会
（委員長 ：YKK（株）社長）

各本部 専門部会
工程・資源WG
化学物質WG
商品戦略WG
基準管理・浸透WG
サプライヤー管理WG 
人権WG
Scope3対策チーム

事業戦略本部
営業本部
製造・技術本部
管理本部
S&B推進部

Americas Europe ISAMEA※ ASEAN 中国 日本

ビジョン策定プロセス

推進体制 YKKが業界イニシアティブや顧客、NGOとの対話を通

じて実施したマテリアリティ分析に基づき、気候・資源・

水・化学物質・人権の５つのテーマを、環境・社会課題へ

の対応における重要課題として特定しました。

マテリアリティ分析（重要課題の特定）

● 法令遵守／コンプライアンス
● 安全・防災
● 人権
● 製品品質

● CO2排出
● 省エネ・再エネ
● 資源循環
● 水資源
● 化学物質管理
● 環境コミュニケーション

高い

低い 

小さい 大きい

気候変動・循環型社会
に対する社会や顧客の
関 心が高まってきてい
る。それに伴い、ビジネ
スへのインパクトの増大
も予想される。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

ビジネスへのインパクト

● CO2排出
● 省エネ・再エネ
● 資源循環
● 水資源
● 化学物質管理
● 環境コミュニケーション
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テーマ・方針 目標 SDGs 2024年度実績 2025年度計画

気候
気候変動の抑制と 
適応した事業活動の展開
地球規模で起きている気候変動抑制のため、世界の
平均気温上昇を産業革命以前に比べ1.5℃に抑える
努力を追求するパリ協定を支持し、2050年の気候中
立実現に向けて、温室効果ガス削減に取り組みます。
さらに気候変動へ適応し、安定的な事業活動を展開
します。

（ 2030年までに）

・ 自社およびサプライチェーンにおけるCO2をはじめとした温室効果ガスの排出量を削減します。 
Scope1+2 : 50%削減(基準年2018年度比) 
Scope3：30%削減(基準年2018年度比)

・ 使用電力の再エネ率100%

（ 2050年に向けて）

・ 温室効果ガス排出ゼロ（ネットゼロ）を目指します。

・ 製造方法と設備の改良、オペレーションと各工程の効率化を追求し、エネルギー使用量を削減します。

・ ファスニング事業拠点に再生可能エネルギー発電施設の設置を推進します。

・ Scope2の排出削減のため、外部からの再生可能エネルギー購入を推進します。 

・ Scope3の排出削減のため、材料の持続可能素材への変更を推進します。

・ 2025年までに全ての石炭使用設備を廃止します。

・ 気候変動に伴う災害リスクを低減します（洪水、熱波、少雨等）。

・ 気候変動の災害リスクを考慮したサプライチェーンを構築します。

・ Scope1+2における温室効果ガス排出量 
234,679t（基準年2018年度比　57.0%削減） 

・ Scope3における温室効果ガス排出量 
747,276t（基準年2018年度比　14.4%削減）

・ 使用電力全体に占める再エネの比率 61.2%

・ 使用電力を再エネ100％で稼働する拠点数 45拠点

・ 太陽光発電設備稼働 ７件(累計34拠点）

・ 石炭ボイラー廃止に向け代替機手配

・ SBTiより「 1.5℃目標」認定を受けた2030年排出削減目標の達
成およびそれを上回る排出削減に向けた施策の継続

・ Scope1+2における温室効果ガス排出量 
385,082t以下（基準年2018年度比　29.4%以上削減） 

・ Scope3における温室効果ガス排出量 
720,408t以下（基準年2018年度比　17.5%以上削減）

・ 太陽光発電計画 9件

・ 石炭を使用しない代替設備の導入

資源
資源の持続的利用を高める 
ものづくりの実現
ファスニング事業で製造される商品や、使用される梱
包材における環境負荷を低減し、持続可能な素材へ
と移行することで、商品のライフサイクルを通じて発
生する廃棄物の削減、石油由来材料使用の削減、お
よび循環型社会の実現への貢献を目指すとともに、
生態系を守り、豊かにする活動を展開します。

（ 2030年までに）

・ ファスニング製品の繊維材料を100%持続可能素材（リサイクル材、自然由来材料など）に変更します。

・ ファスニング事業で使用される全てのビニール／プラスチック製梱包材を持続可能素材や回収・再利
用など、持続可能な形態に変更します。

・ 廃棄物の再資源化率90％以上を維持します。

・ 全ての製造拠点において、埋め立て、あるいは焼却される廃棄物の排出量を削減します。

・ 生物多様性（環境課題）に配慮した調達を推進します。

・ 資源を繰り返し使える、廃棄物を出さないものづくりと製品設計（耐久性向上、修理可能性、リサイク
ル性など）を推進し、資源循環に寄与します。

・ ファスニング製品の資源循環技術の開発を行います。

・ 生態系保全活動を実施します。

・ 持続可能素材の割合　48%（前年比 +10ポイント）

・ 持続可能な形態の梱包材への切り替え実績 全社 20％※１

・ 廃棄物の再資源化率　93.9%（前年比 +2.0ポイント）

・ 「 The Copper Mark 」認証※2を有するサプライヤーのみとの取
引を目標に、未取得サプライヤーへの認証取得を働きかけ

・ 循環型社会実現に向けたPETガーメントリサイクル対応ファスナー
「NATULON Plus®再生PET開具」発表

・ YKKのファスナーをより長く使用いただくための「リペア対応シ
リーズ」の新商品販売開始

・ ファスナーに使用される銅合金および亜鉛合金の社内リサイクル
システムの実用化に向けて、黒部工場にてトライアルを実施

・ 植樹活動や清掃活動の実施

・ 持続可能素材の割合　58%

・ プラスチック製梱包材の持続可能素材への更なる切り替え

・ 「 The Copper Mark 」に加え、「 The Zinc Mark 」認証※４を有
するサプライヤーのみとの取引を目標に、未取得サプライヤーへ
の認証取得を働きかけ

・ PETガーメントリサイクル対応ファスナー「 NATULON Plus® 
再生PET開具」の販売開始予定

・ 「リペア対応シリーズ」商品の更なるラインナップ拡充

・ ファスナーに使用される銅合金および亜鉛合金の社内リサイクル
システムについて、黒部工場では運用を開始し、海外拠点では実
用化に向けた検証を実施

・ 地域に根差した生態系保全活動の実施

水
持続的な水利用の実現
持続的な水利用に向け、地域の状況に応じた取水量
削減と排水管理の強化により、地域コミュニティや生
態系への負荷の低減に取り組みます。

（ 2050年までに）

・ 取水量を30％削減します（ 2018年度比）

・ 取水量の削減に向けて、水使用の効率化・再利用などに取り組みます。

・ 政府の規制および、ZDHC（有害化学物質排出ゼロ）のような業界基準を基に制定した自社基準に
従い、全ての製造拠点において排水管理を徹底します。

・ 各製造拠点における水リスクを低減します。

・ 取水量　10,638千t（ 2018年度比 7.5％削減）

・ 取水量原単位 2023年度比　3.2%増加※3

・ 水使用量の削減につながる生産設備の導入、水リサイクル施設
の導入2件（累計15拠点）

・ ZDHC Wastewater基準を参考とした排水水質管理

・ 水リスク低減活動の実施

・ 取水量原単位　2%削減（2024年度比）

・ 水使用量の削減につながる生産設備の継続導入、水リサイクル施
設の継続導入（計３件）

・ ZDHC Wastewater基準を参考とした排水水質管理

・ 水リスク低減活動の実施

化学物質
化学物質の管理と削減
将来世代にわたり豊かな生活を残すため、化学物質
の適切な管理と使用量削減により、自然環境や人へ
の影響の最小化に取り組みます。

（ 2030年までに）

・ 有害化学物質の削減を推進します。

・ 自社基準（ YKK RSL ）の運用：製品、製造プロセス全体の化学物質の使用を管理するための自社基
準を設定し、ステークホルダーとの継続したリスクコミュニケーションを通じて有害化学物質の削減
を推進します。

・ 業界基準の遵守：有害化学物質の基準について、製品基準はOEKO-TEX®STANDARD 100､ 
AFIRM RSL、製造工程管理基準はZDHC MRSLを軸にした自社基準に従い、全世界の事業所で業界
基準の遵守を推進します。

・ 新しい製造方法の開発：有害化学物質の使用を削減する新しい製造方法を開発します。これにより、
製品の品質を確保しつつ、環境負荷を軽減します。

・ 大気と土壌汚染の防止：有害化学物質の使用による大気と土壌の汚染対策を講じます。これにより、
地球環境の保護に貢献します。

・ YKK RSL（ 2024年版）のサプライヤーへの周知および適合調
査の実施(サプライヤー 1,793社）

・ 社会・顧客のニーズに基づくYKK RSL(2025年版）への年次
改定実施

・ OEKO-TEX® STANDARD 100（ 44社）および AFIRM RSL
適合状況のモニタリング試験実施（ 39社）

・ ZDHC MRSLへの適合性評価のため、InCheckレポートの導
入展開（ 17社）

・ YKK RSL（ 2024年版）の非準拠材料に対する代替材料の選定、
材料・製造工程等の開発の推進

・ YKK RSL非準拠対応の全社部門横断組織の結成

・ 土壌汚染の防止のため、化学物質使用拠点において定期点検を
ルール化し運用を開始

・ YKK RSL（ 2025年版）のサプライヤーへの周知・啓発および適
合調査の実施

・ 社会・顧客のニーズに基づくYKK RSL(2026年版）への年次改
定実施

・ OEKO-TEX® STANDARD 100および AFIRM RSL適合状況
のモニタリング試験実施

・ ZDHC MRSL適合率の維持・向上、適合性調査対象物質の拡大

・ YKK RSL（ 2025年版）の非準拠材料に対する代替材料の選定、
材料・製造工程等の開発の推進

・ 土壌汚染の防止のため、化学物質使用拠点における定期点検の
確実な運用

人権
人権の尊重と、公正で安全な労働環境の維持
全ての人間の尊厳と権利を尊重するという世界共通
の理念を重要視し、多様で持続可能な社会に貢献し
ます。

・ 多様性を認めた包括的な人権の尊重と労働環境の整備徹底により、一人ひとりが個性を活かして働け
る安心安全な職場環境をサプライチェーン全体で形成し、健康で幸せに満ちた生活を支援します。

・ YKK精神「善の巡環」と国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいた、YGCC監査の持続的
な実施ならびに社会的要請の変化に応じた改善を行います。

・ 全製造拠点で労働時間の週次管理体制を構築

・ YKKグローバルコンプライアンス基準（ YGCC ）による人権侵
害リスクの特定・評価において、対象全拠点でのセルフチェッ
クの実施（ 51拠点）および第三者機関による実地監査の実施

（ 24拠点）

・ ビジネスと人権に関する指導原則への対応を継続推進

・ 救済へのアクセスについて、会社として整備すべき仕組みの検討
および構築

・ YGCCシステム化による監査体制強化

YKKサステナビリティビジョン2050
～「気候中立」と「自然との共生」の実現～

※ OEKO-TEXは、ÖTI-Institut für Ökologie, Technik und Innovation GmbHの登録商標です。
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テーマ・方針 目標 SDGs 2024年度実績 2025年度計画

気候
気候変動の抑制と 
適応した事業活動の展開
地球規模で起きている気候変動抑制のため、世界の
平均気温上昇を産業革命以前に比べ1.5℃に抑える
努力を追求するパリ協定を支持し、2050年の気候中
立実現に向けて、温室効果ガス削減に取り組みます。
さらに気候変動へ適応し、安定的な事業活動を展開
します。

（ 2030年までに）

・ 自社およびサプライチェーンにおけるCO2をはじめとした温室効果ガスの排出量を削減します。 
Scope1+2 : 50%削減(基準年2018年度比) 
Scope3：30%削減(基準年2018年度比)

・ 使用電力の再エネ率100%

（ 2050年に向けて）

・ 温室効果ガス排出ゼロ（ネットゼロ）を目指します。

・ 製造方法と設備の改良、オペレーションと各工程の効率化を追求し、エネルギー使用量を削減します。

・ ファスニング事業拠点に再生可能エネルギー発電施設の設置を推進します。

・ Scope2の排出削減のため、外部からの再生可能エネルギー購入を推進します。 

・ Scope3の排出削減のため、材料の持続可能素材への変更を推進します。

・ 2025年までに全ての石炭使用設備を廃止します。

・ 気候変動に伴う災害リスクを低減します（洪水、熱波、少雨等）。

・ 気候変動の災害リスクを考慮したサプライチェーンを構築します。

・ Scope1+2における温室効果ガス排出量 
234,679t（基準年2018年度比　57.0%削減） 

・ Scope3における温室効果ガス排出量 
747,276t（基準年2018年度比　14.4%削減）

・ 使用電力全体に占める再エネの比率 61.2%

・ 使用電力を再エネ100％で稼働する拠点数 45拠点

・ 太陽光発電設備稼働 ７件(累計34拠点）

・ 石炭ボイラー廃止に向け代替機手配

・ SBTiより「 1.5℃目標」認定を受けた2030年排出削減目標の達
成およびそれを上回る排出削減に向けた施策の継続

・ Scope1+2における温室効果ガス排出量 
385,082t以下（基準年2018年度比　29.4%以上削減） 

・ Scope3における温室効果ガス排出量 
720,408t以下（基準年2018年度比　17.5%以上削減）

・ 太陽光発電計画 9件

・ 石炭を使用しない代替設備の導入

資源
資源の持続的利用を高める 
ものづくりの実現
ファスニング事業で製造される商品や、使用される梱
包材における環境負荷を低減し、持続可能な素材へ
と移行することで、商品のライフサイクルを通じて発
生する廃棄物の削減、石油由来材料使用の削減、お
よび循環型社会の実現への貢献を目指すとともに、
生態系を守り、豊かにする活動を展開します。

（ 2030年までに）

・ ファスニング製品の繊維材料を100%持続可能素材（リサイクル材、自然由来材料など）に変更します。

・ ファスニング事業で使用される全てのビニール／プラスチック製梱包材を持続可能素材や回収・再利
用など、持続可能な形態に変更します。

・ 廃棄物の再資源化率90％以上を維持します。

・ 全ての製造拠点において、埋め立て、あるいは焼却される廃棄物の排出量を削減します。

・ 生物多様性（環境課題）に配慮した調達を推進します。

・ 資源を繰り返し使える、廃棄物を出さないものづくりと製品設計（耐久性向上、修理可能性、リサイク
ル性など）を推進し、資源循環に寄与します。

・ ファスニング製品の資源循環技術の開発を行います。

・ 生態系保全活動を実施します。

・ 持続可能素材の割合　48%（前年比 +10ポイント）

・ 持続可能な形態の梱包材への切り替え実績 全社 20％※１

・ 廃棄物の再資源化率　93.9%（前年比 +2.0ポイント）

・ 「 The Copper Mark 」認証※2を有するサプライヤーのみとの取
引を目標に、未取得サプライヤーへの認証取得を働きかけ

・ 循環型社会実現に向けたPETガーメントリサイクル対応ファスナー
「NATULON Plus®再生PET開具」発表

・ YKKのファスナーをより長く使用いただくための「リペア対応シ
リーズ」の新商品販売開始

・ ファスナーに使用される銅合金および亜鉛合金の社内リサイクル
システムの実用化に向けて、黒部工場にてトライアルを実施

・ 植樹活動や清掃活動の実施

・ 持続可能素材の割合　58%

・ プラスチック製梱包材の持続可能素材への更なる切り替え

・ 「 The Copper Mark 」に加え、「 The Zinc Mark 」認証※４を有
するサプライヤーのみとの取引を目標に、未取得サプライヤーへ
の認証取得を働きかけ

・ PETガーメントリサイクル対応ファスナー「 NATULON Plus® 
再生PET開具」の販売開始予定

・ 「リペア対応シリーズ」商品の更なるラインナップ拡充

・ ファスナーに使用される銅合金および亜鉛合金の社内リサイクル
システムについて、黒部工場では運用を開始し、海外拠点では実
用化に向けた検証を実施

・ 地域に根差した生態系保全活動の実施

水
持続的な水利用の実現
持続的な水利用に向け、地域の状況に応じた取水量
削減と排水管理の強化により、地域コミュニティや生
態系への負荷の低減に取り組みます。

（ 2050年までに）

・ 取水量を30％削減します（ 2018年度比）

・ 取水量の削減に向けて、水使用の効率化・再利用などに取り組みます。

・ 政府の規制および、ZDHC（有害化学物質排出ゼロ）のような業界基準を基に制定した自社基準に
従い、全ての製造拠点において排水管理を徹底します。

・ 各製造拠点における水リスクを低減します。

・ 取水量　10,638千t（ 2018年度比 7.5％削減）

・ 取水量原単位 2023年度比　3.2%増加※3

・ 水使用量の削減につながる生産設備の導入、水リサイクル施設
の導入2件（累計15拠点）

・ ZDHC Wastewater基準を参考とした排水水質管理

・ 水リスク低減活動の実施

・ 取水量原単位　2%削減（2024年度比）

・ 水使用量の削減につながる生産設備の継続導入、水リサイクル施
設の継続導入（計３件）

・ ZDHC Wastewater基準を参考とした排水水質管理

・ 水リスク低減活動の実施

化学物質
化学物質の管理と削減
将来世代にわたり豊かな生活を残すため、化学物質
の適切な管理と使用量削減により、自然環境や人へ
の影響の最小化に取り組みます。

（ 2030年までに）

・ 有害化学物質の削減を推進します。

・ 自社基準（ YKK RSL ）の運用：製品、製造プロセス全体の化学物質の使用を管理するための自社基
準を設定し、ステークホルダーとの継続したリスクコミュニケーションを通じて有害化学物質の削減
を推進します。

・ 業界基準の遵守：有害化学物質の基準について、製品基準はOEKO-TEX®STANDARD 100､ 
AFIRM RSL、製造工程管理基準はZDHC MRSLを軸にした自社基準に従い、全世界の事業所で業界
基準の遵守を推進します。

・ 新しい製造方法の開発：有害化学物質の使用を削減する新しい製造方法を開発します。これにより、
製品の品質を確保しつつ、環境負荷を軽減します。

・ 大気と土壌汚染の防止：有害化学物質の使用による大気と土壌の汚染対策を講じます。これにより、
地球環境の保護に貢献します。

・ YKK RSL（ 2024年版）のサプライヤーへの周知および適合調
査の実施(サプライヤー 1,793社）

・ 社会・顧客のニーズに基づくYKK RSL(2025年版）への年次
改定実施

・ OEKO-TEX® STANDARD 100（ 44社）および AFIRM RSL
適合状況のモニタリング試験実施（ 39社）

・ ZDHC MRSLへの適合性評価のため、InCheckレポートの導
入展開（ 17社）

・ YKK RSL（ 2024年版）の非準拠材料に対する代替材料の選定、
材料・製造工程等の開発の推進

・ YKK RSL非準拠対応の全社部門横断組織の結成

・ 土壌汚染の防止のため、化学物質使用拠点において定期点検を
ルール化し運用を開始

・ YKK RSL（ 2025年版）のサプライヤーへの周知・啓発および適
合調査の実施

・ 社会・顧客のニーズに基づくYKK RSL(2026年版）への年次改
定実施

・ OEKO-TEX® STANDARD 100および AFIRM RSL適合状況
のモニタリング試験実施

・ ZDHC MRSL適合率の維持・向上、適合性調査対象物質の拡大

・ YKK RSL（ 2025年版）の非準拠材料に対する代替材料の選定、
材料・製造工程等の開発の推進

・ 土壌汚染の防止のため、化学物質使用拠点における定期点検の
確実な運用

人権
人権の尊重と、公正で安全な労働環境の維持
全ての人間の尊厳と権利を尊重するという世界共通
の理念を重要視し、多様で持続可能な社会に貢献し
ます。

・ 多様性を認めた包括的な人権の尊重と労働環境の整備徹底により、一人ひとりが個性を活かして働け
る安心安全な職場環境をサプライチェーン全体で形成し、健康で幸せに満ちた生活を支援します。

・ YKK精神「善の巡環」と国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいた、YGCC監査の持続的
な実施ならびに社会的要請の変化に応じた改善を行います。

・ 全製造拠点で労働時間の週次管理体制を構築

・ YKKグローバルコンプライアンス基準（ YGCC ）による人権侵
害リスクの特定・評価において、対象全拠点でのセルフチェッ
クの実施（ 51拠点）および第三者機関による実地監査の実施

（ 24拠点）

・ ビジネスと人権に関する指導原則への対応を継続推進

・ 救済へのアクセスについて、会社として整備すべき仕組みの検討
および構築

・ YGCCシステム化による監査体制強化

※ OEKO-TEXは、ÖTI-Institut für Ökologie, Technik und Innovation GmbHの登録商標です。 ※１  算定方法見直しによる数値修正
※3   2024年度黒部牧野工場において環境対策用水を使用したため。 

2025年度は使用しない見込み。

※2   銅産業の責任ある生産と国連SDGsへの貢献を示す国際的枠組み
※4  亜鉛産業の責任ある生産と国連SDGsへの貢献を示す国際的枠組み

Higg Index Certification はこちらで開示しています。
外部監査 拠点別評価結果　https://www.ykkfastening.com/sustainability/higg.html
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2024年度のYKKグループの温室効果ガス

排出量（ Scope1+2 ）は、省エネタイプの生産

設備・工場インフラ設備の導入拡大、太陽光

発電設備設置などによりSBT認定「 1.5℃」目

標値の「 2018年度比25.2%以上削減」を上回

る57.0%削減を達成しました。再生可能エネ

ルギーの導入を積極的に進めた結果、購入電

力を100%再エネに切り替えた拠点は、2023

年度より8拠点増え、世界45拠点になりまし

た。再生可能電力証書の購入による削減も推

進し、使用電力全体に占める再エネ由来電力

の比率は61.2%となりました。

また、NATULON® シリーズへの切り替え

や増販等による再生ポリエステル材の使用を

ファスニング製品の持続可能素材化
2024年度は再生材を使用したNATULON®

シリーズの商品展開を強化し、アパレル向けを

中心に切り替えを進め、全商品の販売に対する

持続可能素材の割合は48％となりました。今

後もNATULON® シリーズへの切り替えやバ

イオベースファスナー GreenRise® などの販売

を促進し、2025年度は58％まで引き上げるこ

とを目標とし、Scope3の温室効果ガス排出量

削減にも貢献します。

資源循環への貢献
〈易リサイクル〉PET素材を最大限に採用した

ファスナー NATULON Plus® 再生PET開具

を発表し、発売に向けて準備を進めています。

〈リペア〉YKKのファスナーをより長く使用い

ただくことで、繊維製品の長寿命化に取り組む

「リペア対応シリーズ」の新商品販売を開始し

ました。

〈資源リサイクルの取り組み（zip TO zip®）〉

YKKのファスナーに使用される銅合金や亜鉛合

金の社内リサイクルシステムの実用化に向けて

黒部工場にてトライアルを実施。リサイクル技

術の開発と設備導入、運用フローの構築を行

い、社内で発生する金属屑を適切に処理し、再

生材料として利用できることを実証しました。

48%
持続可能素材の割合

（延べメートル） 
（2024年度）

93.9%
廃棄物の再資源化率

（2024年度）

太陽光発電施設（ YKK韓国社）

NATULON Plus® 再生PET開具

持続可能素材アイテムの販売量と割合
■ 販売量　●  割合

（年度）
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19.3

49.5
44.7

24.4

6.3

18.9

22.7

3.6

18.4

51.9

27.5

3.2

21.2

83.3

87.0 87.3
91.9 93.9

廃棄物排出量、再資源化率の推移
■ 売却量　■ 再資源化量　■ 処分量　●  再資源化率

気候

温室効果ガス排出量
Scope1+2

57.0%
削減

Scope3

14.4%
削減

（基準年2018年度比）

「 YKKサステナビリティビジョン2050 」実現に向けた取り組み

促進し、バージン材使用時と比較し21,134t

の温室効果ガス削減効果がありましたが、

2024年度は生産量の増加に伴いScope3の排

出量が増加しました。今後もファスニング商

品の主要材料の再生材化等を進め、排出削減

に取り組んでいきます。

「易リサイクル」「zip TO zip®」の詳細はデータ編に掲載しています。

上止：PET チェーン：再生 PET

スライダー：金属

開具：再生 PET
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水

化学物質

人権

2024年度は、水使用量の少ない生産設備の

導入および水リサイクル施設の新規導入を２社

で進めました。その結果、取水量は10,638千t 

（2018年度比7.5%削減）となりました。また、

地域の大切な財産である水資源を将来にわたり

持続的に利用するために、YKKでは自社基準の

「水リスクチェックシート」を用いて年1回の評

価を行っています。2023年度に水リスクが高い

と評価された6拠点で、水リスク低減活動を進

めリスクへの対応を強化しました。

排水管理においては、各国の法規制を上回

る厳しい自社基準を設定し、排水の水質基準

を遵守しています。さらに2024年度からは、ア

パレル業界の化学物質管理基準であるZDHC 

2024年度は、ファスニング製品に関する

化学物質規制・法令および業界基準に基づく

「 YKK RSL（規制物質リスト）」への適合調

査を、サプライヤー 1,793社に実施しました。

YKK RSLは社会・顧客のニーズを反映して毎

年改定しており、2025年版でのサプライヤー

への周知・適合調査を継続実施しています。

非準拠材料への対応を強化・推進すべく、化

学物質ワーキンググループを新設し活動して

います。

また、生産工程で使用される化学物質に

ついては、有害化学物質の業界基準である

「 ZDHC MRSL（製造時制限物質リスト）」

YKKでは、人権侵害リスクの継続的軽減に

向け、対象全拠点におけるYKKグローバルコ

ンプライアンス基準（ YGCC ）に基づく評価の

実施およびサプライヤーなどお取引先におけ

るCSR状況の把握を実施し、リスクの特定と

軽減に向けた活動を進めています。

2024年度は、ファスニング事業の全製造拠

点において、各国法令に準じた従来の労働時

間管理・遵守に加え、縫製産業の製造現場に

求められる週60時間を上限とした労働時間管

理体制を構築しました。また、指導原則が求

Wastewater Guidelineの排水基準を、グロー

バル全拠点における水質管理指標として導入し

ました。排水処理の技術面と管理面を強化す

るため、海外12拠点で排水処理診断と技術指

導を実施しました。

への適合性評価を実施する拠点を拡大し、よ

り安全な化学物質への切り替えを推進するこ

とにより、自然環境や取り扱う社員への影響

を最小化する取り組みを進めています。

有害化学物質を排除する新たな製造技術

では、シアン、クロム、セレンの有害物質を

100%除去したブラス材向けの革新的なめっ

き技術AcroPlating® の導入を進めており、

ブラス材スライダーのうちAcroPlating® 技

術を使用した商品の販売数量割合は、2024

年度27%（前年比＋3ポイント）となりました。

める苦情処理メカニズムに準じるため、従来

のお取引様相談・通報窓口を、原則31の中核

要件を充足する「 YKKグループステークホル

ダー（お取引先等）相談・通報窓口」へと再

編しました。

7.5%
削減

取水量削減率 
（基準年2018年度比）

27%
ブラス材スライダーに

おける
AcroPlating® 
販売数量割合

（前年比＋3ポイント）

国際基準に則った

「人権尊重」
の仕組みづくり

水リサイクル施設（ YKKベトナム社ハナム工場）

2024年度の取り組み詳細は、データ編に掲載しています。

サステナビリティ関連投資（設備投資）

84億円（ 2025年度計画）

YKKグループ人権方針
https://www.ykk.com/csr/responsibility/
humanrights/
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YKK精神に基づく経営基盤

YKKグループは、その企業活動の中で「他人の利益を図らずして自らの繁栄はない」という「善の巡環」の精神を基本とし、

一貫して公正であることをあらゆる経営活動の基盤としています。こうした考えに沿って、より一層の企業価値の向上を図る

ことを目的としたコーポレート・ガバナンス体制の充実に取り組んでいます。

なお、YKK株式会社の主たる事業であるファスニング事業におけるガバナンス体制は、以下となります。

●  当社取締役は、取締役会規程その他の必要な社内規程を整備

するなどして法令および定款に適合した適切な業務執行を行

います。
●  当社は、経営の意思決定・監督と業務執行を分離することに

より迅速な意思決定と業務執行を実現させるとともに執行状

況を適切に監督します。
●  YKKグループの経営理念・経営方針・経営戦略および重要な

取締役会決議事項等については、多面的で充分な討議を行った

上で慎重に決定するために、当社に経営戦略会議を設置します。
●  経営上の重要課題については、重要会議体を設置し、適切に

審議し、管理監督します。2021年度に経営戦略会議のもとに

設置されたサステナビリティ委員会については、基本方針であ

る持続可能な社会づくりへの貢献に基づき、YKKサステナビ

リティビジョン2050目標の達成という観点から、関連する政

策の進捗状況を経営戦略会議にて報告します。
●  ファスニング事業における経営体制については、地域統括会社

によるガバナンスの役割と、商品や商流の特性等を考慮した事

業地域ごとに置かれた事業総括による事業推進の役割を明確

に分けた体制とします。

基本的な考え方・体制

業務遂行に関する内部統制体制

ファスニング事業ガバナンス体制図

事業総括・事業会社

選任・解任選任・解任 選任・解任

承認・
監督

提案・
報告

提案・
報告

答申

投資の承認

指導・助言

監査監査

内部監査

指導・助言

承認・監督

連携

連携

連携

連携

選定・選任
解職・解任

株主総会

サステナビリティ委員会

経営戦略会議

ファスニング事業
営業／製造・技術／管理／他

日本 Americas Europe

ISAMEA ASEAN 中国

監査

監査

報告

執行役員

執行役員会議／運営委員会

社長
監査室

監査役会
会計監査人

取締役会
指名・報酬委員会

投資委員会

地域統括会社
グループ執行役員

コンプライアンス委員会

最高リスクマネジメント責任者
（ＣＲＯ）

兼コンプライアンス
担当取締役

リスク５委員会
（主要リスクの管理）

品質
貿易管理
危機管理

技術資産管理
情報セキュリティ

最高財務責任者 
（CFO）

内部統制体制と運用状況は、第90期有価証券報告書P.43 ～で
開示しています。
https://www.ykk.com/corporate/financial/securities/

コーポレート・ガバナンス
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経営体制

社外取締役

社外監査役

その他

コーポレート・ガバナンス強化の経緯

1999  経営機構改革の実施（取締役会の改革と執行役員制度の導入）

2003  グループ連結経営の強化（ YKK ／ YKK APから各組織責任者を取締役に選任）

2020  グループ資本再編

2003 ～  設置

1994 ～  設置

2001 ～  アドバイザリーボード 設置

2008 ～  任意の指名・報酬委員会 設置

2021  グループ経営体制再編
2021  執行体制・組織 部分変更

2025年～～1990年代 2000年～ 2021年～

各会議・各委員会の概要と開催状況

名称 構成等 概要 開催回数

取締役会 社外取締役2名を含む
取締役10名で構成 

会社法で規定される役割に加え、経営方針の策定・経営資源の配分および執行役員に
よる業務執行の監督等を行っています。
2024年度は、当社グループの経営の基本方針、中期経営計画および年度事業計画のほ
か、重要な投資、人事政策の基本方針およびリスクマネジメントやコンプライアンス基
本方針などの決定ならびに当社およびその子会社の取締役や執行役員による事業執行
状況（業績管理を含む）の監督等を実施しました。 

13回

監査役会 社外監査役3名を含む
監査役4名で構成

当社は監査役会設置会社であり、原則として毎月1回、また必要に応じて適宜監査役会
を開催しています。
2024年度は、監査方針および監査実施計画策定、内部統制システムの整備・運用状況
の確認、会計監査人の評価等を行いました。

15回

指名・報酬委員会
社外取締役2名を含む

5名で構成
（執行役員を兼任する

者は含まず）

取締役会の諮問に基づき、取締役、執行役員等の報酬に関する方針・制度、報酬の基
準・額、報酬内規の制定・改廃、業績評価等に関する事項を審議し、その結果を取締
役会に答申しています。
2024年度は、取締役・監査役候補者の選任、執行役員・専門役員の選任、内規の改
定、業績評価等に関する事項を検討しました。

11回

経営戦略会議 経営・執行メンバー
で構成

YKKグループの経営理念・経営方針・経営戦略および重要な取締役会決議事項等につ
いて、多面的で十分な討議を行った上で慎重に決定するために設置しています。

13回

リスク5委員会
CRO

（最高リスク 
マネジメント責任者） 

が議長を務める

リスクの種類に応じて品質委員会、貿易管理委員会、危機管理委員会、技術資産管理委
員会および情報セキュリティ委員会の5つの委員会を設置し、これらにリスクごとの方
針決定および執行部門に対する監督機能を担わせています。

各委員会
3回

コンプライアンス 
委員会

CRO
（最高リスク 

マネジメント責任者） 
が議長を務める

各組織における適切なコンプライアンス推進活動を展開するために設置しています。
2024年度は、主として各事業・各地域のコンプライアンス活動報告・重点施策および
YKK Global Criteria of Compliance（YGCC）監査結果等について報告および討議
しました。

1回

投資委員会
CFO

（最高財務責任者） 
が議長を務める

YKKグループにおける投資リスクを適切に管理するために設置しています。 12回

・適切な情報開示対応
・内部監査体制の強化
・投資／リスク管理強化
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グローバル企業としての内部統制を評価

非上場企業でありながら  
高レベルの体制を構築

「善の巡環」の本質理解と実践が未来への鍵

コーポレート・ガバナンスの向上に向けて
─ 社外監査役から見たYKKの理念経営とガバナンス ─

複数の会計事務所での会計監査、税務業務に従事後、IT系ベンチャー企業を共同創業者と
起業し、日本企業初の女性CFOとして経理、総務、人事システムを一から構築、事業計画、
資本政策、資金調達等に携わる。ホテルウェディング業、環境エネルギー業等のCFOおよ
び取締役、顧問等を歴任。現在、有限会社アキュレイ代表、株式会社teamS社外監査役、
花王株式会社社外監査役、一般社団法人生涯健康社会推進機構副理事長、白鴎大学特任
教授、コニカミノルタ株式会社社外取締役。

丸紅株式会社にて財務、会計に従事し、株式会社ダイエーにて取締
役、丸紅株式会社にて執行役員、常務執行役員、代表取締役常務執
行役員、監査役を歴任。現在、フロンティア・マネジメント株式会社
社外取締役。

森・濱田松本法律事務所にて、長年にわたり弁護士として、M&A、コーポレート・ガバナ
ンス、危機管理等の企業法務に携わる。現在、森・濱田松本法律事務所外国法共同事業
パートナー弁護士、京都大学法科大学院 非常勤講師。

社外監査役

新井 佐恵子 氏

社外監査役

南 晃 氏

社外監査役

森田 恒平 氏

社外監査役の活動状況（ 2024年度）

4月 7月

監査役会関連
（主な議題）

その他
監査活動

█ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █
前期監査意見総括 監査役会

監査報告書
議長選定 会計監査人の報酬同意 海外関係会社会計監査人評価結果報告 監査意見協議

█ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █
内部監査期末報告 代表取締役意見交換 代表取締役意見交換 内部監査期中報告 代表取締役意見交換

海外事業総括報告
海外事業総括報告 リスクマネジメント報告

YKK精神に基づく経営基盤

内部監査個別報告・内部監査立合（年間適宜）　　　　／　　　　会計監査人とのコミュニケーション（年9回）

内部統制状況の確認（事業執行部門から個別課題の報告）　　　（適宜）

社外監査役メッセージ
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非上場企業でありながら  
高レベルの体制を構築

2023年度に社外監査役に就任された新井監査役に加え、2024年度から新たに南監査役と森田監査役が就任されました。

YKK精神「善の巡環」に基づいた理念経営、そしてコーポレート・ガバナンスの向上に向けて、 

社外監査役のお立場からご意見をいただきました。

監査役に就任して2年が経ちますが、YKKのガバナンスは

着実に進化し続けていると感じます。役員構成はスキル、知

見等の多様性が確保されていますし、取締役会・監査役会と

もに、誰もが気づきを率直に共有できる雰囲気が醸成されて

おり、総合的に適切な運営がなされていると評価しています。

また、2023年度から運用を開始したYGIA（YKK Global 

Improvement Activity）は、内部統制体制の構築とその有

効性において、ベストプラクティスと言えるものです。世界

2024年6月に監査役に就任しました。これまでの企業

経営に関する経験と知見をもとに、取締役の執行を適切に

監査し、ガバナンス強化に貢献していく所存です。

YKKの「いろいろな意見を良く聞き、経営判断に活かす」

姿勢は素晴らしく、非上場企業でありながら極めて高いレ

ベルのガバナンス体制が整っていると感じました。また、事

業活動において新たな挑戦をしていく中では、個々人の勘

や感覚が重要な局面もあります。それをいかにうまく組織

監査役を務めるようになり、経営陣や社員の皆さんが

「善の巡環」を頻繁に口にされる姿が印象的です。この言

葉を繰り返すことで、皆さんの行動や意識に影響を与えて

きたことがよく理解できます。営利企業でありながら「善」

というもう一つの軸を持ち、その理念の実践が深く浸透し

ていることに感銘を受けました。

ガバナンスに関しては、取締役会での議論は非常に活

発で、一つの議題に対して全役員が積極的な姿勢で議論

中にネットワークを持つグローバル企業として、内部統制の

有効性において更なる高みを目指してほしいと願います。

グローバル市場の拡大と新規事業展開がますます重要

となる今、特に求められるのは、失敗を恐れずに挑戦し、

その経験から学び、次の行動へとつなげていく「リーンス

タートアップ」型の人財です。過去から現在、そして未来

へと受け継がれるYKK精神「善の巡還」のもと、更なる挑

戦を続けていくことに期待しています。

の意思決定プロセスに融合していくかが重要だと思います。

YKKは非上場企業であるがゆえに、媚びることなく凛とし

た姿勢を貫くことができる会社です。単なる「良い会社」を

超えて、世界から尊敬される可能性を持つ数少ない日本企

業の一つだと思います。社員一人ひとりが「自分たちのつ

くる商品が世の中のためになっている」という強い意識を

持ち、それが「善の巡還」の精神と深く結びついている、そ

の奥深い企業文化こそがYKKの強みと言えるでしょう。

を尽くしています。社外役員からの質問・意見に対しても

経営執行陣には真摯に耳を傾けていただき、次回以降必

ずフィードバックがあります。現在、国際情勢を含めて大

きな変化の時代を迎え、各企業の真価が問われています。

YKKがエクセレントカンパニーであり続けられるかは、社

員が「善の巡還」の本質を深く理解し、自ら実践していくこ

とが鍵になります。「これが自分の会社である」という明確

な意識を持って、各自が行動していくことが期待されます。

10月 1月
█ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █

前期監査意見総括 監査役会
監査報告書

議長選定 会計監査人の報酬同意 海外関係会社会計監査人評価結果報告 監査意見協議

█ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █ █
内部監査期末報告 代表取締役意見交換 代表取締役意見交換 内部監査期中報告 代表取締役意見交換

海外事業総括報告
海外事業総括報告 リスクマネジメント報告

内部監査個別報告・内部監査立合（年間適宜）　　　　／　　　　会計監査人とのコミュニケーション（年9回）

内部統制状況の確認（事業執行部門から個別課題の報告）　　　（適宜）
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当社グループ連結経営に不可欠なグローバル事業経営の観点により社内取締役を選任し、コーポレート・ガバナンス強化

の観点と幅広い見識と豊富な経験に基づく助言・監督をいただくことを目的に、社外取締役2名を選任しています。また監

査役は、適切な経験・能力および必要な財務・会計・法律に関する知識を有する人財を選任しています。

取締役・監査役の状況（ 2025年6月27日現在）

※1 社外取締役　※2 社外監査役（カッコ内は2024年度役会の出席回数）

代表取締役会長

大谷 裕明

中国での勤務を含め、長年にわたりファスニン
グ事業に携わった後、2014年6月に当社取締
役、2017年4月に当社代表取締役社長に就任。
2025年4月より当社代表取締役会長。

代表取締役社長

松嶋 耕一

欧州、中国、アジアでの勤務を含め、長年にわた
りファスニング事業に携わった後、2018年6月
に当社取締役に就任。2025年4月より当社代表
取締役社長。

取締役 
年金政策担当 
CFO

本田 聡

米国での勤務を含め、長年にわたり経営企画に
携わり、2019年4月に当社副社長 経営管理担
当に就任。2020年6月より当社取締役 年金政
策担当 CFO（最高財務責任者）。

取締役

小林 喜峰

米国、アジアでの勤務を含め、長年当社の製
造・技術部門に携わり、2023年4月に当社副
社長 製造・技術本部長に就任。2023年6月よ
り当社取締役。

取締役 
研究開発担当

池田 文夫

長 年 にわたり当社 工 機 部 門 に携 わった後、
2017年4月に当社副社長 工機技術本部長に就
任。2018年6月より当社取締役。

取締役 
コンプライアンス担当 
CRO

湯本 克也

米国での勤務などを経て、2010年4月に当社執
行役員グループ法務・知財センター長に就任。
2022年６月より当社取締役 コンプライアンス担
当 CRO（最高リスクマネジメント責任者）。

取締役

堀 秀充

米国での勤務を経て、2007年4月よりYKK AP
（株）の執行役員を歴任し、2009年6月に同
社取締役、2011年6月に同社代表取締役社
長、2023年4月に同社代表取締役会長に就任。
2023年6月より当社取締役。

取締役

敷田 透 新任

中国、アジアでの勤務を含め、長年にわたり
ファスニング事業に携わった後、2025年4月に
当社副社長 事業戦略本部長に就任。2025年6
月より当社取締役。

取締役※1

小野 桂之介

慶應義塾大学や中部大学において教授などを
歴任し、経営に対する深い造詣を有するととも
に、他企業の社外役員の経験を有する。2007
年６月より当社社外取締役。

取締役※1

岡田 英理香

国内外の大学・大学院において消費行動の研
究に携わり、マーケティングの高度な専門知識
を有するとともに、他企業の社外役員の経験を
有する。2022年6月より当社社外取締役。

監査役※2

新井 佐恵子

公認会計士としての専門的知識を有するととも
に、他企業の社外役員の経験を有する。2023
年6月より当社社外監査役。

監査役（常勤）

浅野 慎一 新任

長年にわたり当社製造・技術部門等にて勤務
した後、当社副社長 黒部事業所長を務める。
2025年6月より当社常勤監査役。

監査役※2

南 晃

他企業の代表取締役、監査役、社外取締役の経
験を有する。2024年6月より当社社外監査役。

監査役※2

森田 恒平

長年にわたり弁護士として法律実務に携わる。
2024年6月より当社社外監査役。

YKK精神に基づく経営基盤

（取締役会 13/13 回） （取締役会 13/13 回）

（取締役会 13/13 回） （取締役会 13/13 回）

（取締役会 12/13 回）

（取締役会 13/13 回）

（取締役会 13/13 回）

（取締役会 13/13 回）

（取締役会 13/13 回）

（取締役会 12/13 回）
（監査役会 14/15 回）

（取締役会 10/10 回）
（監査役会 11/11 回）

（取締役会 10/10 回）
（監査役会 11/11 回）
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取締役・監査役の有する知識・経験・能力等をスキル・マトリックスにて一覧化し、知識・経験・能力等のバランスと

ダイバーシティに配慮した構成とすることとしています。

YKKでは取締役会の審議充実化やその実効性の確保の

ため、さまざまな取り組みを行っています。

年13回開催の取締役会では、経営戦略および事業計

画、技術開発、投資、品質管理、サステナビリティ推進、コ

ンプライアンス・リスク管理など、さまざまな経営課題に

ついて討議しています。取締役会の討議を通じて示された

指摘事項等は、業務執行部門の業務執行に対して、適時に

反映されています。

取締役会の実効性向上および社内外の取締役・監査

役のコミュニケーションの観点から、「 YKK Group Off-

Site Meeting（ YKKグループオフサイトミーティング）」

を開催し、取締役会外の場においても、人的資本・経営、

地政学リスク、海外事業の推進など重要なテーマについて

研修が実施され、議論しています。 さらに、社外取締役・

監査役は、社内のYKKの主要な事業会議やコンプライア

ンス役員研修等に随時参加し、また海外事業会社を現地

取締役・監査役・ 
執行役員・専門役員・ 
グループ執行役員の状況

総数：59名

5.0%
3名

8.4%
5名

区分 氏名 企業経営 グローバル
専門分野

営業・マーケ
ティング 製造・技術 財務・会計 組織・人事 法務・コンプ

ライアンス

取締役

大谷 裕明 ● ● ●

松嶋 耕一 ● ● ●

本田 聡 ● ● ●

小林 喜峰 ● ●

池田 文夫 ●

湯本 克也 ● ●

堀 秀充 ● ● ● ● ●

敷田 透 ● ● ●

小野 桂之介（社外） ● ● ● ●

岡田 英理香（社外） ● ● ● ●

監査役

新井 佐恵子（社外） ● ● ● ●

浅野 慎一 ● ●

南 晃（社外） ● ● ● ●

森田 恒平（社外） ● ●

※  上記は各人の有するすべての専門性・知見・経験を表すものではありません。

スキル・マトリックス

実効性のある取締役会運営に向けて

女性比率

外国籍比率

取締役会の様子

視察するなど、YKKグループ事業や、外的リスクに関わる

知見について、共通認識を深めています。

加えて、2024年度は、第三者機関の支援を受けた取締

役会の実効性評価を実施しました。実効性評価は、社内

外の全取締役・監査役を対象に、ヒアリングなどを通じて

実施され、取締役会がその役割・機能を適切に果たすた

めの施策等について検討・共有されました。
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役員報酬

サクセッションプラン（後継者の育成と選任）

当社の取締役の報酬は、企業価値を持続的に向上させ、

株主に対する安定配当を実施することとの整合性を勘案

し、かつ業績向上の意識を高めるべく当社業績を考慮した

報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職

責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としていま

す。具体的には、取締役の報酬は、基本報酬および取締役

賞与により構成しています。

・ 基本報酬は、月額かつ固定とし、役位および職責に応じ

て他社水準、報酬決定時の業績、従業員給与の水準を

経営陣の後継者については、経営理念の共有、過去の実

績や経験、能力、資質、人間性等を確認し、指名・報酬委

員会において、適時、候補者の検討を行っています。また、

サクセッションプランの更なる推進を図るため、2025年4

月1日に執行役員制度を改定しました。執行役員に新たな

役位を設け、経営人財の育成と意識付けを強化するととも

に、適正な人財配置となるよう、運用を強化します。

も考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとして

います。

・ 業績連動報酬（取締役賞与）は、事業年度ごとのグルー

プ全体の業績向上に対する意識を高めるため、単年度の

連結業績に応じて決定することを基本方針としています。

・ 取締役の個人別の報酬等のうち基本報酬の割合をより

高く設定し、報酬体系全体として、毎期の堅実な業績目

標達成のみならず、中長期的な意識を持ち持続的に企

業価値を向上させることを促す方針としています。

執行役員制度（ 2025年4月～）

YKKでは、取締役が役割と責任を的確に遂行できるよう、継続
的な教育・研修機会を提供しています。例えば、2024年度の
オフサイトミーティング（ P.50参照）では、人的資本経営と人
的資本への投資、中国での事業展開に関して、最新動向に基づ
く知見を得るとともに、議論を通じて理解を深めました。
さらに、経営の執行を担う取締役に対するトレーニングも別途
実施しています。第7次中期事業計画の策定に際して、2025年
度からの経営を担うYKK経営執行チームが合宿形式でシステム
コーチング®を受けながら、さまざまな角度から経営戦略の検
討を尽くすとともに、多様なワークの実践を通じて、チームの在
り方についても理解を深めました。

※ システムコーチングはCRR Global Japan合同会社の登録商標です。

経営層への継続的な教育機会の確保

コーチング合宿でのワークの様子

役員報酬の構成および報酬額は、第90期有価証券報告書P.48 ～で開示しています。
https://www.ykk.com/corporate/financial/securities/

YKK精神に基づく経営基盤

変更前 変更後

執行役員
役位

社長 社長

副社長 副社長

執行役員
上席常務執行役員

常務執行役員
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YKKでは、グループ方針を定めリスクマネジメントに取り組んでいます。推進にあたっては、CRO（最高リスクマネジメン

ト責任者）を任命し、品質委員会、貿易管理委員会、危機管理委員会、技術資産管理委員会、情報セキュリティ委員会の各種

委員会を設置し、規程の整備とその運用を図っています。また、CFO（最高財務責任者）を任命し、YKKにおける財務リスク、

投資リスクを適切に管理する体制を構築しています。さらに、リスクの発生時の対応について、「リスク対応ガイドライン」を

作成し、適切かつ迅速な対応を行うよう規定しています。

基本的な考え方・体制

YKKグループ リスクマネジメント方針
リスク水準を積極的にコントロールし、 

各種企業リスクを予防することによって、 
人的・物的・その他の経営資源の損失を低減 
もしくは回避し、有事においては被害ならびに 

損害を最小限にとどめるよう、 
グループ全体でリスクマネジメントを推進し、 

持続的な成長につなげ、企業価値を向上させる。

CRO

品質委員会
［品質リスク］

リスクマネジメント 
方針

● サイバーインシデント
● 大規模地震（津波含む）
● 製品規制法令違反  

  ●

   ●

重要リスクの特定

リスク評価結果

発生頻度 →高低←

リスク特定

リスク分析、 
評価

リスク対応

貿易管理 
委員会

［貿易管理］

危機管理 
委員会

［人的・ 
自然災害］

技術資産 
管理委員会

［技術・ノウハ
ウの管理］

情報セキュリ
ティ委員会

［情報 
セキュリティ］

リスクマネジメント体制図

リスク評価プロセスと重要リスクの特定フロー（概念図）

リスク項目の分類

リスク評価プロセスと重要リスクの特定フロー

リスクマネジメント方針に基づき、組

織ごとにリスク項目の洗い出しを実施し、

ワーストシナリオとその対応状況を考慮

した上で、損害規模と発生頻度によるリ

スク評価を行っています。損害規模は、

財務的な影響、人命・健康への影響、信

用・評判への影響、社会秩序に対する影

響を加味した評価を行っており、大きな

影響が想定されるものは経営レベルで管

理すべき重要リスクと捉え、それらの動

向の把握と対応進捗状況を可視化しなが

らリスク管理を行っています。

プロセスにより特定した財務リスクお

よびファスニング事業における重要リスク

項目に対し、当社のCFOやCROをはじめ

とする各責任者が主導し対応を行ってい

ます。

財務リスク 退職給付債務の増加、保有株式の株価下落

ファスニング事業 
におけるリスク

国際紛争・内戦、サイバーインシデント、 
原材料・燃料の高騰・供給逼迫、
設備投資への失敗、技術進歩への対応遅延、 
景気悪化・需要低迷・競争激化、為替変動、 
マーケティング失敗・参入遅延、 
独占禁止法・下請法違反、外為法違反、贈収賄、 
個人情報保護法令違反、大規模地震（津波含む）、 
大規模風水害、製品規制法令違反、 
移転価格税制における追徴課税

レ
ビ
ュ
ー

損
害
規
模

大
←

→
小

リスクマネジメント

リスク分析の詳細は、第90期有価証券報告
書P.25 ～で開示しています。
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内部通報窓口の設置

YKKでは、コンプライアンスを「社会的要請への対応」と捉え、法令や社内規則の遵守はもとより、企業活動を行う上で求

められる社会規範を遵守することであると考えます。コンプライアンス担当取締役を任命するとともに、コンプライアンス部

門を設置し、コンプライアンス体制の整備を図っています。これに加えて、事業経営の視点から適切なコンプライアンス推進

活動を展開するため、各事業会社、地域統括会社、本社の３階層それぞれにコンプライアンス委員会を設置し、６つの重点課

題（コンプライアンス意識向上、競争法、贈収賄防止、個人情報保護、人権、公益通報と苦情処理メカニズム）を中心に、コン

プライアンスの運用状況や課題への対応状況、最新法令動向について討議を行っています。

●  コンプライアンス担当取締役（ CRO ）を委員長とする 
グループコンプライアンス委員会を構成

●  各極統括会社を軸に、事業会社へのコンプライアンス
マインドと施策を落とし込み

基本的な考え方・体制

YKKグループは不正を早期発見し、対処することを目的として内部通報制度を整備しています。2006年に整備され、現在

では、世界中の社員が内部通報制度を利用できる状態にあり、通報者が解雇等不利益な取り扱いをしないことも保証されてい

ます。内部通報制度の周知の程度を従業員意識調査を通じて確認し、社員の声を拾い上げる体制の維持に努めています。

コンプライアンス

YKKグループステークホルダー（お取引先様等）
相談・通報窓口
https://ml.helpline.jp/ykkjapan-partner/

YKKコンプライアンス委員会体制図

内部通報制度の仕組み 内部通報件数（ 2024年度）

YKK（株）取締役会

全体事務局

グループコンプライアンス委員会
委員長

機能委員・監督委員

東アジア極委員会 Americas極委員会
委員長

副委員長
実行責任者

（極事務局）

事業会社委員会
委員長

EMEA極委員会
委員長

副委員長
実行責任者

（極事務局）

事業会社委員会
委員長

ASAO極委員会
委員長

副委員長
実行責任者

（極事務局）

事業会社委員会
委員長

中国極委員会
委員長

副委員長
実行責任者

（極事務局）

事業会社委員会
委員長

機能委員
個社・ユニット責任者

（各事務局）

地域 件数

東アジア 51

Americas 91

EMEA 19

ASAO 38 

中国 43

通報・相談

連絡

通報・相談

通報者へ 
通報受付の通知

通
報
者
か
ら
の
通
報

外
部
通
報
窓
口

内
部
通
報
窓
口

調
査
の
要
否
を
判
断

調
査
不
要

調
査
必
要

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反
の
有
無
を
判
断

是
正
措
置
・
再
発
防
止
策

通
報
者
へ
結
果
の
通
知

YKK精神に基づく経営基盤
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YKKは、事業活動の一環として、グローバルベースでの知財活動を展開しています。知財部門の拠点は、技術の総本山であ

る黒部事業所をはじめ、中国、ベトナム、英国、米国にも設けられており、世界中のどの国／地域においても、事業・開発部門

を支援し、事業活動に貢献する体制を敷いています。この体制のもと、例えば、世界中の開発拠点で生み出された発明は、速

やかに日本の特許審議委員会に報告され、グループ事業戦略に沿った最適な権利化が図られます。また、特許侵害者や模倣

品業者等への権利行使においては、各国／地域の知財部門が協働して、侵害品製造国と流通国の両方で同時に対策を講じた

り、事業部門と連携して、顧客の購入の真正品化を図る等の対応を行っています。さらに、商標に関しては、YKKブランドの

知財面からの価値増大をはじめ、NATULON®、AcroPlating® 等の商品商標についても、日本の商標委員会を基軸に、グ

ループ統一ルールのもとでの管理・運用を推進しています。また、模倣品対策の効果的な推進のため、社内ではブランド模

倣品対策委員会を設置し、社外では顧客をはじめとする多くの企業・団体と連携して模倣対策の意見交換会B.P.P.®(Brand 

Protection Partnership)を運営しています。

基本的な考え方・体制

商標・特許の状況

「 YKK 」商標登録
（第26類）

180カ国／地域

B.P.P.®(Brand Protection Partnership)
模倣品対策を目的としたワークショップ 
参加者数
(団体数） 4,422名

（ 2,491団体） (2025年4月現在）

特許・実用新案・意匠
（出願中含む）

知財功労賞　経済産業大臣表彰
知財活用企業

（商標）

2021年

商標
（出願中含む）

5,829件 4,899件

国内外の顧客企業や一般消費者の皆様に安心してファスニング
商品をお使いいただけるよう、当社では、各国／地域の司法、行
政機関や顧客企業と協力し、YKK商品の模倣品対策に積極的に
取り組んでいます。2023年に消費者から模倣品の通報を受けた
ことをきっかけに、当社が社内調査を行い、中国・江蘇省常熟
市の行政当局の協力のもと、2024年3月に大規模な模倣品摘発
が実施されました。こうした地道な取り組みが、縫製業界の模
倣品利用を防止する役割を果たしています。今後も、模倣品対
策の連携を強化していきます。

行政と協力した知的財産保護の取り組み

模倣品の摘発現場

知的財産管理
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主要財務・非財務ハイライト

Europe

ISAMEA

日本

Americas

中国

ASEAN

地域別売上高 （ 2024年度）

616億円

692億円

1,032億円

1,157億円

296億円

512億円

※1 各事業の合計値には会計上の差額調整を含まないため、上段グラフの売上高と異なります。
※2 Americasは北中南米を、ISAMEAはインド、南アジア、中東、アフリカ地域を含む地域名です。

3,021

2,473

362

536

3,328

18.6%18.6%

16.2%16.2% 16.2%16.2% 16.1%16.1%

12.0%12.0%

2.4%2.4%

12.2%12.2%
11.5%11.5%

8.8%8.8%

11.0%11.0%

526

3,240

473

2,930606
3,266

60

3,481

423

3,805 3,793

4,331

437

333

475

（億円） （億円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20192018201720162015 2020※ 2021 2022 2023 2024 （年度）
0

200
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600

800

ファスニング事業は、世界的な物価高騰、欧州や中国経済の停滞、アメリカの政権交代による世界経済への影響等先行き不透明な事業環

境であるものの、顧客要望納期対応等の施策が奏功し、特に、ISAMEA、ASEAN、中国地域において販売が好調に推移しました。その

結果、売上高は過去最高となる4,331億円、営業利益は、操業度の向上や継続的なコストダウンの実施、為替影響等により475億円と、

増収増益となりました。

《2024年度決算のポイント》

売上高・営業利益・営業利益率
■ 売上高　■ 営業利益　●  営業利益率

※組替修正後
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102.8
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5,749 5,839 5,8295,960
6,343

（件）
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0
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6,000

8,000

269

426
386

202200

（億円）

0

100

200
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2020 2021 2022 2023 2024（年度）

4,144

4,820 4,899

3,8463,719

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

（件）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

ファスナー販売数量

研究開発費

特許・実用新案・意匠（出願中含む）

設備投資額

商標（出願中含む）
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事業を展開する国／地域

70カ国／地域
(2025年3月末現在）

初の海外進出（インド、ニュージーランド）

1959 年

温室効果ガス排出量削減率（基準年2018年度比）

−57.0 ％
(2024年度実績）

新めっき技術 AcroPlating® による有害物質除去率

100 ％

グループ会社数・従業員数

68社  27,210名
(2025年3月末現在）

ファスナー年間生産量

300 万km以上

持続可能素材の割合（延べメートル）

48％
(2024年度実績）

「 YKK 」商標登録

180カ国／地域
(2025年3月末現在）

主要財務・非財務ハイライト

Scope1+2

（シアン、クロム、セレン）

57
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（億円）

（億円）（億円）

有形固定資産
4,648

無形固定資産
329

投資その他の
資産
845

株主資本
9,320

その他の
包括利益累計額
1,513

非支配株主持分
235

資産合計
14,022

負債純資産合計
14,022

流動資産
8,199

固定資産
5,823

純資産
11,069

固定負債 732

流動負債
2,221

現金及び
現金同等物の
期首残高

現金及び
現金同等物の
期末残高

3,239

1,186
△752

3,533

△84
財務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー営業活動による

キャッシュ・フロー

△55
現金及び

現金同等物に係る
換算差額

※（  ）内は対前年度比

9,982
（+780）

3,486
（+326）

売上高

営業利益
624

（+71）

売上総利益

経常利益
703

（+94）

税金等調整前
当期純利益
689

（+112）

親会社株主に
帰属する
当期純利益
529

（+105）

2024年度（第90期） 2024年度（第90期）

2024年度（第90期）

固定負債 732固定負債 732

回　次
決算年月

第86期
2021年3月

第87期
2022年3月

第88期
2023年3月

第89期
2024年3月

第90期
2025年3月

売上高 （百万円） 653,765 797,019 893,226 920,234 998,299

経常利益 （百万円） 30,134 63,964 60,689 60,824 70,314

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 17,340 44,097 37,929 42,365 52,955

包括利益 （百万円） 76,289 105,061 72,928 152,000 56,460

純資産額 （百万円） 735,527 837,264 906,290 1,054,493 1,106,961

総資産額 （百万円） 1,014,918 1,156,941 1,221,583 1,355,312 1,402,292

1株当たり純資産額 （円） 599,184 682,026 738,691 860,211 903,763

1株当たり当期純利益 （円） 14,463 36,782 31,638 35,339 44,173

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 （円） － － － － －

自己資本比率 （ % ） 70.8 70.7 72.5 76.1 77.3

自己資本利益率 （ % ） 2.5 5.7 4.5 4.4 5.0 

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 82,241 81,132 81,724 105,708 118,690

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △40,176 △40,414 △55,864 △99,612 △75,243

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △5,284 △5,776 △7,000 1,394 △8,483

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 211,378 264,639 291,706 323,941 353,329

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
44,510

［ 2,564 ］
44,410

[3,161]
44,527

[3,183]
45,363

[2,585]
46,305

[3,079]

注1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
注2. 株価収益率については、非上場につき記載しておりません。

参考   YKKグループ連結財務情報
YKKグループ連結財務情報の詳細は、有価証券報告書をご覧ください。
https://www.ykk.com/corporate/financial/securities/

最近5連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

連結貸借対照表（要旨）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

連結損益計算書（要旨）
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報告対象期間 � ● �2024年度（2024年4月1日～ 2025年3月31日）�※一部、期間外の活動も含む

 報告対象範囲  YKKサステナビリティビジョン2050／環境（ Environment ） 
 ●ファスニング事業を中心に事業運営に関わるその他事業等を含む
 ●対象範囲が異なる場合は適宜注釈等を付記

 社会（ Social ） 
 ●データ範囲を個々に記載

 ガバナンス（ Governance) 
 ●データ範囲を個々に記載

YKK株式会社

YKKスナップファスナー株式会社
YKK韓国社
YKK台湾社
YKKコーポレーション・オブ・ベトナム
YKK不動産株式会社
YKKビジネスサポート株式会社
株式会社カフェ・ボンフィーノ
株式会社YKKツーリスト
株式会社エッセン
黒部エムテック株式会社
黒部クリーンアンドグリーンサービス株式会社
黒部モビリティサービス株式会社
YKK六甲株式会社
YKKコーポレーション・オブ・アメリカ
YKK�U.S.A.社
テープ・クラフト社
YKKカナダ社
YKKメキシコ社
YKKスナップファスナー製造メキシコ社
YKKホンジュラス社
YKKエルサルバドル社
YKKコロンビア社
YKKブラジル社
吉田ノルデステ社
YKKチリ社
YKKアルゼンチン社

YKKインシュランスカンパニー・オブ・アメリカ
YKK農牧社
YKKヨーロッパ社
YKKホールディング･ヨーロッパ社
YKK英国社
YKKデンマーク社
YKKドイツ社
ダイナート社
YKKシュトッコ･ファスナーズ社
YKKポーランド社
YKKオランダ社
YKKフランス社
YKKチェコ社
YKKオーストリア社
YKKルーマニア社
YKKイタリア社
YKKメディテラネオ社
YKKスペイン社
YKKポルトガル社
YKKギリシャ社
YKKトルコ社
YKK中東社
YKKチュニジア製造会社
YKKトレーディング・チュニジア社
YKKモロッコ社
YKKエジプト社
YKKエジプトトレーディング社
YKKケニア社

YKKサザン･アフリカ社
YKKホールディング・アジア社
YKKパキスタン社
YKKインド社
YKKバングラデシュ社
YKKベトナム社
YKKタイ社
YKKフィリピン社
YKKスリランカ社
YKKマレーシア社
YKKインドネシア社
YKKジプコ･インドネシア社
YKKオセアニア社
ゴールデン･ヒル・タワー社
YKKディベロップメント･シンガポール社
YKKアルミニウム･オーストラリア社
YKKGPSクイーンズランド社
YKK中国投資社
大連YKKジッパー社
上海YKKジッパー社
YKK上海トレーディング社
YKKスナップファスナー無錫社
蘇州YKK機械製造会社
YKK廈門トレーディング社
YKK深圳社
YKK深圳トレーディング社
YKK香港社

会社一覧（ファスニング事業および事業運営に関わるその他事業等）

報告対象期間・範囲

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section



This is YKK 202561

YKKはものづくりの会社として、事業活動を継続するためには環境への影響を最小限に抑え、資源を有効に利用する必要があ
ると考えています。その考えを「YKKサステナビリティビジョン2050」として定め、その達成に向けて活動を推進しています。
推進体制としては、経営戦略会議のもと社長を委員長としたYKKサステナビリティ委員会を設置し、方針・戦略の決定および
グローバルなサステナビリティ推進体制の構築を通じて、気候変動をはじめとする環境課題への対応を行っています。

▍基本的な考え方

YKKでは、中期事業方針に合わせ、中期の環境方針を4年ごとに策定しています。2021年度からの第6次中期YKK環境方針で
は、持続可能な社会づくりへの貢献に向け、「技術に裏付けられた価値創造」をキーワードに、環境との調和がとれたソーシャル
グッドな企業を目指し活動しました。
その中で気候対策においては、各社での再生可能エネルギーへの切り替えが進んだ結果、2024年度のScope1+2における温室
効果ガス排出量は2018年度比57.0%を削減することができました。また、気候変動に対する活動はCDPにおいて、2023年度、
2024年度と連続してＡランクの評価をいただきました。

▍第6次中期環境活動

2025年度からの第7次中期YKK環境方針では「自然との共生」を新たに加え、すべてのステークホルダーに環境価値を提供
できるサステナブルな企業を目指して「ONE�YKK」で活動をしていきます。

▍第7次中期YKK環境方針

第7次中期　YKK環境方針（2025年度～ 2028年度）

私たちはONE YKKとして、あらゆる事業活動・商品および社会貢献活動を通じて「気候中立」と「自然との共生」の実
現に向けた価値をステークホルダーに提供することで、サステナブルな企業として貢献してまいります。

行動指針
■�環境コンプライアンスを徹底するとともに、有害化学物質による大気、土壌および水域等への環境負荷低減に向け、管
理強化等の継続的な改善に取り組みます。

■�主要なエネルギー源の再生可能エネルギー化により温室効果ガスの排出削減を進め、気候変動の抑制に貢献します。
■�製品のライフサイクルを通して廃棄物を削減するとともに、原材料や廃棄方法の改善を通じてサーキュラーエコノミー
の実現に貢献します。

■�持続的な生態系サービスの利用に向け、取水量の削減などの環境貢献活動を通じ、豊かな自然環境の保全に努めます。

2025年4月1日
YKK株式会社�代表取締役社長

松嶋 耕一

環境マネジメント

環境（ Environment ）

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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2025年度YKK環境目標
環境との調和を図り社会に貢献する
1環境コンプライアンスの徹底および環境負荷低減

●���環境教育の充実による環境人財の育成
●���環境管理体制の強化
●���大気、排水、土壌等への環境事故ゼロおよび環境負荷の低減推進
●���水（取水量）原単位の削減　前年度比　2％削減�（2030年度�取水量�=�2018年度同等量）
●���地域環境を考慮した水リスク評価結果に基づく水リスク低減施策の実施

2気候変動の抑制
●���Scope1＆2のCO2排出量� 2018年度比�29.4％削減（2030年度50％削減）
●���Scope3のCO2排出量　� 2018年度比�17.5％削減（2030年度30％削減）

3サーキュラーエコノミーの実現
●���廃棄物の再資源化率　92％以上
●���廃棄物原単位の削減　前年度比�4％削減（2030年度�廃棄物排出量�=�2018年度同等量）

4自然環境の保全
●���生物多様性保全の重要拠点の選定
●���自然環境保全活動の実施

2025年4月1日
YKK株式会社�環境・安全・施設管理部長

前田 稔

2025年度の環境目標では、第7次中期YKK環境方針を受け「自然環境の保全」を新たに加えました。また、環境コンプライア
ンスの更なる強化に向け、各社での人財育成を強化し、YKK全体での環境活動のレベル向上に取り組んでいきます。

▍2025年度YKK環境目標

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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気候

CO2 排出量の推移
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▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

YKKは、2021年3月に「SBTイニシアティブ」による「1.5℃目標」の認定を取得しました。
温室効果ガスを2030年までにScope1+2で50％削減（2018年度比）、Scope3で30％削減（2018年度比）を目指します。

YKKでは2050年までの「気候中立」の実現を掲げ、2020年3月にはパリ協定の目標達成に向けて「ファッション業界気候行
動憲章」に署名しました。また、2021年3月には世界の平均気温上昇を1.5℃に抑えるためのCO２削減目標を設定（SBT認定
取得）し、世界中の拠点でCO2排出量の削減に向け、省エネや再生可能エネルギーの導入を進めています。

2024年度のYKKの温室効果ガス排出量（Scope1+2）は、目標の「2018年度比25.2％以上削減」を達成することができました。（2018
年度比�57.0％削減）
グループ全体として再生可能エネルギーの調達を進めており、使用電力量の内、再生可能エネルギー由来100％で調達している工場
が世界全体で45拠点になりました。
また、太陽光発電設備を稼働させている拠点数が34拠点（総発電能力：28,200kW）など再生可能エネルギーの創出も行っています。

単位:千t-CO2

2018 2021 2022 2023 2024

日本 77 66 37 36 41�

Americas 41� 34 30 26� 26�

Europe 27� 21 19 16� 14�

ISAMEA 45� 47 26 14� 14�

ASEAN 225� 171 159 130� 125�

中国 129� 113 16 16� 16�

単位:千t-CO2

2018 2021 2022 2023 2024

日本 232� 153� 163� 155� 193�

Americas 107� 88� 81� 55� 57�

Europe 41� 42� 40� 38� 41�

ISAMEA 57� 47� 49� 49� 62�

ASEAN 239� 213� 191� 165� 226�

中国 198 198� 167� 138� 169�

環境（Environment）

環境（Environment）

※「YKKグループGHG算出ルール（電力のCO2換算係数変動）」により算出

2024年度のCO2排出量は、基準年2018年度比57.0％削減

※後述（P.64）の「Scope3算定方法」により算出

※なお、2021、2022、2023年度のGHG排出量実績（Scope1+2、および、Scope3のカテゴリ1、2、3�）はSGSジャパン株式会社による
　第三者検証を実施しています。
　検証範囲詳細は検証意見書参照
　https://www.ykk.com/csr/eco/report/vertification/

2024年度のCO2排出量は、基準年2018年度比14.4％削減

データ編 
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サプライチェーン全体のCO2 排出内訳※ （6極別、2024年度実績） 単位:千t-CO2

全体 日本 Americas Europe ISAMEA ASEAN 中国

Scope1 燃料の燃焼などによる直接排出 73� 9� 9� 12� 9� 22� 12�

Scope2 購入電力や熱の使用による間接排出 162� 32� 17� 1� 5� 102� 4�

Scope3 カテゴリ1 購入した製品・サービス 438� 116� 25� 11� 24� 144� 118�

カテゴリ2 資本財 124� 58� 8� 13� 13� 19� 13�

カテゴリ3 Scope1+2に含まれない燃料及びエネルギー活動 27� 6� 4� 2� 1� 12� 2�

カテゴリ4 輸送、配送（上流） 68� 3� 14� 8� 9� 24� 9�

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 1� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

カテゴリ6 出張 3� 1� 0� 1� 0� 0� 0�

カテゴリ7 雇用者の通勤 13� 6� 1� 1� 0� 4� 1�

カテゴリ8 リース資産（上流） － － － － － － －

カテゴリ9 輸送、配送（下流） － － － － － － －

カテゴリ10 販売した製品の加工 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

カテゴリ11 販売した製品の使用 － － － － － － －

カテゴリ12 販売した製品の廃棄 73� 3� 6� 4� 14� 21� 25�

カテゴリ13 リース資産（下流） － － － － － － －

カテゴリ14 フランチャイズ － － － － － － －

カテゴリ15 投資 － － － － － － －

その他 － － － － － － －

Scope3　計 747� 193� 57� 41� 62� 226� 169�

Scope1＋2＋3　計 982� 234� 83� 54� 76� 351� 184�

※「YKKグループGHG算出ルール（電力のCO2換算係数変動）」および後述の「Scope3算定方法」に基づき算出

Scope３算定方法 （活動量×排出原単位）

カテゴリ
算定方法

活動量 排出原単位

カテゴリ1 購入した製品・サービス 購入した原材料・資材の重量 原単位データベース（※1�※3）

カテゴリ2 資本財 資本財の設備投資金額 原単位データベース（※1）

カテゴリ3 Scope1+2に含まれない
燃料及びエネルギー活動 エネルギー（電気・燃料）使用量 原単位データベース（※1�※2）

カテゴリ4 輸送、配送（上流） 荷主分、調達の輸送トンキロ 原単位データベース（※1�※2）

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 廃棄物種類別処理量 原単位データベース（※1�※2）

カテゴリ6 出張 交通費の移動手段別支給額 原単位データベース（※1）

カテゴリ7 雇用者の通勤 交通費の移動手段別支給額 原単位データベース（※1�※2）

カテゴリ8 リース資産（上流） リース資産の操業に伴う排出はスコープ１，２に含めたため、算定対象範囲から除外

カテゴリ9 輸送、配送（下流） 客先への輸送は自社から委託しておりカテゴリ4に含めたため、カテゴリ9には計上
していない

カテゴリ10 販売した製品の加工 生産量（長さ・個数） 自社加工工程における生産量あたりの原
単位

カテゴリ11 販売した製品の使用 販売した製品による使用段階排出はないため、算定対象範囲から除外

カテゴリ12 販売した製品の廃棄 生産量（重量） 原単位データベース（※1�※3）

カテゴリ13 リース資産（下流） 他者に賃貸していないため、算定対象範囲から除外

カテゴリ14 フランチャイズ フランチャイズ主宰者ではないため、算定対象範囲から除外

カテゴリ15 投資 投機目的の投資は実施していないため、算定対象範囲から除外

その他 オプションカテゴリのため、算定対象範囲から除外

※1�「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4）」�
※2「LCIデータベースIDEAv2（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）」
※3「GaBi�Database」
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478,557

1,285,040
198,545198,545

再エネ燃料電力

1,062,138

276,990

409,489

375,659

1,134,421

279,182

393,561

461,677

2024

1,124,692

317,441

446,671

360,581

サプライチェーンにおけるCO2 排出量 （2024年度実績）

Y K K

事業から出る
廃棄物購入電力や熱の

使用による間接排出

161千t-CO2
（16.4%）

1千t-CO2
（0.1%）

〔Scope2〕

〔Scope3〕

燃料の燃焼など
による直接排出

出張
雇用者の通勤

17千t-CO2
（1.7%）

73千t-CO2
（7.5%）

〔Scope1〕

輸送・配送（下流）

ー
※輸送・配送(上流)に含む

販売した製品の
使用

ー

販売した製品の
加工

0千t-CO2
（0.0%）

販売した製品の
廃棄

73千t-CO2
（7.5%）

・購入した製品・サービス
・資本財
・ Scope1, 2に含まれない 

燃料及びエネルギー活動
・輸送・配送（上流）

656千t-CO2
（66.8%）

エネルギー使用量の推移
単位：MWh

2020 2021 2022 2023 2024

電力 日本 90,237 110,204 56,495 52,476 62,781

Americas 59,665 61,838 61,257 49,250 50,606

Europe 24,698 22,305 7,855 4,235 3,747

ISAMEA 45,634 62,408 30,857 12,010 9,842

ASEAN 235,036 214,545 201,355 158,725 152,206

中国 146,194 136,640 2,761 294 0

燃料 日本 40,471 45,280 45,659 44,757 43,104

Americas 45,111 59,957 54,854 50,507 46,976

Europe 83,513 90,722 91,715 76,758 64,252

ISAMEA 32,765 47,799 45,041 39,036 41,976

ASEAN 123,922 130,187 125,067 113,103 116,035

中国 94,883 104,611 84,334 85,329 81,219

再エネ 日本 244 7,878 49,894 47,934 50,859

Americas 7,835 13,075 9,334 9,214 13,905

Europe 5,169 22,358 22,254 22,114 23,641

ISAMEA 183 53,948 33,036 68,031 80,524

ASEAN 183 51,856 61,205 80,402 118,235

中国 119 49,431 141,718 147,964 174,513

※�グラフおよび表組について、電力＋燃料＋再エネで作成。燃料は、A重油、灯油、LPG、LNG、都市ガス、�
天然ガス、軽油、ガソリン、石炭、蒸気を合算。熱量換算の係数は、3.6MJ/kWhを使用。

環境（Environment）

環境（Environment）
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パッシブタウン®※1は、持続可能な社会にふさわしいローエネルギーの「まち
づくり・住まいづくり」を提案する取り組みです。全5街区からなり、第1～第3
の前期街区はパッシブデザインを採用し、黒部の風や地下水などの自然エネル
ギーを活かしたサステナブルな住空間を探求。後期街区（第4～第5街区）では
前期街区で得た知見をもとに、地域産木材と再生可能エネルギーを活用した脱
炭素に挑戦しています。
第5街区は、地域の森林資源を最大限活用した北陸初の木造中高層集合住宅
とし、太陽光発電に加え、住宅3棟のうち1棟に集合住宅としては日本で初めて
水素エネルギー供給システムPower�to�Gas（P2G）※2を実装。再生可能エネル
ギーをシーズンシフトさせることにより、カーボンニュートラルの実現とグリー
ンエネルギーによる自立したまちづくりを目指しています。
※1　パッシブタウン®　https://www.passivetown.jp/
※2　再生可能エネルギーの余剰電力を活用し、水の電気分解により水素を生成し、これを貯蔵し、利

用する技術。

パッシブタウン® 第5街区竣工

YKKの「2050年度までにサプライチェーン全体で温室
効果ガス(GHG)の排出量実質ゼロを達成する」とい
う長期目標が、国際的な団体「Science�Based�Targets�
initiative(以下SBTi)」によりSBTiネットゼロ基準を満
たすと認定されました。
YKKは2021年3月に、2030年度までのGHG排出量
削減短期目標についてSBTiの認定を取得していました
が、2024年12月に、2050年度までにGHG排出量を
Scope1および2において90%削減、Scope3において
90%削減(ともに2018年度比)するという長期目標に
ついてもSBTiの認定を取得しました。
なお、ネットゼロ目標における残りの10％以内の排出量
は、炭素吸収や除去によりゼロとする必要があります。

SBTiからネットゼロ目標の認定を取得～2050年度までにサプライチェーン
全体で温室効果ガス排出量ネットゼロへ～

国際環境非営利団体CDP※による2024年度の「気候変動」に関する調査にお
いて、最高評価の「Aリスト」に2年連続で選定されました。2050年までに「気
候中立」を掲げ持続可能目標である「YKKサステナビリティビジョン2050」の
達成に向けて、サプライチェーン全体でGHG排出量をネットゼロにするため、
省エネや再生可能エネルギーなどの各種施策の推進や、透明性の高い情報開
示を進めています。この度の選定によりYKKの気候変動に対する取り組みと透
明性のある情報開示が世界的に高く評価されたと捉えています。
今後も環境に配慮されるお客様やサプライヤーの皆さまなど、あらゆるステー
クホルダーからの信頼を高めるうえで、バリューチェーン全体でのGHG排出量
の削減と環境負荷の低減へ積極的に取り組んでいきます。

※企業や自治体の環境情報開示のためのシステムを有する国際的な非営利団体。企業の環境情報の開
示や環境保護活動を先導している。

CDP「気候変動」において最高評価「Aリスト」に2年連続で選定

第5街区外観

C O L U M N
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2015年12月に採択されたパリ協定を受け、気候変動が事業活動に与える影響を評価する動きが世界的に広まっています。こ
のような中で、2017年６月にTCFD提言が公表され、YKKは2019年9月にその趣旨に賛同しました。
YKKでは、このTCFD提言に沿って、気候変動が事業活動へ与える影響を評価し、事業戦略へ反映させる取り組みを進めてい
ます。

YKKはコーポレート・ガバナンス体制として、経営方針などの重要事項に関する意思決定機関および監督機関としての取締役
会、ならびに、監査機関としての監査役会という機関制度を基本として、事業・業務執行を推進する執行役員制度を導入してい
ます。定時取締役会が毎月1回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役会が開催され、事業計画、組織、リスク管理等経営上
の重要な事項を全て審議、意思決定するとともに、グループ各社の業務執行状況の報告を受け、監督を行っています。
気候変動をはじめとするサステナビリティに関する経営方針・目標・戦略については、取締役会の諮問機関として設置されてい
るサステナビリティ委員会で討議、推進しています。この委員会の委員長は社長が務めており、サステナビリティ方針・戦略の
策定、およびグローバルなサステナビリティ推進体制の構築を通して、気候関連課題をはじめとするサステナビリティに関する
課題への対応について最終的な意思決定を行っています。
このサステナビリティ委員会では、委員長である社長は、サステナビリティ方針・戦略の策定、およびグローバルなサステナビ
リティ推進体制の構築を通して、気候関連課題をはじめとするサステナビリティに関する課題への対応について最終的な意思
決定を行っています。サステナビリティ委員会は7つの専門部会を設置し、各課題に対する具体的な対応計画の策定と推進を
担っています。例えば、「工程・資源ワーキンググループ」では温室効果ガスの排出削減につながる製造設備の開発・導入を検
討・実行したり、「商品戦略ワーキンググループ」では持続可能素材を使った商品開発の方針を討議・決定しています。
これらのサステナビリティに関する方針や具体的対応計画をグローバルで推進するために、世界6つの事業地域においても
各地域のサステナビリティ委員会を設置しており、日本本社のサステナビリティ委員会の方針の各地域への浸透と、各地域に
おける対応計画の取り組み結果の日本本社のサステナビリティ委員会に対する報告を行っています。日本本社のサステナビリ
ティ委員会では、委員長である社長は、各地域からの報告を通じて、対応計画の進捗状況をモニタリング、審議するとともに、
サステナビリティ目標の達成に向けた戦略の見直しや改善策を監督、指導しています。

▍ガバナンス

サステナビリティ推進体制

取締役会

経営戦略会議

サステナビリティ推進室

サステナビリティ委員会
（委員長 ：YKK（株）社長）

各本部 専門部会
工程・資源WG
化学物質WG
商品戦略WG
基準管理・浸透WG
サプライヤー管理WG 
人権WG
Scope3対策チーム

事業戦略本部
営業本部
製造・技術本部
管理本部
S&B推進部

※�India ／ South�Asia ／ Middle�East ／ Africa

Americas Europe ISAMEA※ ASEAN 中国 日本

【参考】TCFD提言に基づく情報開示

環境（Environment）

環境（Environment）
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TCFD提言に沿って、気候変動問題が当事業へ及ぼす重大なリスクと機会を特定・評価しています。

▍戦略

種類 事業への財務的影響 対応

移
行
リ
ス
ク

現在の規制

当社の本社がある日本では、すでに炭素税が導入されてい
ます。現在の日本の炭素税の税率は低率であるため影響は
少ないですが、今後税率が引き上げられた場合、自社工場、
自社ビルの操業コストが増加するリスクがあります。

2021年度にインターナルカーボンプライシング制度を導
入し、太陽光発電設備、省エネルギータイプの生産設備や
インフラ設備等の温室効果ガスの削減につながる設備投資
を積極的に進めています。また、国内外の主要な拠点にお
いて電力会社への直接確認や外部コンサルタントの活用に
より積極的に再生可能エネルギー電源開発の情報を収集し
ています。

新たな規制

欧州プラスチック戦略により、再生プラスチックの使用が義
務化されることによる生産コスト増加、また、各国において
再エネへの変換が求められ、設備・グリーン電力購入等の対
応コスト増加に伴い収益が減少するリスクがあります。

再生プラスチックをはじめとした持続可能素材を使用した
製品の販売拡大による収益の向上および製造コスト削減の
ための技術開発に取り組んでいます。
また、本社や子会社において規制強化情報を事前に調査・
収集し対応を実施しています。

技術
気候変動に対する技術進歩への対応遅延による事業競争力
低下や、需要予測の誤りによる設備投資の失敗により、収益
に影響を及ぼすリスクがあります。

月次での主要開発テーマの進捗確認や、設備投資計画策定
における効果計算方法、判定や承認のプロセス等のルール
を明文化等の対応を実施しています。

市場

当社製品およびものづくりが顧客の環境対応要求や政府の
環境規制を満たさないことによる販売機会の損失のリスク
があります。具体的には、アパレル業界のCO2排出量は石油
業界に次ぐと言われており、顧客の要望や環境規制に満たな
い場合には製品の売上に影響を与える可能性があります。

当社では世界的な気候変動に対する各国政府や各種団体の
動向、また消費者の商品選好を踏まえた商品開発・ものづ
くりを行い、環境対応に対する中長期の展望を見据えた商
品開発を行うとともに、環境影響評価や各国政府の規制へ
の対応を進めています。

平均気温の上昇により冬物衣料品の需要低下が起こり、それ
によって当社が提供しているファスニング製品の売上に影
響を与える可能性があります。

当社では市場分析、顧客の先行需要の正確な補足等による
対応を進めています。

評判

気候変動対策に遅れをとった場合、サステナブルを志向し
た主要なグローバル顧客からレピテーション低下につなが
るリスクがあります。
また、実態を伴わずに目標、ビジョンを掲げることは、「グ
リーンウオッシュ」と捉えられる可能性があります。

「YKKサステナビリティビジョン2050」を策定、公開し、
温室効果ガスの排出の削減や再生可能エネルギーの採用増
について具体的な施策を示した上で取り組むとともに、そ
の進捗を毎年ウェブサイト上で開示しています。

物
理
的
リ
ス
ク

緊急性

気温上昇に伴う水災害の頻発・激甚化に伴い、製造拠点にお
いて有害物質等流失による自社工場や近隣への健康被害や
環境影響が発生するリスクがあります。

水災害を「企業経営に深刻な影響をもたらす重要リスク」と
捉え、その被害を最小化するための方針を明示した水害対
策ガイドラインを2020年度に策定しました。主に日本国内
を対象とし、地域のハザードマップやリスクサーベイ結果
を参照し、当該施設が浸水想定区域に入っている場合は、回
避・低減するための浸水対策と避難等のソフト対策を併せ
て定め、実行しています。

慢性

平均気温の上昇に伴い、自社工場の空調コスト増加や原材
料価格の高騰による収益減少のリスクがあります。

省エネルギータイプの空調導入によるランニングコストの
削減や製造コスト削減のための技術開発を進めています。
併せて、世界経済の動向を見つつ、原料や資材を常に最適
な価格と調達量で確保できるよう仕組を構築し、取り組ん
でいます。

機
会

エネルギー源

当社が積極的な再生可能エネルギーの導入を行い、お客様の
要望に応えることにより、製品を拡販することができます。

2030年度までに再生可能エネルギー由来の電力を100％
にするという目標を設定しました。その達成に向けて再生
可能エネルギー電力使用率の拡大に取り組んでいます。具
体的には、当社敷地内への太陽光発電パネル設置、電力会社
の再生可能エネルギー電力メニュー契約、PPA契約、再生
可能エネルギー電力証書の購入を積極的に進めています。

製品および
サービス

再生材をはじめとしたGHG排出量削減に貢献する製品の
拡販により、顧客の気候関連課題解決に寄与し売上の拡大
が見込まれます。

「YKKサステナビリティビジョン2050」において、2030年
までに繊維材料の全量を再生材料などの持続可能な素材に
変更する目標を立てています。具体的には、2030年までに
全世界で生産する製品で使用するポリエステル材料を、CO2
排出量がより少なくペットボトルや繊維の廃棄物を原材料
とする再生ポリエステル材料へ100％切替えることを目指
しています。そのために、製品設計や製品展開を広げ、アパ
レル・鞄・自動車部品等幅広い用途への段階的な拡販を推し
進めています。

顧客に対してCDPや業界のフォーマットを利用した開示
や活動発信を行い課題解決に向けた対話をしています。ま
た製品材料の再生材への切替試算や、製品LCAの開示を進
めています。

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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当社ファスニング事業では、組織ごとにリスク項目の洗い出しを実施し、ワーストシナリオとその対応状況を考慮した上で、損
害規模と発生頻度によるリスク評価を行っています。損害規模は、財務的な影響、人命・健康への影響、信用・評判への影響、
社会秩序に対する影響を加味した評価を行っており、大きな影響が想定されるものは経営レベルで管理すべき重要リスクに特
定しています。
気候変動リスクも上述の全社的なリスク評価および管理プロセスに組み込んでおり、短期、中期に加えて、長期（2030年頃）の
影響についても想定しています。具体的には「物理的リスク／気温上昇」に伴う豪雨の影響で、当社工場設備の浸水や調達先
の操業停止が挙げられますが、BCPを策定し、リスク低減・回避に取り組んでいます。

※リスク評価プロセスと重要リスクの特定フロー（概念図）については、P.52ご参照。

当事業では、2050年度までに「気候中立」（実質排出ゼロ）を目指しており、自社およびサプライチェーンにおけるCO2をはじ
めとした温室効果ガス排出量の削減目標を設定しています。また、2020年度に2030年までの短期目標に対してSBT（Science�
Based�Targets）イニシアティブの認定を取得していましたが、2024年度に2050年までの長期目標に対しても認定を取得しま
した。進捗は統合報告書で開示しています。

▍リスク管理

▍指標と目標

指標 目標

Scope1,�2 自社CO2排出量の削減 2030年度50%削減（2018年度比）

Scope3 サプライチェーンCO2排出量の削減 2030年度30%削減（2018年度比）

Scope1,�2,�3 自社＋サプライチェーンCO2排出量の削減 2050年度90％削減（2018年度比）
残余排出量10％の炭素吸収や除去等を実施

※Scope1,�2,�3のCO2排出量実績については、P.63ご参照。

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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資源
▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

ものづくり企業にとって資源は不可欠な存在ですが、その量には限りがあります。YKKは持続的な事業経営を行うため、循環
型社会の実現に向けた取り組みを推進しています。例えば、製品のライフサイクルを通じた廃棄物削減に向け、リサイクル材や
植物由来の材料の利用を積極的に研究し、採用、提供しています。一方で、発生する廃棄物は可能な限り再資源化に取り組み、
埋立廃棄物の削減に努めています。

YKKは、「YKKサステナビリティビジョン2050」で「2030年までに再資源化率90％まで向上」を目標に定めており、2024
年度は「再資源化率92.0%以上」を環境目標に掲げて活動してきました。各事業会社での分別の徹底、リユースの強化、また
アジア地域での廃棄物処理技術向上等があいまって、再資源化率は目標を大きく上回り93.9％となり、廃棄物量は生産量の
増加もあり2018年度比100.6%となりました。世界的にサーキュラーエコノミーへの関心が高まりを見せる中、YKKにおい
ても資源の循環活用、廃棄物量の削減に向けて取り組みを進めていきます。

持続可能素材アイテムの販売量と割合

■�販売量　●��割合

処分量再資源化量売却量再資源化率
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持続可能な調達に向け「The Copper Mark」認証取得サプライヤーとの
取引を推進

循環型社会実現に向けたPETガーメントリサイクル対応ファスナー

C O L U M N

YKKでは、ファスニング製品の主材料の一つである銅の調達において、「The�Copper�Mark」認証を有するサプラ
イヤーのみと取引することを目標に掲げ、未取得サプライヤーへの認証取得の働きかけを行っています。
「The�Copper�Mark」は、銅や亜鉛等の金属の責任ある生産を保証する認証制度で、環境、社会、ガバナンスに関す
る32項目の基準を満たす生産拠点を認証します。審査基準には、環境保護、労働者の権利、コミュニティへの影響、
倫理的なビジネス慣行などが含まれます。
2025年度は「The�Copper�Mark」に加え、「The�Zink�Mark」認証を有するサプライヤーのみとの取引を目指し、
持続可能な銅、亜鉛等の生産を支援します�。

ファッション業界では、循環型社会の実
現に向け、最終製品使用後のリサイクルを
しやすく設計された「易リサイクル」商品
の要望も高まっています。YKKが発表し
た「NATULON�Plus®�再生PET開具」は
「易リサイクル」がコンセプトの商品とし
て、PET素材を最大限採用したファスナー
です。チェーンと開具には再生PETを使用
し、そのうち開具の射出成形用のPET素
材はYKKが独自開発しました。なお、スラ
イダーは選別のし易さと耐久性を重視して
金属製にしました。
スライダー以外の主要部品のPET化に成
功したことで、衣料品をはじめとするPET
素材の最終製品使用後の素材選別の手間
を簡素化し、リサイクル率向上にも貢献し
ます。

※ ht t p s : / /www . y k k . c om /n ews r o om/ g _
news/2024/20241008.html

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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C O L U M N

「サステナブルデザイン」部門　Red Dot賞2025を受賞
世界的権威ある優れたプロダクトデザイン賞、Red�Dot�Design�
AwardにおいてRecycled�Mono-material�Detachable�Button�
&�Rivetが「サステナブルデザイン」部門のRed�Dot賞2025を受賞
しました。この賞は、製品のライフサイクル全体を通じて持続可能性
を実現するデザインに対して授与されます。
受賞アイテムは取り外し可能なボタンとリベットで、全て再生素材、
かつ単一素材で作られ、またボタンなどの金属部材を生地から完全
分離することで、容易にリサイクルできるよう設計された製品です。
取り外せるだけでなく、単一素材にしたことで、生地、金属部材とも
に再生材として生まれ変わることができます。
この度のRed�Dot賞2025の受賞は、持続可能な社会へ向けたイノ
ベーションの先駆的モデルとなり、YKKが推進する循環型社会実現
への取り組みをさらに加速させる契機となります。

資源リサイクルの取り組み（zip TO zip®）
資源循環に貢献するため、これまで廃棄されていたファスニング製品を再利用して新たなファスニング製品に生まれ
変わらせるzip�TO�zip®という取り組みを開始しました。zip�TO�zip®において、「ループ①社内での資源の循環」、
「ループ②顧客との協働」、「ループ③環境・社会との連携」の３つのループの実現を目指します。
2024年度は、「ループ①社内での資源の循環」の取り組みとして、ファスナーに使用される銅合金や亜鉛合金を再生
材料としてリサイクルできるこ
とを実証しました。

zip�TO�zip®の取り組みは、資

源循環だけでなく環境負荷低
減にも貢献することを第三者
との共同調査の形で確認する
ことができました。ファスナー
に使用される銅合金を再利用
するケースにおいてCO2削減
効果があることを2024年11
月に仙台で開催された国際学
会EcoBalance�2024で発表し
ています※。
将来、「ループ②顧客との協働」、
「ループ③環境・社会との連
携」も視野に取り組みを推進し
ます。

※Itaru�Hasegawa,�Takuya�Koizumi,�Shinsuke�Murakami:�"Effect�of�Different�Scopes�on�the�Evaluation�of�CFP�between�Cascading�
and�Horizontal�Processes：Case�for�Brass�Zipper�Recycling",�178,�EcoBalance�2024.
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水
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▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

水はすべての生物にとって欠かせないものであり、地域における重要な共有財産であると考えています。地域の一員として活動
するYKKでは、地域における持続的な水利用を目指して、水に関する取り組みを推進しています。具体的には、取水量削減によ
り水資源を守り、法令基準より厳しい排水基準を用いた排水管理による環境負荷削減を行っています。

取水に関する取り組みでは、取水量原単位�前年度比2%削減を環境目標に掲げて活動してきました。2024年度のグローバル全
体の取水量は10,638千t（2018年度比7.5%削減）でしたが、原単位では3.2%増加しました。原単位増加の主な理由は、海外
工場で染色工程における水使用量の効率化や水リサイクル施設の新規導入が進んだ一方で、黒部牧野工場で環境対策水を多量
に使用したためです。
排水管理では、グローバルでの排水管理強化のため、専門家による排水処理技術支援を海外12拠点で実施しました。グローバ
ル全体での排水水質は、法令基準より厳しい自主管理基準値を設定して日々管理しています。また更なる環境負荷削減に向け、
アパレル業界の化学物質関連の指針であるZDHC�Wastewater�Guidelineの排水基準を参考にした水質確認を年1回以上実
施しました。
持続的な水利用を進めるため、水リスク調査および水リスク低減活動を引き続き実施しています。

単位:千t

2018 2021 2022 2023 2024

日本 3,733 3,210 3,497 2,992 3,930

Americas 785 732 679 615 595

Europe 762 779 728 575 522

ISAMEA 778 927 1,058 1,043 1,259

ASEAN 3,399 3,126 2,693 2,322 2,614

中国 2,043 1,904 1,525 1,557 1,718

取水量（総量）の推移
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排水量（排水処理場）� 単位:千t

2020 2021 2022 2023 2024

日本 20 25 38 38 43

Americas 490 580 499 476 476

Europe 366 446 446 373 378

ISAMEA 222 492 343 116 335

ASEAN 1,112 1,197 1,276 1,117 1,367

中国 1,337 1,479 1,178 1,195 1,374

排水量（河川・海）� 単位:千t

2020 2021 2022 2023 2024

日本 4,909 5,597 5,158 5,303 5,691

Americas 47 90 92 71 65

Europe 139 150 130 93 61

ISAMEA 47 205 335 328 10

ASEAN 739 1,056 808 731 691

中国 91 102 65 59 70

排水量（総量）の推移

※�日本、ISAMEA、中国の排水量過去データを見直し

※日本の取水量過去データを見直し

環境（Environment）

環境（Environment）
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世界では、気候変動による大雨や洪水、干ばつなどの発生による水問題の発
生、人口増加や経済発展等による水不足といった、国や地域によってさまざ
まな水問題（水リスク）が顕在化しています。
地域の大切な財産である水を将来にわたり持続的に利用することを目指し、
YKKでは水リスクを評価し、リスクの低減活動を行っています。水リスク評
価は、水リスク評価ツールAqueduct（世界資源研究所提供）とWater�Risk�
Filter（世界自然保護基金提供）の評価結果や自拠点の状況を確認する質問
で構成された自社独自のチェックシートを用いています。水リスクがやや高
いと評価された6拠点では、2024年度に地域における水に関する政策や要
望の把握と自拠点目標への反映、地域におけるステークホルダーとの水関連
の課題の共有等の活動を実施しました。水リスクが低い拠点においても、水
の使用量の少ない製造設備や水リサイクル設備の導入による水使用量削減、
排水や化学物質の漏洩事故といった緊急時の対応訓練を年１回以上行う
等、地域における持続的な水利用に努めています。

緊急時の対応訓練の様子

持続可能な水利用に向けた水リスク低減活動

C O L U M N
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C O L U M N

化学物質
▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

ファスニング製品に関わる化学物質の適切な管理・把握による製造と商品の安全性を維持し、使用量の削減による人体へのば
く露、環境負荷の最小化に努めています。また、法令や協定などの遵守はもちろん、土地・地下水・大気・水域への地域環境保
全および環境事故の未然防止活動など環境リスクの低減に努めることとしています。

ファスニング製品に関わる化学物質規制・法令および業界基準を考慮したYKK�RSL（規制物質リスト）は、社会・顧客ニーズに基
づいて毎年改定を行っています。新たに改定した2024年版にてサプライヤー1,793社に対して周知および適合調査を実施しま
した。
生産工程で使用される化学物質は、業界基準であるZDHC�MRSL（製造時制限物質リスト）への適合性評価を、2024年に設立し
た化学物質ワーキンググループにて推進しています。より安全な化学物質を選択していくことで自然環境や取り扱う社員への影
響を最小化していく取り組みを進めています。
また、実際に化学物質を使用する労働者が安全かつ安心して働けるように、「化学物質使用時の健康障害防止ガイドライン」の策
定を進めました。このガイドラインを遵守し、より安全な化学物質の使用管理をグローバルに推進していきます。

専門部会による化学物質管理と削減活動推進

YKKでは、すべてのプロセスにおける化学物質管理を強化するため、2024年度に新設された「化学物質ワーキン
ググループ」の活動をグローバルに展開しています。
このワーキンググループでは、以下の取り組みを推進しています。

・化学物質に関する国際・地域・各国の法規制および業界団体基準の情報収集
・サプライヤーへのYKKの方針・活動の展開
・ZDHC�MRSL基準適合に向けたグローバル展開
・法令・業界基準改定への適合

さらに、ワーキンググループでは、海外を含む法規制の情報収集において、外部リソースの活用や地域法務部門・弁
護士のサポート体制を踏まえた対応を行っています。
この活動を通じて、より安全な化学物質への切り替えを推進するとともに、ファスニング製品だけでなく、自然環境
や人への負荷を最小限に抑えるものづくりを目指し、新しい製造方法の開発にも積極的に取り組んでいます。

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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生物多様性
▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

人々の生活や事業活動は、多くの生物の関わりによって形成される生物多様性に支えられています。YKKは、自然が重要なス
テークホルダーと認識し、自然と共生する社会の実現を目指して取り組んでいます。事業活動における環境負荷削減等で従来
の生態系を守る活動に加え、植樹や清掃活動など生態系を豊かにする取り組みを推進しています。

生態系を豊かにするための生物多様性保全活動の具体的な取り組みとして、国内外の拠点において生態系や種の保全、社員・
次世代を担う子どもたちへの啓発活動を実施しました。例えば、生態系の保全活動では、各国で植樹活動や清掃活動などを実
施しました。日本の黒部事業所では、排水先の河川の生態系を確認するため、水生生物調査を20年以上実施しています。種の
保全活動では、イタリアのYKKメディテラネオ社で希少種である野生のランの保護活動、アメリカやヨーロッパ各社でミツバ
チなどの花粉媒介者を保全する活動を行いました。啓発活動では、生物多様性をはじめとした環境保全の重要性の理解に向け
て、社員や学生、子どもたちへの教育を行いました。
また、TNFD※1が提唱するLEAPアプローチ※2を参考にして、YKKの国内外の操業拠点と自然との接点を分析しました。分析
の結果、YKKの操業拠点のほとんどが、希少な生物が生息する生物多様性の重要な地域に立地していることがわかりました。
一方で、これらの地域では、環境汚染等が進み、生物多様性の脅威が増していることがわかりました。この結果を受けて、YKK
では今後も、温室効果ガスや排ガスの削減、廃棄物の削減、水使用量削減や排水負荷低減等の環境負荷低減活動および生態
系を豊かにするための生態系保全活動に、より一層取り組んでいきます。
※1　ビジネスにおける生物多様性への影響評価・情報公開の枠組み
※2　事業活動を通じた自然への依存度や影響度を把握し、リスク管理に取り組むプロセス

YKKグループの製造と開発の中核拠点である富山県黒部市は、黒部川がつく
る黒部川扇状地上に立地しています。黒部川は過去より頻繁に氾濫を起こす
川として知られており、その氾濫原には小さな森が点在し、豊かな生態系が存
在していました。しかし、近年の都市化等により、森が失われ、姿を消していっ
た生物もいました。そこでYKKでは、かつての自然が豊かだった頃の黒部の原
風景の再現、さらにはYKK創業者𠮷田忠雄が理想とした「森の中の工場」の
具現化に向け、2006年より工場敷地内での森と水辺の整備を開始しました。
地域の生物の遺伝子を保全するために近隣の山野から採取した種から苗を育
て、社員や地域の方の協力を得ながら20種約2万本を植樹しました。ふるさ

との森は産業観光施設と一体となった「YKKセンターパーク」として2009年から一般公開しています。森の成長に
伴い、現在森には約370種の生物（絶滅が危惧される生物を含む）が集まるようになりました。また森を活用して次世
代を担う子どもたちに向けた環境教育を行っています。
このような活動をふまえ、環境省が認定する「自然共生サイト」、社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）では最高
位である「Superative�Stage」を取得しています。

黒部の原風景再現を目指した「ふるさとの森」づくり

ふるさとの水辺に飛来するコガモ

区分 活動内容 活動場所 実施拠点数 目的

生態系の保全

植樹活動
工場周辺 13

(計108本） 植物による温室効果ガスの吸収、生態系の保全
地域（公園等） 9

（計494本）
育樹活動 地域 1 苗木周辺の踏みしめや下草の刈り取りによる育樹

草地の整備 工場内 1 太陽光発電システム設置エリアでの野草の植栽と羊の放牧に
よる生態系の保全

清掃活動 工場周辺 10 ごみの除去による生態系の保全

生物調査 地域（河川） 1 排水放流先の河川における工場排水が与える水生生物への影
響評価

種の保全
生態系保全活動 工場内 2 国や地域で保護対象である生物の保護
花粉媒介者保全
活動 工場内 4 養蜂や植栽による植物の受粉を助ける花粉媒介者（ミツバチ

等）の保全

啓発 啓発活動や教育
の実施

社内 2 環境保全や生物多様性保全に関する社員の意識向上
地域（学校等） 6 環境保全や生物多様性保全に関する次世代への啓発

主な生態系保全活動 （2024年度）

C O L U M N
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環境貢献活動
▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

創業者𠮷田忠雄の「土地っ子になれ」という思いのもと、YKKではその地域と共に繁栄することを念頭に置き、社会の一員と
して、地域社会とのつながりを大切にしています。各拠点では、この考えのもと清掃活動等の環境貢献活動を行っています。ま
た、環境問題の解決には次世代を担う子どもたちへの教育が不可欠と考え、多くの拠点で環境学習を開催しています。

地域との共生を目指した環境貢献活動として、世界中の各拠点において工場周辺地域の清掃活動の実施や地域の子どもたち
への環境教育の実施、また地域のイベントへの参画などさまざまな活動を行いました。
YKK黒部事業所では、次世代を担う子どもたちへの教育が不可欠と考え、小学生を対象とし、ふるさとの森の樹木へ樹木板の
作成および種子を拾うイベントを開催し環境教育を開催しました。

YKK黒部事業所には、黒部の原風景の再現を目指すYKKセンターパーク
「ふるさとの森」があります。身近に自然に触れることができるふるさとの
森の環境を活かして、地域の科学館や小学校と連携した、小学生対象の環境
教育活動を行っています。環境教育のプログラムでは、子どもたちに黒部の
豊かな自然を体験してもらい、環境の大切さを学ぶことを通じ、環境意識の
向上を目的にしています。
樹木板作りの教育プログラムは、2022年より開催しています。子どもたち
に、ふるさとの木に関するクイズでふるさとの森の木の理解を深めてもらっ
た後、森の木に掲示するオリジナルの名札を作ります。また、ふるさとの森
の探検プログラムは、2023年より小学校と連携して開催しています。YKK
の環境活動や森の役割を学んだ後、実際にふるさとの森に出て、動植物を観
察します。
YKKでは、今後も地域に根差した環境教育の活動に継続して取り組んでい
きます。

ふるさとの森における子どもたちへの環境教育の実施

樹木板作りの様子

C O L U M N

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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【参考】 ファスニング事業および事業運営に関わる 
その他事業等（国内）

環境負荷マスバランス （2024年度実績）

INPUT OUTPUT
ＹＫＫ

� CO2� 4.1 万 t-CO2

� フロン類算定漏えい量� 343.5t-CO2

� SOx� 0.94t

� NOx� 1.75t

� 排水� 573 万 t

� BOD� 12.1t

� 廃棄物排出量� 8,513.7t

� 廃棄物再資源化量� 8,512.4t
�（再資源化率）� （100%）�

� 電力（電力会社からの購入電力）

� � 113,090�MWh

� 燃料
�（重油、灯油、ガス、軽油、ガソリン）
� � 熱量換算　43,104�MWh

� 水（再利用を除く）�

� � 393 万 t

� 化学物質（PRTR対象物質）

� � 506.5t

� 原材料（金属・樹脂 etc.）�
� � 31,836t

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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大気汚染防止法：排ガス （国内生産拠点、2024年度実績）

施設 工場
ばいじん（g/Nm3） 窒素酸化物（ppm）

国排出基準 市・町協定値 2024年度
測定最大値 判定 （参考）

自主排出基準 国排出基準 市・町協定値 2024年度
測定最大値 判定 （参考）

自主排出基準

ボイラー YKK（株） － － 0.02 適 － 180 － 64 適 60

YSF（株） － － － － － － － － － －

水質汚濁防止法：排水 （国内生産拠点、2024年度実績） 単位:mg/L（pH除く）

項目 工場 国排水基準 都道府県排水基準 市・町協定値 2024年度測定最大値 判定 （参考）自主管理基準

pH
YKK※1（株） 5.8～8.6 �5.8～8.6 5.8～8.6 最小：6.6�

最大：7.4 適 6.0～8.4

YSF※2（株） － － �5.0～9.0※2 最小：7.1�
最大：7.7 適 5.2～8.8

BOD
YKK（株） 120 15 15 5.7� 適 5

YSF（株） － － 600 76.5� 適 200

COD
YKK（株） － － － 9.4� 適 ―

YSF（株） － － － － 適 ―

浮遊物質
YKK（株） 150 90 50 5.0� 適 10

YSF（株） － － 600 32.0� 適 120

油分
YKK（株） 5 － 3 0.5未満 適 1

YSF（株） － － 35 14.4 適 18

シアン YKK（株） 1 － 0.1 0.01未満 適 0.02

六価クロム化合物 YKK（株） 2 － 0.1 0.02未満 適 0.02

※1：河川へ放流
※2：下水へ放流

YKK（株）・YKKスナップファスナー（株）（以下、YSF） コンプライアンス状況（結果）

▍環境法規制の違反
過去5�年、環境関連法規制に係る行政処分および罰金はありません。

水質汚濁防止法：地下水 （国内生産拠点、2024年度実績） 単位:mg/L

物質名 環境基準※ 2024年度測定結果 判定

揮発性有機化合物

ジクロロメタン 0.02以下 0.002未満 適
四塩化炭素 0.002以下 0.0002未満 適
1,1-ジクロロエチレン 0.1以下 0.002未満 適
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04以下 0.004未満 適
1,1,1-トリクロロエタン 1以下 0.001未満 適
トリクロロエチレン 0.01以下 0.001未満 適
テトラクロロエチレン 0.01以下 0.001未満 適

重金属等

カドミウム 0.003以下 0.0003未満 適
シアン 不検出 0.1未満 適
鉛 0.01以下 0.005未満 適
六価クロム 0.05以下 0.02未満 適
セレン 0.01以下 0.001未満 適
フッ素 0.8以下 0.2 適
ホウ素 1以下 0.18 適

※環境基準：人の健康を保護し、および生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準

環境（Environment）

環境（Environment）

データ編 
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騒音規制法：騒音 （国内生産拠点、2024年度実績） 単位:db

工場 区分 都道府県基準値 市・町公害防止協定 2024年度測定最大値 判定 （参考）自主基準

YKK（株） 昼間(8:00～19:00） 70 60 58 適 60

YKK（株） 朝(6:00～8:00）
夕(19:00～22:00） 65 55 58 適 65

YKK（株） 夜間(22:00～6:00） 63 70 57 適 63

YSF（株） 昼間(8:00～19:00） 70 65 35 適 70

YSF（株） 夜間(19:00～8:00） 60 60 34 適 60

PRTR法：PRTR集計結果 （国内生産拠点、2024年度実績）� 単位:�t

物質
番号 対象物質名 取扱量

排出量
除去処理量

移動量
消費量

大気 公共用水域 土壌 埋立 廃棄物 下水道

53 エチルベンゼン 2.28� 2.26� 0.0� － － 0.0� 0.01� － 0.02�

80 キシレン 25.53� 3.95� 0.01未満 － － 0.0� 0.34� － 21.23�

144 無機シアン化合物 16.15� 0.03� 0.02� － － 3.21� 12.79� － 0.10�

232 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 146.17� 98.24� 0.01未満 － － 47.94� 0.0� － 0.01未満

300 トルエン 39.05� 36.06� 0.0� － － 0.0� 1.74� － 2.45�

308 ニッケル 86.92� 0.26� 0.01未満 － － 0.0� 1.91� － 84.75�

395 ペルオキソ二硫酸の水溶性塩 2.04� 0.0� 0.0� － － 2.01� 0.02� － 0.0

412 マンガン及びその化合物 180.00� 0.54� 0.0� － － 0.0� 0.01未満 － 179.46�

438 メチルナフタレン 4.75� 0.00� 0.0� － － 0.0� 0.0� － 4.75�

594 エチレングリコールモノブチルエーテル 2.92� 2.80� 0.02� － － 0.1� 0.01未満 － 0.01未満

691 トリメチルベンゼン 1.54� 0.73� 0.0� － － 0.01未満 0.01未満 － 0.81�

737 メチルイソブチルケトン 1.18� 1.18� 0.0� － － 0.01未満 0.01未満 － 0.0�

※国内生産拠点で、年間1ｔ以上取扱いのある物質を集計（特定第一種指定化学物質は年間0.5ｔ以上）
※消費量…原料として消費する量､ 製品に含有される量、または売却によるリサイクル量
※除去処理量…焼却や反応処理などで他の物質に変化する量

PRTR対象物質排出量の推移（国内生産拠点）

（年度）2021 2022 20232020 2024

400

300

200

100

0

（t）

公共用水域への排出

大気への排出

270

234
203

177
146
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関連データ：従業員数　※連結およびYKK（株）
単位 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末

連結 人 44,510� 44,410� 44,527� 45,363 46,305�
YKK（株） 人 4,849� 4,454� 4,398� 4,364 4,408�

関連データ：海外出向員　※ファスニング事業およびその他事業等
単位 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末

男性 人 468� 497� 519� 545 553�
女性 人 21� 17� 23� 27 29�

YKKは、2021年4月に国内事業会社の定年を廃止しました。これにより、社
員は会社の求める役割を果たすことができる限り、年齢に関わらず働くことが
できます。社員は、退職時期を自分で決め、一人ひとりが自分の人生と仕事に
ついて「ありたい姿」を設定し、その目標に向けて行動に移していきます。
会社は年齢、性別、国籍等にとらわれない役割を軸とした真に「公正」な人事
制度を実現していきます。社員の「自律」と会社が「公正」を追求することは、
相乗効果を生み、更なる活性化を目指します。

人事・雇用

関連データ：従業員区分等　※YKK（株）
単位 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末

性別
男女別

男性 人 3,280 2,960 2,901� 2,867 2,878�
女性 人 1,569 1,494 1,497� 1,497 1,530�

男女構成比
男性 % 68 66 66� 66 65�
女性 % 32 34 34� 34 35�

平均年齢 歳 41.7 42.0� 42.5� 42.5 42.5�

男女別
男性 歳 42.5 42.1 42.6� 42.6 42.5�
女性 歳 40.8 41.8 42.3� 42.2 42.3�

年代別

10代～20代 人 1,196 1,062 985� 917 899�
30代 人 1,107 1,008 996� 1,075 1,119�
40代 人 1,085 1,005 1,018� 990 987�
50代 人 936 892 906� 912 922�
60代以上 人 525 487 493� 470 481�

新規雇用者数 人 181 93 133� 241 251�
中途採用比率 % 9.9� 32.3� 57.9� 54.8 48.6�

平均勤続年数 年 18.3 18.5 18.7� 18.4 18.2�
離職者数 人 175 170 175� 180 171�

社会（ Social ）

C O L U M N
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▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

人事理念「自律と共生」をベースに、社員一人ひとりが、主体的に学び、他者と協働や切磋琢磨をし、それぞれの目標に積極的
にチャレンジすることを通じて成長していくことを期待しています。会社は、社員一人ひとりの自己研鑽を促し、支援するととも
に、力を発揮できる場、経験の場をつくり、社員の成長と会社の成長につなげていきます。

年1回実施している社員エンゲージメント調査の結果を精査し、人事部が主催する研修の中でも、職場の活性化や一人ひとりの
やりがいの向上に資するプログラムを検討し、実施しています。
例えば階層別研修では、自己分析やグループワークを通じて自身の役割を自覚し、リーダーとして前向きに実践できるような支
援を行いました。キャリア研修では、ライフステージ別に、参加者一人ひとりが仕事への関わり方を見つめ直し、自分の役割が前
後工程とどうつながっているかを改めて整理し、自身の「やりがい」について考えました。
この他にも、選抜型、職掌別、海外赴任前等、社員が必要なタイミングで会社として研修を用意し、社員の成長を継続的に支援し
ています。

外部講師の進行のもとディスカッションを行う
（2024年度階層別研修）

人財開発

YKKでは、昇格時に必要とされるスキル、マインドを習得するため
の機会として4つの階層（部長、課長、係長、主任クラス）で階層別
研修を実施しています。昇格後にタイムリーに学べるよう昇格年度
中の受講を基本とし、国内勤務者は集合研修で、海外赴任中はオン
ラインで参加できるよう、それぞれの階層に合わせた内容でプログ
ラムを組んでいます。

＜課長向け研修内容（例）＞
●��管理者の役割と能力（方針展開、職場運営）
●��職場構想
●��上長とメンバーをつなぐリーダーシップ
●��メンバーの把握とチーム／職場づくり

リーダーに必要なスキル・マインドの習得を支援し、 
組織全体のマネジメント力強化を目指す

関連データ　※YKK（株）

単位 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末

一人あたり研修コスト※1 円 63,275� 64,865� 79,097� 118,842� 144,409�

一人あたり研修時間 時間 8.0� 7.3� 9.4� 16.5� 18.5�

OFF-JT研修受講者数※2 人 1,436� 1,636� 2,107� 2,075 2,686�

通信教育受講者数 人 829 705 236� 354 361�

博士号取得者数 人 25 27 28 30 33�

業績とキャリア開発に関して定期的な
レビューを受けている従業員の割合 ％ 100 100 100� 100 100�

※1�研修受講者の機会コストも含む
※2�人事部主催研修�

C O L U M N
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関連データ　※YKK（株）

単位 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末

平均労働時間 時間 1,650 1,842 1,828� 1,839 1,858�

有給休暇消化率 ％ 77.7 83.7 85.0� 82.7 80.7�

男性育児休業取得率 ％ 46.2� 69.6� 61.7� 86.5 73.4�

男性育児休業取得者数 人 55 71 66 90 69�

男性育児休業取得日数 日 17 20 26 50 51�

育児勤務制度利用者数 人 175� 187� 192� 208� 217�

介護勤務制度利用者数 人 6� 8� 5� 9� 18�

フレックスタイム勤務制度利用者数 人 548 698 943� 1,259� 1,460�

女性管理職数 人 53 54 68� 73� 83�

女性管理職比率 ％ 6.1 7.0 8.5� 8.9� 9.1�

障がい者雇用率
YKK（株） ％ 2.30 2.49 2.54� 2.58� 2.52�

YKKグループ
5社合計※ ％ 2.50 2.52 2.63� 2.67� 2.68�

▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

グローバルに事業展開を行ってきたYKKでは、年齢、性別、国籍はもとより、スキルや経験などさまざまなバックグラウンドや個
性を持った多様な人財が働き、それぞれの力を発揮しています。ダイバーシティ（多様性）に富む人財の結集から、YKKでは、そ
れらが有機的に機能し、確実に事業競争力の強化へ結びつける、ダイバーシティ＆インクルージョンの実現を目指しています。

多様な人財が能力を十分に発揮し、長期的なキャリア形成ができるよう、多様な働き方を受け入れるための公正な制度設計を
進めています。配偶者の転勤同行による退職を回避するために一定期間の休職ができる「ライフデザイン支援休職制度」、退
職者が再度YKKでの勤務を希望する場合に利用できる「ジョブリターン採用」等を導入しています。2024年度は、両立支援制
度利用における勤続年数の条件緩和や「ならし保育休暇」を保育園転園時にも利用できるよう見直しを実施しました。在宅勤
務、時差勤務やフレックスタイム勤務など柔軟な働き方を推進し、社員一人ひとりが働くことを楽しみ、働きがいのある会社を
目指すための仕組みづくりを進めています。

ダイバーシティ＆インクルージョン

YKK六甲株式会社は、1998年に設立したYKKグループの特例子会社で
す。印刷業務から開始し、その後、Webサイト業務・ファスナーや窓のサン
プル帳製作など、YKKグループの業務を中心に事業を展開してきました。
グループ各社からの要望に応えるため、障がいの有無にとらわれない適材
適所の人員配置を実施。また、一人ひとりの特性を見極め、時間をかけて
向き合うことで、周囲の人と支え合い、自ら率先して考え行動できる人財
育成にも力を入れています。さらに、社員各々の状態に配慮しつつ、障が
いがあっても能力を発揮でき、できる限り自身の力で乗り越えられるよう
な環境づくりを大事にし、社員の挑戦意欲をサポートしています。

障がいの有無に関係なく、 
誰もがいきいきと働ける環境を提供し続けるYKK六甲株式会社

YKK六甲株式会社

C O L U M N

※YKK(株)、YKK�AP(株)、YKKビジネスサポート(株)、黒部クリーンアンドグリーンサービス(株)、YKK六甲(株)

社会（Social）
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YKKは、2023年に営業本部機能をベトナムに移管しました。現地では、
さまざまな国や地域の社員が働き、多様性に富むチームづくりを進めて
います。日本から赴任してきた若手や中堅社員も加わり、「多様な人財」
の活躍の場が広がっています。
グローバルに事業を展開するYKKは、さまざまな国／地域との取引が
前提です。お客様とのコミュニケーションをスムーズに進めるためにも、
このようなダイバーシティに基づいた社員のチームが編成されること
で、細かなニーズや声を広く聞くことができ、多様な顧客要望の実現に
つなげることができます。さらに、幅広い価値観を持つ社員が集まり、
さまざまなアイデアや視点が創発されることで、お客様への新たな価値
提供につなげることも目指しています。
今後も、さまざまな国や地域の出身者の積極的な採用と育成を通じて、
グローバルに活躍する人財育成を推進していきます。

2024年9月、YKK�APアメリカ社社外取締役のアレックス・グレゴリー
氏を囲み、YKK50ビルおよびオンラインで「車座集会」を開催し、100
名以上が参加しました。
アレックス氏は、2002年から2018年にYKKコーポレーション・オブ・
アメリカ（以下YCA）の社長、会長、CEOを務めるとともに、YKK株式
会社においては、外国籍として初のグループ執行役員、取締役を務めま
した。
車座集会には、さまざまな国や地域のグループ会社社長・社員が参加
し、YCAが直面した課題や経験談、Americasの基本行動指針に込めた
想いなどに耳を傾けました。多くの質問が飛び交い、YKK精神「善の巡
環」、「経営理念」への理解を深める機会となりました。

ベトナムにおける多様な人財から成るチームづくり

アレックス・グレゴリー氏の車座集会を開催

更なる社員のキャリア自律意識の向上を目的として、社内公募制度は2021年度から社員主導型の人事異動として
開始し、異動者は148名（2025年3月31日時点）となりました。多様人財の活躍と同時に自己実現に向けてチャレ
ンジする場を広げるために、年度内に2回実施しています。社内公募制度を活性化させ、社員にとって働きがいのあ
る環境整備を行っていきます。

社内公募制度の導入

YKKベトナム社の社員

車座集会の模様

C O L U M N
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2025年度YKK安全衛生目標

安全は全てに優先する 

労働安全衛生

▍基本的な考え方

▍第6次中期安全衛生活動

▍第7次中期YKK安全衛生方針

YKKグループは各社が取り組むべき方向性を示す普遍的な方針として、1994年に「YKKグループ安全衛生宣言」を制定して
います。その宣言に則り、安全・健康に配慮し、一人ひとりが安全衛生への強い自覚を持つことで、安全で安心して働ける職場
環境の形成を目指し、さまざまな安全衛生活動を実施しています。

YKKでは、中期事業方針に合わせ、中期の安全衛生方針を4年ごとに策定しています。2021年度からの第6次中期YKK安全
衛生方針では、従業員の安全と健康の向上に向け「安全は全てに優先する」をキーワードに、全員参加で安全で安心な職場環
境づくりや健康づくりを推進しました。
労働災害ゼロに向けた活動としては、経営トップによる現場巡視の実施や、積極的なリスクアセスメントの実施などの取り組み
により、2024年度の労働災害被災者数は2021年度比で60％削減することができました。
また、火災ゼロに向けた活動としては、防火基準を作成し、セルフチェックを行い、改善を進める事で全ての事業所で防火体制
の底上げを行いました。

2025年度からの第7次中期YKK安全衛生方針も「安全は全てに優先する」を継続し、全員参加で安全衛生活動に取り組むと
ともに、社員のエンゲージメントを支える安全で安心な職場環境づくりを推進していきます。

第7次中期　YKK安全衛生方針（2025年度～2028年度）

安全は全てに優先する
一人ひとりが安全衛生への強い自覚を持ち、全員参加で安全衛生活動に取り組むとともに、

社員のエンゲージメントを支える安全で安心な職場環境づくりを推進します。
行動指針

2025年4月1日
YKK株式会社�代表取締役社長

松嶋　耕一

 労働安全 　労働災害ゼロ
1機械起因災害ゼロ

●��全ての業務プロセスの潜在的なリスク評価・対策徹底

2人的起因災害ゼロ
●��定期的な啓蒙活動と安全教育徹底による危険感受性の向上
●��エイジフレンドリー職場の実現

3製造工程内化学物質の適正管理
●��「化学物質使用時の健康障害防止基準」の運用開始・遵守徹底

4安全衛生コンプライアンスの徹底
●��トップ主導による安全衛生関係法令遵守（管理体制強化）
●��YGCCを活用した安全管理水準の底上げ

 防火 　火災ゼロ
1火災事故再発防止に向けた水平展開の徹底

●��グローバル防火管理基準運用の遵守徹底

2防火管理レベル向上
●��防火教育実施による防火知識、意識向上

2025年4月1日
YKK株式会社�環境・安全・施設管理部長

前田 稔

▍2025年度YKK安全衛生目標
2025年度の安全衛生目標は、2024年度に引き続き、労働災害ゼロ、火災ゼロを掲げ、安全・防火教育の徹底、法令・社内基準
の遵守を強化し、YKK全体で安全管理水準の向上に取り組んでいきます。

■�全従業員の安全意識向上と安全行動徹底を図り、人的起因による労働災害を撲滅します。
■�設備や作業環境の危険有害要因を把握し、適切なリスク除去・低減を図ることで機械起因による労働災害を撲滅します。
■�安全衛生コンプライアンスのため、安全衛生活動の体制を確立し、継続的に改善します。
■�火災リスクの高い設備の点検・整備・清掃を徹底し、火災発生リスクを最小化することで火災を撲滅します。

社会（Social）
データ編
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労働災害統計　※ファスニング事業および事業運営に関わるその他事業等

労働災害統計 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

国内

度数率（休業1日以上）　※社員 0.22 0.00 0.24 0.36 0.35

※度数率：労働災害発生の頻度を表す指標
労働災害による休業被災者数

延べ実労働時間数 �×1,000,000

海外

年千人率（休業1日以上）　※社員・派遣 1.7 2.1 2.6 1.5 1.4

※�年千人率：1年間の労働者1,000人当たりに
発生した死傷者数の割合

1年間の休業被災者数
1年間の平均労働者数 �×1,000

YKKで働く全ての従業員が、化学物質による健康障害を起こさな
いために、化学物質を安全に使用するためのガイドラインを定めま
した。ガイドラインでは化学物質の取り扱い、保管、廃棄、個人用保
護具の選定・使用方法、作業環境管理、事故対応などの具体的な手
順や指針を規定し、より安全な基準としてグローバルで展開してい
きます。
化学物質を使用する従業員一人ひとりが、化学物質の持つ危険性、
有害性について理解し、適切な取り扱いを行うことで、労働災害や
健康障害のない安全で安心な職場環境づくりを推進していきます。

「化学物質使用時の健康障害防止ガイドライン」の発行

C O L U M N
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▍基本的な考え方

▍2024年度の取り組み

YKKは、従業員の健康を経営課題として捉え、社内外に明確に伝えるために「健康宣言」を制定し、人事部、産業医、健康保
険組合と各事業の健康推進責任者で構成される「YKKグループ健康推進協議会」のもと、生活習慣病の減少やメンタル疾患
の抑制など、健康づくりを推進します。

2024年度は、5つの重点施策に取り組みま
した。①生活習慣病の減少では、健診受診率
100％、特定健康診査実施率90％、特定保
健指導実施率56％、喫煙率20％以下に向け
た禁煙への取り組みの実施。②メンタル疾患
の抑制では、対象者への研修実施、ストレス
チェック後の高ストレス者面談や職場環境改
善活動の実施。③病気の治療と仕事の両立
支援では、会社と健康管理センターの連携に
よる両立支援の推進。④健康管理体制の強化
では、全従業員が保健スタッフによるサービ
スが受けられる体制作りの推進。⑤運動習慣
の意識向上では、目標である参加率75％以上
に向けた健康づくりキャンペーンの推進。

健康経営

YKKは、5つの重点施策への取り組みに加え、2024年度では健康経営に
関連する情報の社外開示を進めるとともに、サプライチェーンも含めた健
康推進活動を強化してきたことが評価され、経済産業省と日本健康会議が
選定する「健康経営優良法人2025」大規模法人部門において、5年ぶりに
ホワイト500の認定を取得することができました。

YKKでは喫煙率が高いことを課題として認識しており、全体喫煙率20%以下を目指しています。2024年度では、禁煙
キャンペーンを2回、全社一斉禁煙デーを世界禁煙デーと毎月22日の計13回実施、年度末には就業時間内禁煙制度
を確立しました。また「チャレンジ禁煙」として禁煙に挑戦する方へのサポートも行っています。

●��2024年度 禁煙キャンペーン　 5/27～6/30、12/23～2025/1/31（2回）
●��2024年度 全社一斉禁煙デー 5/31（世界禁煙デー）+毎月22日
●��就業時間内禁煙　制度確立(2025年4月より実施)

「健康経営優良法人2025 ホワイト500」に認定

主要KPI：禁煙の推進

関連データ　※YKK（株）

単位 2020 
年度

2021 
年度

2022 
年度

2023 
年度

2024 
年度

ストレスチェック受検率 % 99.1 98.4 99.1 99.4 98.6
高ストレス者率（厚生労働省基準） ％ 10.3 11.8 11.6 11.7 11.6
運動習慣がある人の割合
(1日30分以上の運動を週１回以上)

% 47.9 47.4 48.1 47.8 49.1

運動づくりキャンペーン参加率 % 68.0 60.5 66.5 65.2 65.4
定期健康診断受診率 ％ 99.7 99.9 100 100 －※

精密検査受診率 ％ 78.0 85.6 83.2 89.2 －※

メタボリックシンドローム該当者率 % 16.8 16.0 16.0 14.6 －※

特定保健指導対象者率 % 19.7 18.8 19.2 18.2 －※

特定保健指導実施率 % 51.3 50.4 52.3 58.4 －※

長期休業日数（休職日数） 日 6,904 7,641 7,891 9,752 8,960
プレゼンティーズム（平均点）�
（WHO-HPQの絶対的プレゼンティーズム） 点 57 60 60 60 62

※2024年度は集計中

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

喫煙率 % 21.7 21.2 20.4 20.6� 18.9

C O L U M N

社会（Social）
データ編

https://www.ykk.com/csr/responsibility/laborpractices/health.html
https://www.ykk.com/csr/responsibility/laborpractices/health.html
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人権

▍基本的な考え方
YKKグループは人権方針を策定し、人権を尊重して事業活動を展開しています。

YKKグループ人権方針
● 価値観
YKKグループは、YKK精神「善の巡環」を全ての事業活動の根幹としています。
企業は社会の重要な構成員であり、共存してこそ存続でき、その利点を分かち合うことにより社会からその存在価値が認められ
るものです。YKKの創業者�𠮷田忠雄は、事業をすすめるにあたり、その点について最大の関心を払い、社会の構成員がお互いに
繁栄する道を考えました。事業活動の中で発明や創意工夫をこらし、常に新しい価値を創造することによって、事業の発展を図
り、それがお得意様、お取引先の繁栄につながり社会貢献できるという考え方です。
私たち、YKKグループはこの考えに則った事業活動を行うために社会に対し責任ある行動をとります。その一環として7原則と
29の細則からなるYKKグループ行動指針(YKK�Group�Code�of�Conduct)において、世界各国／地域のYKKグループ社員が

共通した認識をもって遵守すべき行動指針を定めています。その指針の中には、いかなる事由による差別や人権侵害も行わない

ことを明確に定めており、本方針は、YKKグループ行動指針で記した原則の一つである「人権の尊重」を補完するものです。
● 適用範囲
YKKグループは、本方針をYKKグループの全役員および従業員に適用します。また、サプライヤーを含むビジネスパートナーお
よびその取引先、およびYKKグループの事業、製品またはサービスに関わる他の関係者の人権への悪影響(負の影響)がYKKグ
ループの事業、製品またはサービスと直接関連している場合、YKKグループは、その関係者に対しても、人権を尊重し、人権に
対する侵害を回避し、関与する人権への負の影響に対処するよう働きかけます。

● 人権尊重へのコミットメント
YKKグループは国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、「国際人権章典」や「労働における基本的原則および権利
に関するILO宣言」の、人権に関する国際規範を支持・尊重し、YKKグループの企業活動全体において事業活動から影響を受け
る人々の人権を尊重する責任を果たします。
各国／地域の法令等やその執行によって国際的な人権が適切に保護されていない場合、YKKは国際的な人権の原則を最大限尊
重するための方法を追求します。

● 体制・ガバナンス
YKKグループは、経営理念「更なるCORPORATE�VALUEを求めて」において、一貫して公正であることをあらゆる経営活動の
基盤としています。こうした考えに沿って、より一層の企業価値の向上を図ることを目的としたコーポレート・ガバナンス体制の
充実に取り組んでいます。
人権を含むサステナビリティ課題はYKK経営戦略会議／取締役会直下の組織として、YKK代表取締役社長を委員長とする
「YKKサステナビリティ委員会」によって方針を策定の上、関連部門、国内外のグループ会社に展開し、部門横断的な活動を
行っています。

● 人権デュー・ディリジェンス
YKKグループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、人権デュー・ディリジェンスを実施します。その仕組みを
通じて、人権への負の影響を特定し、その未然の防止や軽減に取り組みます。

● 人権教育
YKKグループは、本方針が企業活動全体に定着し効果的に実施されるよう、役員および従業員に対して適切な教育と研修を行う
とともに、取引先等の関係者へ働きかけます。

● 是正・救済措置
YKKグループは事業、製品またはサービスが、その影響を受ける人々の人権に負の影響を引き起こした、または助長したことが
判明した場合は、関係者と誠実に対応するとともに、原因となった企業活動の是正に取り組みます。また、YKKグループの事業、
製品またはサービスが、関係者を通じて、人権に対する負の影響に直接関連したことが明らかになった、またはその関連が疑わ
れる場合、関係者への働きかけを通じて救済に努めます。人権に負の影響が生じた、またはそのおそれのある人々が相談可能な
社内相談窓口・社外相談窓口を通じてステークホルダーから懸念や苦情を受け付けることができる体制構築に取り組み、問題
解決または救済の実施に努めます。

● 透明性の確保・コミュニケーション
YKKグループは定期的に人権への取り組み進捗を評価し継続的な改善を図るとともに、ホームページおよび報告書、その他のコ
ミュニケーション手段を通じて、取り組みの進捗状況を開示します。
YKKグループは、自社の事業活動が人権に及ぼす影響について、影響を受ける人々の視点から理解・対処・改善できるように、
事業や環境の変化に応じて適切に対応し、本方針の一連の取り組みを進化させていきます。

● 人権尊重への継続的取り組みに向けて
今後も人権尊重への取り組みを継続・強化していくために、事業や環境の変化に応じて適切に人権課題に対応し、適宜方針を見
直してまいります。

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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▍2024年度の取り組み
YKKでは、YKKグループ人権方針を掲げ、人権の尊重ならびに侵害リスクの特定・是正に向けた取り組みを推進しています。
また、人権尊重等を含むYKKグローバルコンプライアンス基準（YGCC）に基づいた対象全拠点でのYGCCのセルフチェック・
実地監査を実施するとともに、サプライヤーなどお取引先におけるCSR状況調査を通じて人権侵害リスクの特定・評価を継続
し、確認された課題への対応、リスクの軽減に向け、是正を進めています。
労働時間管理に対する要求の高まりを受け、2023年度により厳格な労働時間管理に対する方針を策定しました。2024年度
には、ファスニング事業の全製造拠点において、労働時間の週次管理体制の構築を完了しています。また、人権の尊重に向けた
取り組みの一つとして、ハラスメント防止等に向けた、対面研修、eラーニング、パンフレット配布、通達の発信等を継続して行っ
ています。

▍YKKグループ行動指針（ YKK Group Code of Conduct ）
「YKKグループ行動指針」は、7原則と29の細則からなり、国連グローバルコンパ
クトが掲げる10原則や国際労働機関（ILO）が掲げる基本8条約を参照・準拠し、
SDGsにもつながるものです。社員一人ひとりが、この「YKKグループ行動指針」を
実践し、コアバリューに掲げる「一点の曇りなき信用」をあらゆるステークホルダー
からいただけるよう、取り組んでいきます。

YKKグループ行動指針（全文）
https://www.ykk.com/philosophy/guidelines.html

YKKグループにおいて必要とされるコンプライアンスの水準を示し、それをモニタリングするシステムとして、2013年より、
YGCCを導入しました。国際的な基準や顧客からの要求等をもとに、YGCCは定期的に見直され、2024年にYGCC4.1となりま
した。具体的には、管理体制、労働条件、勤務時間と賃金、安全衛生、
環境、公正な事業慣行といったテーマについて、合計で400を超える
項目を定め、自主的なセルフチェックおよび外部コンサルタントによる
監査を実施しています。要求水準に達しない項目がある場合には、項
目の重要度に応じて定められた期間内に改善することが義務づけられ
ます。このYGCCを通じて、各事業会社のコンプライアンス体制がYKK
グループにおいて必要とされる水準に達しているか、それが維持されて
いるかを確認しています。

関連データ
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

YGCC第三者監査の実施件数 件 6※ 9※ 16 14 24

※��2020年度、2021年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で必要最低限の事業会社での実施のみ。

▍YKKグローバルコンプライアンス基準（ YGCC ）の運用状況

▍苦情処理メカニズム
内部通報制度をYKKグループは、人権リスクを収集し、把握した負の影響に関して対処するための仕組みである「苦情処理メ
カニズム」を人権対応の重要な取り組みと捉え、その一環として、2023年度より、お取引先に対するYKKグループの役員およ
び社員による業務上の不正行為や法令違反の相談の受付を開始しました。そして、2024年度から、お取引先の社員の方の人
権侵害を含む、社内外のステークホルダーからの人権侵害に関する相談を受ける「不正・法令違反／人権侵害等に関する相
談・通報窓口」を設置し、各ステークホルダーからの懸念や相談を受け付けることとしました。

●�コンプライアンス
●�公正な事業慣行
●�人権の尊重
●�環境との調和
●�安全衛生
●�商品の品質および安全性
●�コミュニティへの貢献

YKKグループ行動指針
7原則

関連データ：2024年度
地域 東アジア Americas EMEA ASAO 中国

YGCC第三者監査の実施件数 件 2 4 �6 �6 6

セルフチェック実施件数 件 4 7 21 12 7

社会（Social）
データ編
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YKKのサプライチェーン（イメージ）

▍CSR調達とお取引先への要請事項

サプライチェーンマネジメント
▍基本的な考え方
YKKグループは、サプライチェーン全体で社会的責任を果たすべく、以下の調達方針を定めています。

YKKグループ調達方針
当社は、「善の巡環」の企業精神のもと、企業は社会の重要な構成員であり、共存してこそ存続でき、その利点を分かち
合うことにより、社会からその存在価値が認められるとの考え方を事業活動の基本としてきました。これは、“他人の利
益を図らずして自らの繁栄はない”という考え方で、お互いが繁栄するよう事業活動の中で発明や創意工夫をこらし、事
業の発展を図り、それがお得意様、お取引先様の繁栄につながり、社会貢献できるということを意図しており、社会的責
任の実践に他ならないと考えています。

YKKでは、「サステナビリティビジョン2050」の目標達成に向け、自社での活動に加えて、サプライチェーン全体での取り組みを
進めています。
社会・環境に配慮したCSR調達活動を実施するとともに、お取引先への要請事項として「取引基本原則」を定めています。こ
の取引基本原則は、OECDガイドラインに沿ったもので、お取引先にもその遵守状況を確認し、共に社会的責任を果たすこと
を目指したパートナーシップ強化を図っています。また、CSRアンケート調査（下図Step2)においては、2025年度より、移民
労働者への人権対応の内容をより明確にした形で項目を追加し、活動を深化させています。

取引基本原則の
収集

訪問調査

CSRアンケート
調査取引先評価

Step1
サプライヤーに取引基本原
則に賛同してもらい、署名
を求める

Step3
サプライヤー訪問し、取引
基本原則の内容遵守確認

Step2
サプライヤーにCSR活動状況
アンケートを通じ定期確認

Step4
CSR活動状況を取引先評価
に用い、継続的に改善

●�法令等の遵守
●�公正かつ倫理的な取引慣行
●�人権
●�賃金
●�労働時間
●�安全衛生・職場環境
●�環境
●�品質・製品安全
●�情報セキュリティ
●�監査

お取引先への要請事項 
「取引基本原則」

購入販売縫製販売
サービス

生産技術

製造調達供給

商品開発マーケティング
商品企画

上流

サプライヤー YKK 消費者縫製業者
（ベンダー）

アパレル
メーカー

下流

Y
K
K

YKK    YKK    YKK

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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▍2024年度の取り組み

Europe
全サプライヤーの大部分から取引基本原則取得完
了。CSRアンケートおよび訪問調査も並行して順次
実施中。

ISAMEA
全サプライヤーの大部分か
ら取引基本原則取得完了。
主要サプライヤーに対して
CSRアンケ ートを 実 施し、
CSRへの取り組み状況を取
引先評価に順次反映。

日本
取引基本原則のグローバル運用徹底。CSRアンケートに気候変動対
応の設問を追加し、CSR調達にサプライヤーエンゲージメント活動
を組み込み推進。「Copper Mark」取得奨励も推進中。中国

主要サプライヤーから取引基本原則取得完了。
CSRアンケートおよび訪問調査を実施し、上海
YKKジッパー社とYKK深圳社でCSRの取り組み状
況を取引先評価に反映すべく推進中。

Americas
YKK U.S.A.社において、取引基本原則
の取得からCSRの取り組み状況の取引
先評価への反映まで、一連の活動を完
了。カナダ、メキシコ、ブラジルなど域
内各国／地域へも取組みを展開中。ASEAN

各事業会社にてCSR調達の進捗を確認。CSRアン
ケートおよび訪問調査を実施し、取引先評価にも反
映。2025年度は社員用・サプライヤー用のCSR教
育ツールを拡充。

ファスニング事業では、サプライチェーン全体で社会的責任を果たすためにCSR調達を推進しており、原材料から商品に至る
全工程を通じて「有害物質を含まない材料の調達」「適切な製造工程や労働環境で作られた物品の調達」「カーボンフットプ
リントの低減、リサイクルの促進を目指した材料の調達」に取り組んでいます。
また、CSR調達アンケートを継続的に実施してお取引先におけるCSRの状況を把握し、その評価結果をフィードバックすると
ともに、必要に応じて訪問・面談を行うことでお取引先と共に改善活動を進めています。さらに、お取引先とのパートナーシッ
プが重要であるとの認識のもと、お取引先各位との相互理解をより深めるため、当社からの要請事項を「取引基本原則」※とし
て明示し、ご理解、ご賛同いただくとともに、当社と共に社会的責任を果たしていくことを目指しています。
また、2022年度からサプライヤー・エンゲージメント活動を強化し、「YKKサステナビリティビジョン2050」で掲げる5つのテー
マ（気候、資源、水、化学物質、人権）について、お取引先と共に目標達成を目指す協働関係づくりにも取り組んでいます。2024
年度は、カーボンフットプリント情報収集および低CO2材料・再生材料化をさらに推進するべく、気候変動要件を盛り込んだ
覚書の締結対象のお取引先の範囲を拡大するとともに、カーボンフットプリントの具体的な算出基準、第三者認証の有無等の
情報まで深掘りした確認を推進しています。

※取引基本原則の詳細は、こちらをご覧ください。�
　https://www.ykk.com/pdf/csr/ykk_procurement_ja.pdf

C O L U M N

国際環境非営利団体CDPによる「CDP2024サプライヤー・エンゲージ
メント評価」において、3年連続で最高評価の「サプライヤーエンゲージ
メント・リーダー」に選定されました。YKKのサプライチェーン全体での
温室効果ガス排出量を削減するためのガバナンスや目標、ならびに、サプ
ライヤーと連携した温室効果ガス排出削減の取り組み等が、グローバル
リーダーにふさわしいと評価されたことによるものです。また、2025年2
月には、同じくCDPによる2024年度の気候変動に関する調査において、
2年連続で最高評価の「A」を獲得しています。引き続き、パリ協定の達成
に向けた気候変動対応と透明な情報開示に取り組みます。

CDP「サプライヤーエンゲージメント・リーダー」に選定

社会（Social）
データ編
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▍基本的な考え方

▍第６次中期品質活動

顧客や社会からのニーズに新たな価値を提供するため、開発から製造、販売、アフターサービスまで全てのプロセスで、品質に
こだわり取り組みます。海外を含むファスニング事業において、ISO9001認証を取得し、品質マネジメントシステムの継続的な
改善、また、グローバルな品質基準を定め、顧客へ同一の品質水準の商品を提供します。

第６次中期YKK品質方針のもと、安全・安心なサービスの提供、化学物質による環境への影響・負荷の低減による持続可能な
社会への貢献を図ってきました。製品の化学物質管理強化では、YKK�RSL（規制物質リスト）の改定による製品の化学物質管
理強化と基準への適合を図り、「最高の品質を最小のコストで実現」に注力し、品質コストマネジメント推進と各プロセスの品
質リスク低減活動を推進しました。

品質

第7次中期　YKK品質方針(2025年度～ 2028年度)
第7次事業方針『ONE YKKによる持続可能社会実現への貢献～顧客・社員・社会の感動体験を創出する企業への進化
～』のもと、品質にこだわり続け、「より良いものを、より安く、より速く、よりサステナブルに」そして、業界をリードす
るわくわくする商品とサービスを提供します。

行動指針
■�お客様の声や社会のニーズを敏感かつ真摯に受け止め、研究開発から製造、販売、アフターサービスまでの全てのプ
ロセスにおいて、お客様に感動を与える安全・安心な商品・サービスを提案・提供します。

■�品質コストマネジメントを推進し、品質課題に対して技術による改善・改良を継続的に図り「最高の品質を最小のコス
ト」で実現します。
■�将来世代にわたり豊かな社会を残すため、ファスニング事業に関わる化学物質による環境への影響・負荷を最小限に
とどめ、持続可能な社会へ貢献します。

2025年4月1日
YKK株式会社�代表取締役社長

松嶋 耕一

▍第7次中期YKK品質方針
第7次中期事業方針のもと、第7次中期YKK品質方針を定め、取り組みを推進していきます。

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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YKKは毎年11月を品質月間と定め、さまざまな品質啓発活動を推進しています。2024年度のテーマは「Back�to�
Basics!�Quality�Builds�Trust�and�Satisfaction」とし、従業員の意識啓発に関する作品をグローバルの製造拠
点から募集しコンテストを開催しています。そして、グローバルの参加者による投票を行い、入賞作品を選びます。
2024年は全36作品の中からYKKインド社とYKKスペイン社が最優秀賞に選ばれました。

World Quality Month 2024コンテストの開催

C O L U M N

品質関連認証取得状況
認証 概要

ISO9001�/�ISO14001�/�ISO45001 YKKでは、多くの拠点でISO9001、ISO14001、ISO45001の認証を取得してい
ます。
※各拠点の認証取得状況についてはお問い合わせをお願いします。

OEKO-TEX®�STANDARD�100 エコテックス®スタンダード100（OEKO-TEX®�STANDARD�100）とは、350種
類以上の有害化学物質を対象とする厳しい分析試験にクリアした製品だけに与え
られる世界最高水準の安全な繊維製品の証です(https://www.oeko-tex.com/
jp/our-standards/oeko-tex-standard-100)。YKKでは多くの拠点でエコテック
ス®スタンダード100製品クラスIの認証を取得しています。最新の情報は、
https://www.oeko-tex.com/jp/buying-guide�を参照ください。なお2017年に、
YKK�はJAPAN�OEKO-TEX®�AWARD�2017において、最優秀賞の「GRAND�
PRIX」を受賞しています。
※�エコテックス、OEKO-TEXは、ÖTI-Institut� für�Ökologie,�Technik�und�
Innovation�GmbHの登録商標です。

bluesign�System bluesign�システムは、繊維業界において環境、労働、消費者の観点における持続
可能なサプライチェーンを認証するシステムです。YKKは、「bluesign�System�
Partner」として認証されています。bluesign�認証を取得した商品（ファスナー
や樹脂パーツなど）の詳細を、YKKデジタルショールーム（https://
ykkdigitalshowroom.com/jp/b1f/eco-friendly_products/bluesign_
approved/）で紹介しています。

社会（Social）
データ編
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コーポレート・ガバナンス

ガバナンス（ Governance ）

▍会計監査人に関する事項
会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人

報酬等の額

①公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額 �97百万円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 138百万円

※1�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額が明確に区分
されておらず、実質的にも区分できないため、①の額にはこれらの合計額を記載しています。

※2�非監査業務の内容該当事項はありません。
※3�重要な子会社の計算関係書類監査を行う者に関する事項

当社の重要な子会社のうち、YKKコーポレーション・オブ・アメリカ、YKK�U.S.A.社ほか15社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国にお
けるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の規定によるものに限る）
を受けています。

※4�監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由
監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査人の職務遂行状況、報
酬見積りの算定根拠について確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意しています。

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難
と認められる場合には、監査役会の決定に基づき、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提案します。

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section



No. リスク項目 想定される主な影響 主要な対応策

1 退職給付債務の
増加

・退職給付債務計算における割引率の低下や年金資
産の運用利回りが悪化したことによる退職給付費
用及び退職給付債務の増加

・目標収益率に見合う分散を効かせたポートフォリオの構築
・リスクの大きい株式については運用資産残高相当を想定元本とし
たダイナミックヘッジ手法による株価暴落への備え

2 保有株式の株価
下落

・保有している上場株式の大幅な株価下落による保
有株式の減損又は評価損発生

・規程での投機目的による株式運用の禁止
・関係会社株式及び政策保有株式のみの保有

No. リスク項目 想定される主な影響 主要な対応策

1 国際紛争・内戦

・進出国での紛争や内戦による長期での生産停止や
撤退、資産没収

・海外生産拠点の分散化や生産管理体制の強化等による生産停止
リスクの最小化
・BCPの策定及び危機管理対応マニュアル作成・危機管理教育
・地域統括会社との連携強化・現地要請に基づくグループ支援

2 サイバーインシ
デント

・社内システムやサーバーへのランサムウェア攻撃
によるデータ流出、攻撃者による暗号化に伴う業務
停止

・オフラインバックアップ、脆弱性対応強化、情報セキュリティ教育
・インシデント対応体制の強化

3 原材料、燃料の
高騰・供給逼迫

・原材料・資材価格の高騰による製造原価の上昇
・気候変動抑制のための環境規制による燃料等のコ
スト増加

・原材料・資材の複数購買体制整備
・継続的な製造コスト削減施策の実行と代替原材料・代替商品の開発

4 設備投資への�
失敗

・事業判断や需要予測の誤りによる設備投資の失敗 ・設備投資計画策定における効果計算、判定・承認プロセス等の設
備投資管理の強化

5 技術進歩への対
応遅延

・環境対応を含む技術進歩への対応遅延による事業競
争力低下

・月次での主要開発テーマの進捗確認

6 景気悪化・需要
低迷・競争激化

・景気悪化・需要低下・気候変動・少子化に伴う売上
減少や競争激化

・価格競争力のある製品や高付加価値製品の提供による市場にお
ける優位性確保

7 為替変動

・急激かつ大幅な通貨安による輸入原材料の支払い
急増

・顧客・仕入先との取引通貨、価格の改定交渉
・為替予約等によるヘッジ
・実需に基づく外貨のみを保有
・海外グループ会社からの外貨建借入によるヘッジ

8 マーケティング
失敗・参入遅延

・マーケティングの失敗や市場参入への遅延による
商機損失

・市場分析の精度向上、事業会社と連携した販売促進強化

9 独占禁止法・�
下請法違反

・競争法・下請法等の法令違反による排除措置命令、
制裁金支払い、刑事罰

・法改正の周知
・各種研修・e-learning等のコンプライアンス教育
・各種規程・ガイドラインの制定・運用（競争法接触報告制度、
YGCC等の各種モニタリング運用）
・懲戒制度の適正運用及び再発防止

10 外為法違反 ・外為法違反による行政処分と会社の信用低下 ・法令改正の影響を踏まえたガイドラインの整備と周知・運用徹底

11 贈収賄

・贈収賄規制違反による損害と会社の信用低下 ・贈収賄防止ポリシー及び贈答規程・ガイドライン、YGCC、アセス
メントツールに基づくモニタリング
・各種研修・e-learning等のコンプライアンス教育
・内部通報窓口の設置及び定期的なモニタリング
・懲戒制度の適正運用及び再発防止

12 個人情報保護法
令違反

・各国の個人情報保護法（GDPR等）に抵触したこと
による課徴金支払い

・情報の取扱に関する規程の周知・運用徹底
・インシデント対応計画書（IRP）の整備

13 大規模地震（津
波含む）

・地震・噴火等の大規模自然災害による従業員の死傷
や操業・出荷停止や修繕費用支払い

・定期的な防災訓練・緊急時対応教育BCPの継続的見直し
・建物耐震診断と補強工事及び重要設備の災害対策

14 大規模風水害
・台風や気候変動による集中豪雨等の増加に伴う被
害頻度の増加

・リスク存在拠点の選定と事前調査（影響評価）の拡充
・重要設備への浸水対策とノウハウ蓄積・活用
・初動対応マニュアルの整備

15 製品規制法令違
反

・製品に関する法令や規制違反によるリコールや損
害賠償・罰金の支払い

・各国の品質関連法規制の特定
・対象法令の管理規程の整備・運用
・製品法令、社内規程の教育

16 移転価格税制に
おける追徴課税

・税務当局の調査により海外子会社との内部取引及
びサービス提供に対する不適正を指摘されること
による追徴課税

・当社と子会社間の移転価格に関する情報・認識の共有、連携強化
・外部専門家の活用等を通じた税務リスク管理及び税務コンプラ
イアンス体制の強化
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リスクマネジメント
財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のあると認識している主要なリスクは、以下の通りです。

①　財務リスク

②　ファスニング事業におけるリスク

ガバナンス（Governance）
データ編



コンプライアンス意識調査設問・結果（一例） 2022年度 2023年度 2024年度

あなたの所属部門では、ハラスメントが起こらないように意識され
ていますか？ 5.30� 5.05� 5.41�

あなたは、自身の担当業務に適用される法令や、業務上守るべき社
内規則およびルールを知っていますか？ 5.66� 5.32� 5.67�

あなたは、内部通報制度の内容（通報対象行為、通報者の保護など）
および通報先を知っていますか？ 5.80� 5.13� 5.54�

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

第1回 名 4,105 4,042 4,398 4,395 4,290

第2回 名 開催なし 4,287 4,319 4,351 4,424

第3回 名 開催なし 開催なし 開催なし 開催なし 4,383

合計 名 4,105 8,329 8,717 8,746 13,097

コンプライアンス研修受講者数
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コンプライアンス
▍コンプライアンス意識調査の実施
YKKグループは、定期的に従業員のコンプライアンス意識調査を実施し、コンプライアンス意識の定着化の状況やコンプライ
アンス違反の発生状況などを把握することに努めています。調査により浮かび上がった課題に応じたコンプライアンス推進活
動に取り組んでいます。
YKKの東アジア極におけるコンプライアンス意識調査では、他社比較のできる他社共通の基本質問と、YKK独自の質問から
なっており、7点を満点とするスコアにより点数化されます。5以上であれば良好とされる中、コンプライアンス教育などの各種
コンプライアンス施策により、5以上のスコアを維持するとともに、前年度よりさらに改善しました。

▍コンプライアンス教育の実施
YKKグループは、階層別にコンプライアンス研修を実施し、コンプライアンス違反をなくし、違法、不正行為を未然に抑制する
ためのコンプライアンス教育を推進しています。2024年度にはeラーニング研修を2回から3回に増やすとともに、対面での
ハラスメント防止研修も管理職向け、一般職員向けに各拠点で実施しました。また2021年度には、2010年度に作成した初版
を大幅に刷新する形で、コンプライアンスへの理解と内部通報・相談窓口の周知のために全社員に改訂版「YKKグループ　コ
ンプライアンスブック」の冊子を配布し、YKKグループの社員が業務においてコンプライアンスの観点から迷うことがあればい
つでも参照できるようにしています。
グローバルでは、世界各国／地域のYKKグループ社員が共通した認識をもって遵守すべき行動規範である「YKKグループ行
動指針（YKK�Group�Code�of�Conduct）」と、この指針を具体的な＜あなたが取るべき行動＞に落とし込んだコンプライアン
スブックを各極ごとに作成し、現地の従業員に展開しています。

コンプライアンス意識調査平均スコア（7点満点）

YKKグループ�コンプライアンスブック

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section



知的財産管理
▍2024年度の取り組み
YKKは、知的財産管理に関するさまざまな活動をグローバルで展開しています。2024年度の主な取り組みとして、模倣品対
策や商標に関連する取り組み事例をご紹介します。
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C O L U M N

YKKは、模倣品対策の取り組みの一環としてB.P.P.®活動を推進していま
す。模倣品対策は、自社だけでの対策では限界があるため、お客様・専門
家・官公庁などとの連携で補完し合い、強化していくことが効果的かつ戦
略的な活動につながります。
関係者間の意見交換やノウハウの共有のために、2012年からB.P.P.®ワー
クショップを開催し、ブランド保護に関するプレゼンテーション・セミナー
の実施や、具体的な模倣品対策の事例を紹介しています。現在は年2回開
催し、2025年5月までの48回の開催で、累計2,491団体、4,422人が参
加しました。
コロナ禍から近年は、オンライン参加も含めたハイブリッド開催に力を入
れ、時代の変化に対応することで、遠方・国内外を問わず参加可能となり、
更なるブランド保護活動の輪が広がっています。
なお、本活動も含む活動が評価され、経済産業省�特許庁が表彰する令和
3年度知財功労賞において、経済産業大臣表彰「知財活用企業(商標)」
を受賞しました。

YKKでは、お客様やお取引先への信頼の証として、「YKK」等を商標登録し
て大切に保護しています。その取り組みの一環として、「YKK」等と紛らわし
く誤認混同を起こす第三者の商標について、YKKの商標の毀損・稀釈化※

の防止のため、権利化阻止・使用阻止の取り組みを推進しています。
2024年度は、仕掛中を含めグローバルで89件（うち、権利化阻止対応66
件・使用阻止対応23件）取り組みました。

※稀釈化とは、商標権の機能や効力が低下してしまうことを指す。

ブランド保護の輪を広げる
B.P.P.®(Brand Protection Partnership)活動の推進

「YKK」等商標の毀損・稀釈化防止のための取り組み

2024年9月YKK80ビルにて開催
第47回B.P.P.®ワークショップに社員が登壇

2023年、YKKはコーポレートロゴを刷新しました。このコーポレートロゴ
には、YKK精神「善の巡環」と経営理念「更なるCORPORATE�VALUEを
求めて」および「コアバリュー」に基づき、サステナビリティを経営の中心
に据えて、これからも前進し続けるためのスピードと、信頼され続けるクオ
リティを追求するという社員の想いが込められています。
コーポレートロゴの展開・保護にあたっては、現在までにグローバルで73
カ国／地域へ商標出願を行いました。

コーポレートロゴの商標登録

YKKのファスナー

ガバナンス（Governance）
データ編
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｢Cascale(旧Sustainable Apparel Coalition)｣
Cascaleは、世界中の製品が環境や社会に与える影響を軽減するために活動しているアパレル業界団体で、YKKは2018年に
加盟しました。
YKKは、世界中のアパレルメーカー、小売業者、製造業者、素材メーカー、研究所、政府機関等と共に、アパレルや靴製品、繊維
産業におけるサプライチェーンの持続可能性の向上に取り組んでいます。

「ファッション業界気候行動憲章」
国連気候変動枠組み条約事務局によるファッション業界での取り組みを定めた「ファッション業界気候行動憲章」に2020年
3月に署名しました。この憲章は、パリ協定の長期目標に基づき、2030年までに温室効果ガス(GHG)の総排出量の30％削減
を達成し、2050年までに実質ゼロにすることに焦点を当てています。

「ネットゼロ・リカバリー」
2050年までにCO2排出量を実質ゼロにするという気候変動対策の目標と、コロナ禍からの経済復興を整合させるという、
「SBTイニシアティブ」と国連・グローバルコンパクトが2020年5月に発表した「ネットゼロ・リカバリー」声明に参加しました。

「Textile Exchange」
環境に配慮した繊維素材の普及を進める国際NGOで、YKKは2020年9月より参画。同団体と「ファッション業界気候行動
憲章」が共催する「Recycled�Polyester�Challenge」へ参加しています。

「SBT(Science Based Targets)イニシアティブ」
2021年3月に、2030年度までにGHG排出量をScope1および2において50.4%削減、Scope3において30%削減(ともに
2018年度比)するという短期目標についてSBTiの認定を取得しました。2024年12月には、2050年度までにGHG排出量を
Scope1および2において90%削減、Scope3において90%削減(ともに2018年度比)するという長期目標についてもSBTi
の認定を取得しています。

「ジャパンサステナブルファッションアライアンス」
サステナブルなファッション産業への移行を推進することを目的としている「ジャパンサステナブルファッションアライアンス」
に2021年9月に正会員として加盟しました。このアライアンスは、「適量生産・適量購入・循環利用によるファッションロスゼ
ロ」と「2050年カーボンニュートラル」を目標にしています。

「エレン・マッカーサー財団ネットワーク」
YKKは以前よりエレン・マッカーサー財団のネットワークに加盟する多くのファッションブランドと連携し、ファッション産業
におけるサーキュラーエコノミー（循環型経済）の実現に向けて取り組んできました。「YKKサステナビリティビジョン2050」
で掲げる「循環型社会の実現への貢献」における取り組みをより加速させるため、2022年4月に加盟しました。

環境省「生物多様性のための30by30アライアンス」
2030年までに陸と海の30%以上を健全な生態系として保全する30by30目標の達成に向けた仕組みの構築を目指す「生物
多様性のための30by30アライアンス」に2022年8月に参画しました。なお、YKKが黒部事業所（富山県黒部市）内に整備し
たふるさとの森が、2023年10月に環境省より「自然共生サイト」に認定されました。

「国連生物多様性条約(CBD)COP15に向けた企業声明」
自然破壊からの回復と生態系保護のための包括的アクションを企業に求める国際的な連合体「Business�for�Nature」が、
2022年に開催の国連生物多様性条約（CBD）の第15回締約国会議（COP15）において、企業等が生物多様性の影響や依存度
を評価し、2030年までの開示義務化を採択するよう呼びかけた企業声明に賛同・署名しました。

「Accelerating Circularity」
繊維の循環に取り組む非営利団体である米国「Accelerating�Circularity」に加盟し、ファスナーやスナップ・ボタンなどのトリ
ム類のリサイクル促進に向けた提言を取りまとめるワーキンググループに参加しています。

経済産業省「GXリーグ」
「GXリーグ」は、2050年カーボンニュートラル実現と社会変革を見据えて、GX（グリーントランスフォーメーション）ヘの挑戦
を行い、現在および未来社会における持続的な成長実現を目指す企業が同様の取り組みを行う企業群を官・学と共に協働す
る場として設立されました。YKKは2023年5月より参画企業となりました。

加盟団体・イニシアティブ等（2025年3月末現在）

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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「日本気候リーダーズ・パートナーシップ(JCLP)」
全世界において2050年までに温室効果ガス排出量ゼロとする目標を支持し、持続可能な脱炭素社会の実現を目指す企業グ
ループであるJCLPに2023年5月に加盟しました。JCLPへの加盟により、パリ協定と整合する脱炭素化社会の実現を後押し
する意思と行動を社会に示し、自社の脱炭素化の実践を通じて、国際的および地域の持続可能な発展に寄与します。

「サーキュラーパートナーズ(CPs)」
経済産業省は、2023年3月に策定した「成長志向型の資源自律経済戦略」に基づき、サーキュラーエコノミーの実現を目指し、
産官学の連携を促進するためのパートナーシップ「サーキュラーパートナーズ」を設立しました。YKKは2024年11月より参
画企業となりました。

データ編
加盟団体・イニシアティブ等
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詳細は、ウェブサイト「ニュースリリース」をご覧ください。
https://www.ykk.com/newsroom/g_news/2024/

受賞年月 表彰・受賞名称および理由 対象 主催

2024年4月
令和6年春の叙勲において当社相談役𠮷田忠裕が「旭日重光
章」を受章

YKK 内閣府

2024年4月 深圳市2023年度清潔生産優秀企業選出 YKK深圳社（公明工場） 深圳市生態環境局

2024年5月 高品質発展貢献賞 上海YKKジッパー社 上海市浦東新区泥城鎮人民政府

2024年5月 第10回「国際信誉ブランド」 YKK深圳社
国連工業発展機構中国南南工業協力�
センター�
深圳知名ブランド評価委員会

2024年5月 第21回「深圳知名ブランド」
YKK深圳社 深圳知名ブランド評価委員会

2024年5月 第21回「湾区知名ブランド」

2024年5月 深圳市五一労働賞 YKK深圳社 深圳市総工会

2024年5月 スマート製造能力成熟度�基準達成証書（三級） YKK深圳社 BIFNC�BRICS国家未来ネットワーク
研究院（中国・深圳）

2024年5月
Paritrana�Award�for�Employment�Social�Security�(3rd�
place)�at�the�Provincial�Level�of�West�Java

YKKインドネシア社�
チマンギス工場

Governor�of�West�Java

2024年6月 グリーン住宅建設　エコ文明推進 YKK深圳社 深圳市月亮湾公園

2024年6月 福海緊急安全スター YKK深圳社 福海街道応急管理事務所

2024年8月 Pancasila�Industrial�Relations,�Bekasi�District(1位)
YKKジプコ・インドネ
シア社

Bekasi�District�Manpower�Office

2024年8月

Certificate�of�Appreciation�
In�recognition�of�contributions�of�goods�(gifts,�rice,�
milk,�etc.)�to�support�abandoned�and�orphaned�
children�for�a�better�life

YKKベトナム社��
ニョンチャック工場

Phuc�Lam�Shelter�for��
the�Homeless�and�Orphans

2024年9月 30+�Supplier�Award� YKKトルコ社 Mavi�Supplier�Day�2024

2024年9月 2024深圳500強企業 YKK深圳社
深圳市企業聯合会�
深圳市企業家協会

2024年10月
Letter�of�Appreciation�
In�recognition�of�the�donation�of�500,000,000�VND�
to�support�people�affected�by�Storm�No.�3

YKKベトナム社��
ニョンチャック工場

Vietnam�Fatherland�Front�
Committee�of�Dong�Nai�Province

2024年10月

Supporting�compatriots�to�overcome�Typhoon�No.�3�
(Yagi)�with�an�amount�of�1�billion�VND�recorded�by�
the�Vietnam�Fatherland�Front�Committee�of�Ha�Nam�
province�on�October�4,�2024

YKKベトナム社��
ハナム工場

Vietnam�Fatherland�Front�
Committee�of�Ha�Nam�Province

2024年10月 Typical�enterprises�in�Customs―Business�partnership
YKKベトナム社��
ハナム工場

Ha�Nam�Province’s�Customs�
Department

2024年10月
Excellent�achievements�in�production�and�business�
activities�in�2024,�contributing�to�the�socio-economic�
development�of�Ha�Nam�province.

YKKベトナム社��
ハナム工場

People’s�Committee�of�Ha�Nam�
Province

2024年10月
Quality�Excellence�Award�from�INTERLOOP�in�
category�Accessories

YKKパキスタン社 Interloop�Pvt�Ltd

2024年11月
第66回「日本雑誌広告賞」第2部(タイアップ)ファッショ
ン・ジュエリー部門銀賞受賞

YKK 日本雑誌広告協会

2024年12月 遼寧省グリーン工場資格取得 大連YKKジッパー社 遼寧省工業・情報化庁

2024年12月 2024年広東省製造業500強 YKK深圳社 広東省製造業協会

2024年12月 2024年度グリーンエコ企業 YKK深圳社 深圳市表面工程協会

表彰・受賞実績

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section
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YKK、YKK�Little�Parts.�Big�Difference.、YKK＼ap、AcroPlating、ADVANCEN、AiryString、B.P.P.、click-TRAK、CONCEAL、ECO-DYE、EXCELLA、Fiber�
Sourced、GreenRise、NATULON、NATULON�Plus、Ocean�Sourced、POWERHOOK、PROSEAL、QuickFree、TouchLink、VISLON、YZiP、zip�TO�zipおよびパッ
シブタウンは日本およびその他の国／地域におけるYKK株式会社の登録商標または商標です。

受賞年月 表彰・受賞名称および理由 対象 主催

2024年12月 深圳市外商投資企業優秀管理者―特別貢献賞
YKK深圳社 深圳外商投資企業協会

2024年12月 深圳市外商投資企業優秀管理者―イノベーション発展賞

2024年12月
全国（深圳）優秀外商投資企業　�
コンプライアンス建設促進賞（2023-2024年度）

YKK深圳社 中国外商投資企業協会
深圳外商投資企業協会2024年12月

全国（深圳）優秀外商投資企業　�
和諧労働関係促進賞（2023-2024年度）

2024年12月
全国（深圳）優秀外商投資企業　　�
緑色減炭促進賞（2023-2024年度）

2024年12月
全国（深圳）優秀外商投資企業　�
双優企業賞（2023年度）

YKK深圳社 中国外商投資企業協会�
深圳外商投資企業協会

2024年12月
全国（深圳）優秀外商投資企業　�
深圳市Top�Ten納税額企業（2023年度）

2024年12月

Samutprakarn Labour Management Excellence 
Award 2024�
The�award�for�the�establishment�that�has�continuously�
implemented�the�Thai�labor�standard�system�for�10�
years

YKKタイ社
Department�of�Labour�Protection�
and�Welfare,�Ministry�of�Labour

2025年2月
YKKがCDP「気候変動」において最高評価「Aリスト」に�
2年連続で選定

YKK� CDP

2025年2月
「オレンジイノベーション・アワード2024」でYKKが�
最優秀賞を受賞

YKK� 経済産業省

2025年2月 The�Green�Industry�Level�4�(Green�Culture) YKKタイ社
Department�of�Industrial�Works,�
Thai�Ministry�of�Industry

2025年2月
Company�Performance�Rating�Assessment�Program�
in�Environmental�Management�(BLUE)

YKKジプコ・インドネ
シア社

Ministry�of�Environment�and�
Forestry�Indonesia�(KLHK)

2025年2月
Customs�Award�2nd�best�MITA�2024,��(MITA�is�MItra�
UTAma�or�Priority�Lane)

YKKインドネシア社
Customs�of�Soekarno�Hatta-
Jakarta,�Indonesian�Ministry�of�
Finance

2025年3月 YKK「健康経営優良法人(ホワイト500）」に認定 YKK� 経済産業省

2025年3月 上海市閔行経済技術開発区安全生産先進企業 上海YKKジッパー社 上海市閔行経済技術開発区管理弁公室

2025年3月
Happiness�Works�2025�“Happy�Companies”��
-�HR�Policies�and�Employees�Voice

YKKポルトガル社
Happiness�Works�Institute�in�
Portugal�and�FORBES�magazine

2025年3月
1st�Place�in�Western�Dance�Catergory�
�-�International�Women’s�Day�Competition

YKKスリランカ社
BOI―Avissawella�Export�
Processing�Zone

2025年3月
1st�Place�in�Creative�Dance�Category��
-�International�Women’s�Day�Competition

2025年4月 2024年度浦東新区高成長性企業突出貢献賞 上海YKKジッパー社 上海市浦東新区人民政府

2025年4月 「2024年度�外商投资先端技術企業認定証明書」を取得 上海YKKジッパー社 上海市商務委員会

2025年4月 Red�Dot�Award:�Sustainable�Design YKKトルコ社 Red�Dot�GmbH�&�Co.�KG

2025年5月 IHKIB�Stars�of�Export�Award�2024-�Silver�Award YKKトルコ社
IHKIB�(Istanbul�Apparel�
Exporters’�Association)

データ編
表彰・受賞実績
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気候関連のリスク及び機会に係る組織のガバナンスを開示する

気候関連のリスク及び機会が組織のビジネス・戦略・財務計画への実際の及び潜在的な影響を、重要な場合は開示する�

▍ガバナンス

▍戦略

推奨開示
該当箇所

This is YKK 2025 CDP2024

a)�気候関連のリスク及び機会についての取締役
会による監視体制の説明をする

・P.67
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞ガバナンス 4.1.2

b)�気候関連のリスク及び機会を評価・管理する
上での経営者の役割を説明する

・P.67
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞ガバナンス 4.3

推奨開示
該当箇所

This is YKK 2025 CDP2024

a)�組織が選別した、短期・中期・長期の気候変動
のリスク及び機会を説明する

・P.68
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞戦略
・P.69
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞リスク管理

2.1,�3.1,�3.1.1,�3.6,�
3.6.1

b)�気候関連のリスク及び機会が組織のビジネ
ス・戦略・財務計画に及ぼす影響を説明する

・P.68
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞戦略

3.1.1,�3.6.1,�5.1.2,�
5.2,�5.3.1,�5.3.2

c)�2℃以下シナリオを含む様々な気候関連シナリ
オに基づく検討を踏まえ、組織の戦略のレジリ
エンスについて説明する

・P.68
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞戦略 5.1,�5.1.1,�5.1.2

気候関連のリスクについて組織がどのように選別・管理・評価しているかについて開示する

推奨開示
該当箇所

This is YKK 2025 CDP2024

a)�組織が気候関連のリスクを選別・評価するプ
ロセスを説明する�

・P.69
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞リスク管理 2.1,�2.2.1,�2.2.2

b)�組織が気候関連のリスクを管理するプロセス
を説明する

・P.69
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞リスク管理 2.1,�2.2.1

c)�組織が気候関連リスクを識別・評価・管理するプ
ロセスが組織の総合的リスク管理においてどの
ように統合されるかについて説明する�

・P.69
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞リスク管理 2.1,�2.2.1

気候関連のリスク及び機会を評価・管理する際に使用する指標と目標を、重要な場合は開示する

推奨開示
該当箇所

This is YKK 2025 CDP2024

a)�組織が、自らの戦略とリスク管理プロセスに即
し、気候関連のリスク及び機会を評価する際に
用いる指標を開示する

・P.69
【参考】TCFD提言に基づく情報開示＞指標と目標
・P.41-42�
YKK�サステナビリティビジョン2050�目標と実績

7.54,�7.54.1,�7.54.2

b)�スコープ1.2及び該当するスコープ3のGHGに
ついて開示する

・P.63
気候＞CO2排出量の推移
・P.64
気候＞サプライチェーン全体のCO2排出内訳
・P.65
気候＞サプライチェーンにおけるCO2排出量

7.6,�7.7,�7.8,�7.8.1

c）�組織が気候関連リスク及び機会を管理するため
に用いる目標、及び目標に対する実績について
説明する

・P.63
気候＞CO2排出量の推移
・P.41-42�
YKK�サステナビリティビジョン2050�目標と実績

7.53,�7.53.1,�7.54,�
7.54.1,�7.54.2

TCFD対照表

▍リスク管理

▍指標と目標

YKK Philosophy & Sustainability Business Strategy Platform Data Section



創業者𠮷田忠雄は、かねてから衣食住の「食」の分野でも社会貢献をしたいと考え

ていました。1985年、ブラジルの首都ブラジリアから南東へ約300ｋｍのボンフィノ

ポリス市にYKK農牧社を設立。土地の開拓、農業作物の耕作、家畜の飼育など試行

錯誤を繰り返しながら生産を拡大し、2025年、YKK農牧社は設立40年を迎えまし

た。現在では、カフェ・ボンフィーノとして日本で販売されているコーヒーの他、畜

産、酪農や大豆を生産しブラジル国内市場へ販売しています。これからも、YKK精

神「善の巡環」に基づき食の分野でも社会に貢献するという創業者の想いを源流に、

地域社会への貢献を通して現地に根付いた事業活動を継続します。

熟したコーヒーの実 （ YKK農牧社農場にて）

This is also YKK

https://www.ykk.com/

〈お問い合わせ先〉

YKK株式会社
経営企画室
グローバルエンゲージメント統括グループ
広報グループ

　東京都千代田区神田和泉町1
　TEL：03（3864）2064　
　E-mail ：k_ykk@ykk.com


